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第一編 申請要領 

 

１ はじめに 

この「V-Low マルチメディア放送を行う移動受信用地上基幹放送の業務申請マニュア

ル」は、平成 28年１月 21 日（木）から同年２月 22日（月）まで移動受信用地上基幹放

送の業務の認定の申請を受け付ける、99MHzを超え 108MHz以下の周波数を使用して行う

マルチメディア放送（以下「V-Lowマルチメディア放送」という。）のうち、99MHzを超

え 103.5MHz以下の周波数を使用して行うものの一部の地域（東海・北陸広域圏）に係る

当該申請の手続について解説するものです。 

 

２ 申請受付期間 

平成 28 年１月 21日（木）午前８時 30分から同年２月 22日（月）午後５時 15分まで 

※１ 上記期間外の申請については理由の如何を問わず一律に受付を拒否することとなりますので、

ご留意ください。 

※２ 郵送による場合には、下記３に示す申請受付場所に送付してください（上記期間内必着でお願

いします）。 

 

３ 申請受付場所 

 ○ 東海総合通信局 

   〒461-8795 愛知県名古屋市東区白壁１-15-１ 名古屋合同庁舎第３号館 

放送部放送課 052－971－9148 

又は 

 ○  北陸総合通信局 

   〒920－8795 石川県金沢市広坂２-２-60 金沢広坂合同庁舎  

情報通信部放送課 076－233－4494 

 

（お問い合わせ先） 

〒100-8926 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

  総務省 情報流通行政局 地上放送課 

  電話    03-5253-5737 

  FAX     03-5253-5794    

電子メール v-low/atmark/ml.soumu.go.jp 

※ スパムメール対策のため、「@」を「/atmark/」と表示しております。送信の際

は「@」に変更してください。  
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４ 申請対象周波数（申請枠） 

＜東海・北陸広域圏＞ 

 

 

（参考）今回申請対象とならない地域・広域圏 
＜東北広域圏、中国・四国広域圏＞ 

 

＜北海道、関東・甲信越、近畿、九州・沖縄広域圏＞ 

 

 注 申請者は、基準セグメント数（放送法施行規則第 61条第３号イに規定する基準セグ

メント数をいう。）を申請することを妨げない。 

 

５ 申請に当たっての留意事項 

① 申請書作成にあたっては、関係法令集を熟読の上、記載願います。 

セグメント領域 セグメント数 
中央の 

周波数 

使用する 

周波数帯 

３セグメント形式の

OFDMフレーム 

1/5、2/5、3/5、

4/5、１、6/5、

7/5、8/5、9/5、

２、11/5、12/5、

13/5、14/5又は

３ 

基幹放送用周波数使用

計画第１の６に記載さ

れる周波数を対象とす

る。 

99MHz～103.5MHz 

セグメント領域 セグメント数 
中央の 

周波数 

使用する 

周波数帯 

３セグメント形式の

OFDMフレーム 

1/5、2/5、3/5、

4/5、１、6/5、

7/5、8/5、9/5、

２、11/5、12/5、

13/5、14/5又は

３ 

基幹放送用周波数使用

計画第１の６に記載さ

れる周波数を対象とす

る。 

99MHz～103.5MHz 

セグメント領域 セグメント数 
中央の 

周波数 

使用する 

周波数帯 

３セグメント形式の

OFDMフレーム 

1/5、2/5、3/5、

4/5、１、6/5、

7/5、8/5、9/5、

２、11/5、12/5、

13/5、14/5又は

３ 

基幹放送用周波数使用

計画第１の６に記載さ

れる周波数を対象とす

る。 

103.5MHz～108MHz 
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② 業務開始の予定期日については、放送開始のために必要な作業に要する期間が、事

業計画の内容によって異なると思われるため、申請者において、基幹放送局提供事業

者等と十分に調整を行うようにしてください。 

 

③ 申請書類の提出部数については、次のとおりとしてください。 

なお、「写し」については、日本工業規格Ａ列４番の用紙に片面印刷とし、ホチキ

ス止め、インデックス添付等を行わないでください。 

また、各資料の右下に「申請者名」、「放送番組名」及び「ページ番号（通し番号）」

を記載してください。 

 

記載例 

㈱○○放送 チャンネル▲▲▲ p23 

 

④ 申請受付期間終了後、申請者名、代表者名、申請セグメント数などを取りまとめ、

すみやかに公表する予定です。また、申請の内容についても、今後、必要に応じて、

申請者に対して事前に確認の上、申請内容として公表する可能性がありますので、あ

らかじめご了承ください。 

 

⑤ 申請の際、今後の連絡窓口として、２名以上の方の電子メールアドレス及び緊急連

絡用の電話番号の登録をお願いします。申請受付後に、申請内容に関するヒアリング

の対応をお願いすることがありますので、確実に連絡・対応が可能な体制の構築をお

願いいたします。 

 

⑥ 審査の公平性を確保する観点から、申請受付期間終了後の申請内容の変更は認めら

れません。なお、申請内容を変更しない範囲での、記載事項の訂正や、補足資料の提

出は可能な場合がありますので、個別に御相談ください。 

 

⑦ 審査に必要な添付書類であって、このマニュアルに特に定めがないものについては、

 正本 写し 

Ⅰ 移動受信用地上基幹放送の業務認定申請書 

（放送法施行規則 別表第六の三号） 

１部 ２部 

Ⅱ 移動受信用地上基幹放送に係る事業計画書 

（放送法施行規則 別表第七の三号） 

１部 ２部 

Ⅲ 事業収支見積書 

（放送法施行規則 別表第八号） 

１部 ２部 

Ⅳ 基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力 

（放送法施行規則 別表第九号） 

１部 ２部 
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必要に応じて、例えば「補足説明書」など適宜の表題を付して、適宜の様式により申

請書に添付して提出してください。 

また、審査を行うに当たって必要があると認められる場合には、追加資料の提出を

求めることがあります。 

 

⑧ 仮に、申請受付期間中に、申請希望者の皆様に対し公平にお知らせすべき追加の情

報が発生した場合には、必要に応じて総務省「電波利用ホームページ」の「情報流通

行政局地上放送課からのお知らせ」に掲載しますので、適宜お役立てください。 

（参考） http://www.tele.soumu.go.jp/j/joh/index.htm  

 

http://www.tele.soumu.go.jp/j/joh/index.htm


 
 

2 - 1  

第二編 申請書の記載について 

１ 共通事項 

① 今回の申請において提出が必要となる項目は以下のとおりです。 

事項名 
ページ ページ 

記載要領 記載例 

Ⅰ 移動受信用地上基幹放送の業務認定申請書 

【放送法施行規則 別表第6の3号様式】 
2-4 2-9  

Ⅱ 移動受信用地上基幹放送に係る事業計画書【放送法施行規則 別

表第7の3号様式】 
2-12 

 

 別紙⑴ 経営形態及び資本又は出資の額 2-14  

 別紙⑵ 事業開始までに要する用途別資金及びその調達方法 2-15  

 別紙⑶ 主たる出資者及び議決権の数 2-15 2-26 

 別紙⑷ ３分の１を超える議決権を有する者に関する事項 2-16 2-26 

 別紙⑸ 10分の1を超える議決権を有する他の地上基幹放送事

業者又は３分の１を超える議決権を有する他の衛星基

幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事

業者に関する事項 

2-17 2-27 

 別紙⑹ 役員に関する事項 2-18 2-27 

 別紙⑺ 放送番組の編集の基準 2-18  

 別紙⑻ 放送番組の編集に関する基本計画 2-18  

 別紙⑼ 週間放送番組の編集に関する事項 2-19 2-28 

 別紙⑽ 放送番組の審議機関に関する事項 2-24 2-33 

 別紙⑾ 放送番組の編集の機構及び考査に関する事項 2-24  

 別紙⑿ 災害放送に関する事項 2-24 2-34 

 別紙⒀ 将来の事業予定 2-24  

 別紙⒁ 基幹放送の業務を行う事業と併せ行う事業及び当該

事業の業務概要 
2-25 

2-35 

Ⅲ 事業収支見積表【放送法施行規則 別表第8号様式】 2-36  

 第１ 見積表 2-36  

 第２ 見積りの根拠 2-39 2-41 

 第３ 放送番組の主たる利用見込者 2-39 2-43 

Ⅳ 基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力 

【放送法施行規則 別表第9号様式】 
2-49 2-49 
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② 申請書類は、放送法（昭和 25年法律第 132号）第 93条第 2項、放送法施行規則（昭和 25年

電波監理委員会規則第 10号）第 64条、第 65条、別表第 6の 3号、第 7の 3号、第 8号及び第 9

号の規定に準拠することが必要です。本マニュアルをよく読んで記載してください。 

 

③ 各資料の用紙は、原則として、日本工業規格Ａ列 4番の用紙としてください。 

 

④ 各資料に記載する比率等の数値は、原則として、小数点第 2位を四捨五入とし小数点第 1位ま

で記載してください。 

 

⑤ 各項目において、様式等により具体的な記載方法等が定められておらず、比較的自由な記載を

お願いしている部分については、その内容についてできるだけ具体的な根拠の記載や裏付けとな

る資料等の添付をお願いします。根拠等が薄弱な内容については、審査において考慮されない可

能性がありますので、あらかじめご承知おき願います。 

 

⑥ 申請書類に記載した内容は、公表することがあります。ただし、経営上の秘密に該当する内容

がある場合には、その扱いについて申請者と相談させていただきますので、どの情報が経営上の

秘密に該当するのかが分かるように示した上でその旨をご記載ください。 

 

⑦ Ⅱ事業計画書（放送法施行規則 別表第 7の 3号様式）別紙(7)から(12)までの事項について、

個別の記載項目について、事業開始当初限りの特別の経営方針があるときは、その方針について

わかるように記載してください。 
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⑧ 本マニュアルにおいては、以下の用語を使用しております。 

  
用語 意味 

認定方針 「平成31年３月31日までの公示期間中に申請された移動受信用地

上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関す

る送信の標準方式第４章第１節に定める放送を行うものに限る。）

の業務の認定に係る方針（平成25年総務省訓令第37号）」をいう。 

 ※第三編 p3-38参照 

３セグメント領域 

 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準

方式（平成23年総務省令第87号）第11条第１項に規定する３セグ

メント形式のＯＦＤＭフレームをいう。 
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２ 法令上の記載事項 

Ⅰ 放送法施行規則 別表第六の三号(第 64条関係) 

 

移動受信用地上基幹放送の業務認定申請書 

年  月  日  

総務大臣 殿 

郵便番号 

住  所 

(ふりがな) 

氏  名 

(法人又は団体にあつては、名称及び代表者の氏名。記名押印又は署名) 

電話番号 

 

 

移動受信用地上基幹放送の業務の認定を受けたいので、放送法第 93条第２項の規定により申請しま

す。 

基幹放送の種類(注１)  

基幹放送の業務に用いられる基幹放送局につ

いて電波法の規定による免許を受けようとす

る者又はその免許を受けた者の氏名又は名称

(注２) 

 

希望する放送対象地域  

希望する周波数(注３)  

業務開始の予定期日  

放送事項(注４)  

基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の

概要(注５) 

 

欠格事由の有無(注６) □ 有     □ 無 

注１ 法第91条第１項の規定による基幹放送普及計画の「第３  基幹放送の区分ごとの放送対象地域

及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標」の「２ 国内放送に関する基幹放送の区分ごとの放

送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標」に規定されている「基幹放送の区分」の

各項目を記載すること。また、有料放送の場合にあつては、その旨も記載すること。 

（記載例） 「移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する

送信の標準方式第四章第二節に定める放送）―マルチメディア放送」 

注２ 基幹放送の業務に用いられる基幹放送局について、電波法の規定による免許を受けようとする

一の者又は当該免許を受けた一の者の氏名又は名称を記載すること。 

注３ 

⑴ デジタル放送の標準方式第四章第一節に定めるマルチメディア放送を行う移動受信用地上基

幹放送の業務の場合は、次のように記載すること。 

（記載例） 中央の周波数 101.285714ＭＨz 
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使用するＯＦＤＭフレーム ３セグメント形式のＯＦＤＭフレーム 

伝送方式 セグメント連結伝送方式 

セグメント数 基準１セグメント 

搬送波の変調の方式 16ＱＡＭ 

誤り訂正率 １／２ 

⑵ デジタル放送の標準方式第四章第二節に定めるテレビジョン放送を行う移動受信用地上基幹

放送の業務の場合は、次のように記載すること。 

（略） 

⑶ デジタル放送の標準方式第四章第二節に定めるマルチメディア放送を行う移動受信用地上基

幹放送の業務の場合は、次のように記載すること。 

（略） 

注４ 

⑴ テレビジョン放送（特別な事業計画により放送番組を編集するものを除く。）を行う基幹放送

の業務の場合 

（略） 

⑵ テレビジョン放送（特別な事業計画により放送番組を編集するものに限る。）を行う基幹放送

の業務の場合 

（略） 

⑶ マルチメディア放送を行う基幹放送の業務の場合 

ア 放送事項を放送番組の実態に合わせて、放送番組の形態及び分野ごとに次の記載例に従つ

て記載すること。 

（記載例） 

放送番組の形態 分野 備考 

リアルタイム型放送番組 野球、サッカーを中心としたスポーツ番組  

蓄積型放送番組 音楽、ドラマ  

（注１） リアルタイム型放送番組とは全ての受信者が同時に受信設備において視聴するこ

とができる形態の放送番組をいい、蓄積型放送番組とは受信者があらかじめ受信設

備に蓄積させておくことにより、蓄積後の任意の時間に視聴することができる形態

の放送番組をいう。 

（注２） 分野の欄は、当該放送番組の特徴が分かるような表現で簡潔に記載すること。 

（注３） 法第８条に規定する事項のみを放送事項とするものである場合は、備考欄にその

旨を記載すること。 

イ 放送番組の検索又は選択に関する情報を含む放送の業務を行う場合は、その旨を記載する

こと。 

⑷ (略) 

  ⑸ ⑴から⑷までに定めるもののほか、次のアからウまでに掲げる事項について、記載すること。

（ウについては、デジタル放送の標準方式第４章第１節に定める放送の業務の場合を除く。） 

ア 有料放送の有無 

（記載例） 有料放送の有無：無 

イ 放送事項における成人向け番組（性的好奇心をそそるため性的な行為を表す場面又は衣服

を脱いだ人の姿態の映像を見せる番組で、青少年に有害な影響を与えるおそれのある番組を

いう。）の有無 

（記載例） 成人向け番組の有無：無 

ウ １週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送（有料放送により行われる

ものを除く。）に係る放送時間の占める割合 
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（記載例） １週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送（有料放送によ

り行われるものを除く。）に係る放送時間の占める割合は30％以下とする。 

注５ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要の欄は、次により記載すること。 

⑴ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要には、基幹放送が行われる過程における映像、

音声、文字、データの流れが明確になるよう、演奏所から基幹放送局の送信設備の送信空中線ま

での範囲における全ての電気通信設備を明記した概要図を記載すること。 

⑵ ⑴の概要図には、基幹放送の業務に用いられる電気通信設備のうち、当該業務に用いられる基

幹放送設備に該当する設備の範囲を「番組送出設備」又は「中継回線設備」の別を明確にして付

記すること。 

⑶ ⑴の概要図には、⑵の「番組送出設備」及び「中継回線設備」の法第 111条第１項の技術基準

への適合性に係る説明について、次の事項を付記すること。 

ア 法第 111 条第２項第１号に規定する基幹放送設備の損壊又は故障により、基幹放送の業務

に著しい支障を及ぼさないようにすることを確保するための措置に関する事項 

イ 法第 111 条第２項第２号に規定する基幹放送設備を用いて行われる基幹放送の品質が適正

であるようにすることを確保するために当該設備が準拠する送信の標準方式の種類に関する

事項 

⑷ 一葉の用紙に全部を記載することができない場合には、全体の構成が把握できるよう電気通信

設備の階層その他適宜の区分に分けて、別途記載すること。 

注６ 法 93条第１項第６号の欠格事由の有無について記載するものとし、同欄の□には、該当する

事項にレ印を付けること。 
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○注意事項： 

【「希望する周波数」の欄について】 

・周波数の高低に起因する電波の利用に係る技術的な差異はないものとされておりますので、どの

OFDMフレームを使用してもかまわない場合は、すべての OFDM フレームの中央の周波数を記載する

ようにしてください。 

 

・ 「基準セグメント」（使用するセグメント数が瞬間ごとに変動する場合において、基準となるセ

グメント数をいう。）による申請を行うことができます。 

 

・ 搬送波の変調の方式及び符号化率については、利用可能性のあるものを全て記載してください。 

 

【「放送事項」の欄について】 

・ 注 4(3)イについては、放送番組の検索又は選択に関する情報（電子番組表（EPG））の送信を含む

放送を行うことを検討している場合のみ記載してください。 

 

【次ページに続く】 
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【「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要」の欄について】 

必要書類及び記載のポイント等が示されている「基幹放送に関する技術基準等に係る申請の手引き

（第２版）（平成 24 年 12 月）」（以下「手引き」という。）の参照ページは以下のとおり。 

「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要」に必要な書類 

放送法施行

規則別表第

六の三号と

の対応 

手引き 

１－１． 放送ネットワーク構成及び審査に係る電気通信設備の範囲・構成 注５(1) P5 

１－２． 番組送出設備 

①番組送出設備に関する系統図 

②番組送出設備に関する電源系統図 

注５(2) P15～P17 

１－３． 中継回線設備 

①中継回線設備に関する系統図 

②中継回線設備に関する電源系統図 

注５(2) P18～P20 

２－１． 移動受信用地上基幹放送の安全・信頼性に関する技術基準への適合の

確認表 

注５(3)ア P88～P90 

２－２． 基幹放送の品質に関する技術基準への適合の確認表 注５(3)イ  

 

（作成のポイント） 

（ア）「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備」のうち、審査の対象となる設備（提出資料に記載

を要する設備）は、番組送出設備、中継回線設備に分類されます。番組送出設備及び中継回線設備

の定義については放送法施行規則第２条を、これらの設備に含まれる装置等の一例については手引

き（手引き P３）を参照してください。 

 

（イ）別表第六の三号 注５(1)により、「電気通信設備の概要には、基幹放送が行われる過程における

映像、音声、文字、データの流れが明確になるよう、演奏所から基幹放送局の送信設備の送信空中

線までの範囲における全ての電気通信設備を明記した概要図を記載」となっています。 

１－１．～１－３．について、設備の範囲については、契約形態等によりハード事業者及びソフ

ト事業者の保有する設備の範囲が変わる場合があるので、申請者において、ハード事業者である（株）

ＶＩＰと調整を行った上で記載してください。 

 

（ウ）２－１．については、手引きの【様式５】（手引き P88～P90）を用いることとし、記入用電子デ

ータフォーマットについては、総務省放送技術課まで問い合わせ下さい。 

 

（エ）２－２．については、以下の記載要領に基づき、用いる設備が「送信の標準方式」欄に記載の方

式に準拠する場合、チェック欄に「レ」点を記入してください。（適合すべき放送の品質に関する

技術基準は、標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成２３年総

務省令第８７号）第１章及び第４章となります。） 

 

基幹放送の品質に関する技術基準への適合の確認表 

送信の標準方式 チェック欄 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成２３年総務省令第

８７号）第１章及び第４章 
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具体的記載例【別表６の３ その１】 

  
移動受信用地上基幹放送業務認定申請書 

 

平成●●年 ●月●●日 

総務大臣 殿 

郵 便 番 号 １００－８９２６ 

住 所 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

（ ふ り が な ） しんじだいほうそうかぶしきかいしゃ 

氏 名 新時代放送株式会社 

（ ふ り が な ）               まるめ   ぶいろう  

代表者氏名 代表取締役社長 丸芽 武威朗 

                    電 話 番 号 ○○ -○○○○ -○○○○ 

 

移動受信用地上基幹放送の業務の認定を受けたいので、放送法第 93条第２項の規定により申請します。 

基幹放送の種類（注１） 

移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン

放送等のうちデジタル放送に関する送信の標

準方式第四章第一節に定める放送） 

―マルチメディア放送（有料放送を含む） 

基幹放送の業務に用いられる基幹放送局について電波法

の規定による免許を受けようとする者又はその免許を受

けた者の氏名又は名称(注２) 

株式会社ＶＩＰ 

希望する放送対象地域 東海・北陸広域圏 

希望する周波数(注３) 
別紙１のとおり 

具体的記載例【別表６の３-その２】 

業務開始の予定期日 平成●●年●●月●●日 

放送事項(注４) 
別紙２のとおり 

具体的記載例【別表６の３-その３】 

基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要(注５) 
別紙３のとおり 

具体的記載例【別表６の３-その４】 

欠格事由の有無(注６) □ 有   ☑ 無 

 

 

印 
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具体的記載例【別表６の３ その２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的記載例【別表６の 3 その３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

別紙１ 希望する周波数 

使用するＯＦＤＭフレームの中央の周波数 100MHz、101.285714MHz又は 102.571429MHz 

使用するＯＦＤＭフレーム ３セグメント形式のＯＦＤＭフレーム 

伝送方式 セグメント連結伝送方式 

セグメント数 ３セグメント 

搬送波の変調の方式 16ＱＡＭ 

誤り訂正内符号の符号化率 １／２ 

 

別紙２ 放送事項 

 

放送番組の形態 分野 備考 

リアルタイム型放送番組 野球、サッカーを中心としたスポーツ番組  

蓄積型放送番組 音楽、ドラマ  

 

 有料放送の有無：有 

 成人向け番組の有無：無 

１週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送（有料放送により行われるものを除く。） 

に係る放送時間の占める割合は●%以下とする。 
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別紙３ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要 

「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要」の記載に当たっては、手引きを参考にしてください。 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/manual.html 
 
１－１．放送ネットワーク構成及び審査に係る電気通信設備の範囲・構成 

手引き P5 を参照。 

 

１－２．番組送出設備 

①番組送出設備に関する系統図 

手引き P15～P16 を参照。 

 

②番組送出設備に関する電源系統図 

手引き P17 を参照。 

 

１－３．中継回線設備 

①中継回線設備に関する系統図 

手引き P18～P19 を参照。 

 

②中継回線設備に関する電源系統図 

手引き P20 を参照。 

 

２－１．移動受信用地上基幹放送の安全・信頼性に関する技術基準への適合の確認表 

手引き P57、P88～P90 を参照。 

 
２－２．基幹放送の品質に関する技術基準への適合の確認表 
 

送信の標準方式 チェック欄 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成２３年総務省令第

８７号）第１章及び第４章 
レ 

 

具体的記載例【別表６の 3 その４】 
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Ⅱ 放送法施行規則 別表第七の三号(第 65条第 1 項関係) 

 

「移動受信用地上基幹放送に係る事業計画書」 

  事 業 計 画 書  

長 
 

 

辺 

 (別紙)  

□⑴ 経営形態及び資本又は出資の額  

□⑵ 事業開始までに要する用途別資金及びその調達方法  

□⑶ 主たる出資者及び議決権の数  

□⑷ ３分の１を超える議決権を有する者に関する事項  

□⑸ 10分の1を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は３分の１を超える

議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事業

者に関する事項 

 

□⑹ 役員に関する事項  

□⑺ 放送番組の編集の基準  

□⑻ 放送番組の編集に関する基本計画  

□⑼ 週間放送番組の編集に関する事項  

□⑽ 放送番組の審議機関に関する事項  

□⑾ 放送番組の編集の機構及び考査に関する事項  

□⑿ 災害放送に関する事項  

□⒀ 将来の事業予定  

□⒁ 基幹放送の業務を行う事業と併せ行う事業及び当該事業の業務概要  

    

  短     辺    (日本工業規格Ａ列 4番によること。) 
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注 1 別紙について、次の表の区分に従い、別葉として提出すること。 

区  別 提出する別紙 備  考 

1 認定の申

請の場合 

⑴  (注１) 臨時目的放送を専ら行う基幹放送の業務の場合

は、提出を要しない。 

(注２) 法第８条に規定する経済市況、自然事象及びスポ

ーツに関する時事に関する事項その他総務省令で

定める事項のみを放送事項とする放送を専ら行う

基幹放送の業務の場合は、提出を要しない。 

(注３) 当該変更により事業計画書に重大な変更がある

ときに限る。 

⑵  

⑶  

⑷ (注１) 

⑸ (注１) 

⑹  

⑺ (注１)(注２) 

⑻ (注１)(注２) 

⑼ 

⑽ (注１)(注２) 

⑾ (注１) 

⑿ 

⒀ (注１) 

⒁ (注１) 

2 認定の変

更の申請の

場合 

⑴ (注３) 

⑵ (注３) 

⑶ (注３) 

⑷ (注１)(注３) 

⑸ (注１)(注３) 

⑹ (注３) 

⑺ (注１)(注２)(注３) 

⑻ (注１)(注２)(注３) 

⑼ (注３) 

⑽ (注１)(注２)(注３) 

⑾ (注１) 

⑿  

⒀ (注１)(注３) 

⒁ (注１)(注３) 

3 認定の更

新の申請の

場合 

⑴ 

⑶  

⑷  

⑸  

⑹  

注２ 事業計画書の別紙記載等は、次によること。また、同欄の□には、注１の表の区分に従つて該

当する事項にレ印を付けること。 
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⑴ 別紙⑴は、次の様式により記載すること。 

ア 株式会社の場合 

経営形態 株式会社 

資本又は出資の額 

発行済み株式の額及びそ

の株式数 

増資予定の期日、額及びそ

の株式数 

増資後の資本の額及びそ

の株式数 

   

イ 設立中の株式会社の場合 

経営形態 株式会社(設立中) 

資本又は出資の額 

発起人引受けの株式数及

びその額 

募集の株式数及びその額 
合 計 

   

ウ 株式会社及び設立中の株式会社以外の場合は、上記の様式に準じて記載すること。 

(注１) 法人の場合は、次の書類を添付すること。 

(ア) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(イ) 定款又は寄附行為に基幹放送の業務を行う事業を行うことについての定めがない場

合は、当該申請を行うことを決議した取締役会等の議事録の写し 

(注２) 設立中の法人の場合は、次の書類を添付すること。 

(ア) 定款（会社法第 30条第１項及びその準用規定により認証を必要とする場合には、認

証のある定款)又は寄附行為 

(イ) 法人設立計画書(法人設立までの進行予定を記載した書類とする。) 

(ウ) 設立しようとする法人が株式会社であるときは、発起人会議事録の写し、発起人組合 

契約書の写し及び発起人引受承諾書 

(注３) 法人及び設立中の法人以外の場合は、(注１)及び(注２)に準ずる書類を添付すること。 
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⑵ 別紙⑵は、次の様式により記載すること。 

用途別資金の額 資金調達の方法 

 

工事費 

創業費 

その他 

合 計 

千円  

(注１) 「事業開始までに要する用途別資金」の「事業開始」とは、認定を受けようとする

基幹放送の業務に係る「放送の開始」である。 

(注２) 資金調達の方法の欄は、資本金、出資金、社債、借入金、寄付金、積立金、営業収

入等の別及び金額を記載すること。 

(注３) 貸借対照表、損益計算書、株式引受承諾書の写し、社債申込証の写し、融資証明書

等資金調達の確実性を証明する書類を添付すること。 

 

⑶ 別紙⑶は、次の様式により記載すること。 

ふりがな 

住 所 職 業 
議決権の総数に対

する議決権の比率 
備 考 氏名又は 

名称 

   ％  

(注１)  議決権の総数に対する議決権の比率が 100分の 1以上の者について記載すること。 

(注２) 設立中の法人にあつては、(注１)によるほか、発起人全員について記載すること。 

(注３) 増資その他の理由により、将来において議決権の総数に対する議決権の比率が 100

分の 1以上となる予定がある場合は、それについて併せて記載すること。 

(注４) 法人にあつては、名称に代表者氏名を付記すること。 

(注５) 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。この場合において、法人にあつて

は本店又は主たる事務所の所在地を記載すること。 

(注６) 職業の欄は、法人にあつては「何事業」、個人にあつては「何㈱㈹専務(常)」、「雑

貨商店主」のように記載すること。この場合において、法人の代表権を有する役員に

ついては役名の前に「㈹」の文字を、常勤の役員については役名の後に「(常)」の文

字を付記すること。 

(注７) 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

(ア) 出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄付金等の出資の種類 

(イ) 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

(ウ) 日本の国籍を有しない人又は外国の法人若しくは団体であるときはその旨 

(エ) 出資の予定のものについてはその旨 
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⑷ 別紙⑷は、次の様式により記載すること。 

 氏名又

は名称 

議決権の総数

に対する議決

権の比率 

(A)が地上基幹放送事業者の10分の１

を超える議決権又は衛星基幹放送事業

者若しくは移動受信用地上基幹放送事

業者の３分の１を超える議決権を有す

る場合、当該事業者の名称 

備考 

３分の１を超える議決権

を有する者 

(A) 

 ％   

 うち(A)の有する議

決権と計算される

議決権を有する者 

(B) 

 ％   

 (注１) 議決権の取扱いは、次の(ア)から(ウ)までに定めるところにより計算し、記載する

こと。 

(ア) 一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る株式の所有者の

名義が異なつていても、その議決権は、当該一の者の有する議決権とするものとする。

また、一の者が、未公開株式に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を

行うことができる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内

容の議決権を行使すると認められる場合においては、その議決権は当該一の者の有す

る議決権とみなして計算すること。 

(イ) 一の者が議決権の 2分の 1を超える議決権を有する法人又は団体が、基幹放送の業

務を行おうとする者の議決権を有する場合、その議決権は、当該一の者の有する議決

権とみなす。ただし、一般社団法人等が、基幹放送の業務を行おうとする者の議決権

を有する場合にあつては、一の者の役員が当該一般社団法人等の過半数の理事又は責

任役員を兼ねているときに、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算

すること。 

(ウ) (イ)の本文の規定は、基幹放送の業務を行おうとする者の議決権を有する法人又は

団体と一の者との間にこれらの者と議決権の保有を通じた関係にある一又は二以上の

法人又は団体が介在している場合(関連法人等及び当該法人又は団体がそれぞれその

議決権の２分の１を超える議決権を当該一の者又は他の関連法人等(その議決権の２

分の１を超える議決権が当該一の者又は他の関連法人等によつて保有されているもの

に限る。)によつて保有されている場合に限る。)に準用する。 

(エ) (ウ)の規定を適用する場合において、介在している関連法人等も３分の１を超える

議決権を有する者となるときは、当該関連法人等についても(A)及び(B)の欄を記載す

ること。なお、(B)の欄の記載については、(A)の欄に記載される者の議決権と計算さ

れる議決権を、関連法人等を介在することなく直接有する者についてのみ記載するも

のとする。 

(注２) (B)の欄は、議決権を有する全ての者について記載すること。 

(注３) 備考の欄は、出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄付金等の出



 
 

2 - 17  

資の種類を記載すること。また、(B)の欄を記載した場合は、当該欄の備考の欄に(A)

の有する議決権と計算される理由を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 別紙⑸は、次の様式により記載すること。 

 

氏名又は名称 

他の基幹放送事業者の

議決権の総数に対する

議決権の比率 

備考 

自らが10分の１を超える議

決権を有する他の地上基幹

放送事業者又は３分の１を

超える議決権を有する他の

衛星基幹放送事業者若しく

は他の移動受信用地上基幹

放送事業者 

(A) 

 ％  

 うち自らが有する議決権

と計算される議決権を有

する者 

(B) 

 ％  

(注１) ⑷(注１)(ア)から(ウ)まで、(注２)及び(注３)に準じて記載すること。また、次の

(ア)及び(イ)によること。 

(ア) ⑷(注１)(ア)から(ウ)までについては、「一の者」とあるのは「基幹放送の業務を

行おうとする者」と、「基幹放送の業務を行おうとする者」とあるのは「他の基幹放

送事業者」とそれぞれ読み替えること。 

(イ) ⑷(注１)(ア)から(ウ)までに準じて記載する場合において、介在している関連法人

等がさらに他の関連法人等を介在して基幹放送事業者の議決権を有するときの(B)の

欄の記載については、(A)の欄に記載される基幹放送事業者の議決権を他の関連法人等

を介在することなく直接有する者についてのみ記載するものとする。 

 

 

 

 

 

  

○注意事項： 

・ 上記書類のみでは、基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享

有基準の特例に関する省令第 8条及び放送法関係審査基準第 10条の３(5)に規定する基準に適

合する旨を十分に示すことができない場合には、適宜の様式により、追加の書類を添付してく

ださい。 

○注意事項： 

・ 上記書類のみでは、基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享

有基準の特例に関する省令第 8条及び放送法関係審査基準第 10条の３(5)に規定する基準に適

合する旨を十分に示すことができない場合には、適宜の様式により、追加の書類を添付してく

ださい。 
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⑹ 別紙⑹は、次の様式により記載すること。 

ふりがな 
住所 役名 担当部門 兼職 備考 

氏名 

      

(注１) 住所の欄は、住民基本台帳に記載された住所の都道府県市区町村を記載すること。 

(注２) 役名の欄は、代表権を有する役員については役名の前に「㈹」の文字を、常勤の役

員については役名の後に「(常)」の文字を付記すること。 

(注３) 兼職の欄は、基幹放送の業務を行う事業及び新聞事業に係るものについてはその全

部を、その他のものについてはその代表的なものを(注２)に準じて記載すること。 

(注４) 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

(ｱ) 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

(ｲ) 日本の国籍を有しない人であるとき又は兼職に係る法人若しくは団体が外国の法人

若しくは団体であるときはその旨 

(ｳ) 予定のものについてはその旨 

(ｴ)  基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特

例に関する省令第２条第 13号に規定する業務執行役員に該当しない場合はその旨 

(注５) 役員又は役員予定者の履歴書を添付するほか役員予定者については役員就任承諾書

を添付すること。 

 

 

 

 

⑺ 別紙⑺は、放送番組の目的別種別（別表第六の三号注４⑵及び⑶の場合を除く。）及び放送の対象

とする者に応じた放送番組の編集の基準又はその案を記載すること。 

 

様式適宜 
 

⑻ 別紙⑻は、具体的に放送番組を編集するための基本的な計画又はその案を記載すること。この場合

において、特別の経営方針による移動受信用地上基幹放送の業務については、対象とする受信者層を併

せて記載すること。なお、移動受信用地上基幹放送の放送番組に成人向け番組が含まれる場合は、対象

とする受信者層を限定するための具体的措置(視聴契約時における年齢確認、ペアレンタルロック(視聴

年齢制限の情報を付加して放送された放送番組について、視聴可能年齢を受信機に登録し、かつ、暗証

番号を設定することにより、登録された年齢未満の者の視聴の排除を可能とする機能をいう。)等)につ

いて併せて記載すること。また、有料放送を含む基幹放送を行う旨を記載すること。 

    (記載例) 有料放送を含む基幹放送を行うものである。 

 

様式適宜 

 

○注意事項： 

・ 役員又は役員予定者の履歴書には、該当役員又は役員予定者が放送法第 93条第１項第６号

ヘからヌまでのいずれかに該当する場合は、その旨を記載すること。 
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⑼ 別紙⑼は、次の様式により記載すること。 

ア テレビジョン放送を行う場合 

（略） 

イ マルチメディア放送を行う場合 

放送番組表及び他から供給を受ける放送番組の放送時間及び伝送容量（臨時目的放送を

専ら行う基幹放送事業者の場合を除く。）について、次の(ｱ)から(ｴ)までの様式により記

載すること。 

 

(ｱ) リアルタイム型放送番組表（注１）（注２）（注３）（注４）（注６） 

曜日 

時刻 
月 火 水 木 金 土 日 

        

計 

時間分        

伝送容

量 
       

合計   時間  分（伝送容量  ） 

有料放送（  ％） 
備考   

 

 

(ｲ) 蓄積型放送番組表（注１）（注２）（注４）（注６） 

 放送される時間帯 放送事項 合計伝送容量 

月    

火    

水    

木    

金    

土    

日    

合計 伝送容量 

有料放送（  ％） 備考  
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 (ｳ) 全体の放送番組表（注５）（注６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） １週間の放送番組の代表例を記載すること。 

（注２） リアルタイム型放送番組とは全ての受信者が同時に受信設備において視聴すること

ができる形態の放送番組をいい、蓄積型放送番組とは受信者があらかじめ受信設備に

蓄積させておくことにより、蓄積後の任意の時間に視聴することができる形態の放送

番組をいう。 

（注３） リアルタイム型放送番組は、個々の放送番組について、その開始及び終了の時刻を

記載すること。 

（注４） 有料放送を行う基幹放送事業者の場合は、有料放送に係る放送番組について、個々

の放送番組の欄内に「有」の記号等を表示し、合計欄内に、(ｱ)の放送番組表にあつ

ては１週間当たりの放送番組の放送時間全体に占める有料放送に係る放送時間の割

合を、(ｲ)の放送番組表にあつては１週間当たりの放送番組の伝送容量全体に占める

有料放送に係る伝送容量の割合を（ ）で再掲すること。 

（注５） １週間当たりの放送の伝送容量について、以下に掲げる事項ごと、かつ、影像、音

響又は信号の別ごとに、１週間当たりの放送の伝送容量全体に占めるそれぞれの伝送

容量の割合を記載すること。 

(Ａ) 放送番組の形態の別 

放送番組の形態の別及び影
像、音響又は信号の別 

有料放送又は無料放
送が放送全体に占め
る割合（％） 

影像、音響
又は信号が
放送全体に
占める割合
（％） 

合計 

（％） 
放送事項 

有料放送 無料放送 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
型
放
送
番
組 

影像 Ａ Ｇ 
Ａ及びＧの

和 

Ａ
か
ら
Ｃ
ま
で
及
び
Ｇ
か
ら
Ｉ
ま
で

の
和 

 

 

 

音響 Ｂ Ｈ 
Ｂ及びＨの

和 

 

 

 

信号 Ｃ Ｉ 
Ｃ及びＩの

和 

 

 

 

蓄
積
型
放
送
番
組 

影像 Ｄ Ｊ 
Ｄ及びＪの

和 

Ｄ
か
ら
Ｆ
ま
で
及
び
Ｊ
か
ら
Ｌ
ま
で

の
和 

 

 

 

音響 Ｅ Ｋ 
Ｅ及びＫの

和 

 

 

 

信号 Ｆ Ｌ 
Ｆ及びＬの

和 

 

 

 

合計（％） 
ＡからＦ

までの和 

ＧからＬ

までの和 
 100 
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(Ｂ) 無料放送又は有料放送の別 

（注６） 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載すること。 

 

 

(ｴ) 他から供給を受ける放送番組の伝送容量等 

供給者名 
１週間当たりの放送の伝送容量全体に占

める割合 
供給に関する協定等の有無 

 

 

％（ ％）  

合 計 ％（ ％）  

（注１） 供給者名の欄は、(ｱ)から(ｳ)までの放送番組表に記載した放送番組のうち、他から

供給を受けるものについて記載すること。 

（注２） 放送番組の供給に関する協定等がある場合は、その内容を記載した書類を添付する

こと。 

（注３） 有料放送を行う基幹放送事業者の場合は、１週間当たりの放送の伝送容量全体に占

める有料放送に係る伝送容量の割合をそれぞれ該当する欄内に（ ）で記載すること。 

（注４） 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載すること。 

 

  ○注意事項： 

・複数の番組表を有する場合は、全ての番組表を記載してください。 

・別紙(9)イ(ｱ)～(ｴ)の表の補足資料として、以下を添付してください。 

  

（１）青少年保護措置 

例えば、「時間帯」の配慮や「事前表示」等の具体的な青少年保護措置について記載し

てください。様式適宜。  

 

【次ページへ続く】 
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（２） 放送の分野別の伝送容量 

放送の分野別（注 1） 比率（注 2） 備考 

映画 ％  

スポーツ ％  

音楽 ％  

アニメ ％  

ドラマ ％  

ドキュメンタリー ％  

ニュース ％  

娯楽・趣味 ％  

合計（上位３分野） ％  

１週間当たりの 

総放送伝送容量 

100％  

(注 1) 「放送の分野別」の欄は、当該チャンネルの特徴がわかるように上位３分野程度を目安に記入 

してください。 

具体的な種別の一例：「映画」、「スポーツ」、「音楽」、「アニメ」、「ドラマ」、 

「ドキュメンタリー」、「ニュース」、「娯楽・趣味」 

    (注 2) 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載してください。 

 

(３) ローカル放送番組 
 ア リアルタイム型放送 

(ｱ) ニュース  

  

番組名 放送日時 
１週間の放送の放送時

間全体に占める割合 

そのうち自社制作番

組の時間 

    

合 計  時間 分  ％  時間 分( %) 

(ｲ) 天気予報  
  

番組名 放送日時 
１週間の放送の放送時

間全体に占める割合 

そのうち自社制作番

組の時間 

    

合 計  時間 分  ％  時間 分( %) 

(ｳ) ニュース、天気予報以外の番組 
  

番組名 放送日時 
１週間の放送の放送時

間全体に占める割合 

そのうち自社制作番

組の時間 

      

合 計 時間 分  ％  時間 分( %) 

(ｴ) 総合計    

総合計 (ｱ)+ (ｲ) + (ｳ) 時間 分  ％  時間 分( %) 

（注１）  別紙(9)イ(ｱ)の放送番組表に基づいて記載してください。 

（注２） 出演者、番組内容等から見て、当該放送事業者の放送対象地域向けの放送番組と認められる 

もの（自社以外が制作したものを含む。）について記載してください。 

（注３） 合計及び総合計の欄の比率は、別紙(9)イ(ｱ)の放送番組表に基づいて 1週間の総放送時間に 

対する当該欄の時間の比率を記載してください。 

 

【次ページへ続く】 
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イ 蓄積型放送 

(ｱ) ニュース 

 

 

 

番組名 放送日時 
１週間の放送の伝送容

量全体に占める割合 

そのうち自社制作

番組の比率 

    

合 計  ％ ％ 

 

(ｲ) 天気予報 

 

 

 

番組名 放送日時 
１週間の放送の伝送容

量全体に占める割合 

そのうち自社制作

番組の比率 

    

合 計  ％ ％ 
  

 

(ｳ) ニュース、天気予報以外の番組  

番組名 放送日時 
１週間の放送の伝送容

量全体に占める割合 

そのうち自社制作

番組の比率 

    

合 計  ％ ％ 

 

 (ｴ) 総合計 

 

 

 

総合計 (ｱ)+ (ｲ) + (ｳ) 
 

％ ％ 

（注１）  別紙(9)イ(ｲ)の放送番組表に基づいて記載してください。 

（注２） 出演者、番組内容等から見て、当該放送事業者の放送対象地域向けの放送番組と認められ 

るもの（自社以外が制作したものを含む。）について記載してください。 

（注３） 合計及び総合計の欄の比率は、別紙(9)イ(ｲ)の放送番組表に基づいて 1週間の放送の伝送容 

量全体に対する当該欄の放送伝送容量の比率を記載してください。 

  

（４）自社において制作する放送番組及びその制作体制 
 ア リアルタイム型放送 

 自社において制作する放送番組 
他から供給を受ける

放送番組 

 

合計  ①完全

局制作 

②制作会

社協力 

③共同

制作 

④制作

委託 

⑤再放送 

1週間の放送時間 分 分 分 分 分 分 分 
１週間の放送の放送時

間全体に占める割合 
 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

（注１）別紙(9)イ(ｱ)の放送番組表に基づいて各項目の放送時間（分）及び１週間の総放送時間に対する 

割合を記載してださい。 

（注２）①から④までの番組については、いずれも再放送の番組を除いてください。 

（注３）自社における制作能力及び制作体制の確実性を裏付ける資料がある場合は、添付してください。 

 
イ 蓄積型放送 

 自社において制作する放送番組 
他から供給を受け

る放送番組 

 

合計  ①完全

局制作 

②制作会

社協力 

③共同

制作 

④制作

委託 

⑤再放送 

1週間の伝送容量 MB MB MB MB MB MB MB 
１週間の放送の伝送容

量全体に占める割合 
 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

（注１）別紙(9)イ(ｲ)の放送番組表に基づいて各項目の放送伝送容量（MB）及び１週間の放送の伝送容量全体 

に対する割合を記載してください。 

（注２）①から④までの番組については、いずれも再放送の番組を除いてください。 

（注３）自社における制作能力及び制作体制の確実性を裏付ける資料がある場合は、添付してください。 
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⑽ 別紙⑽は、次の様式により記載すること。 

ふりがな 
住所 性別 生年月日 職業 備考 

委員の氏名 

      

委員総数 人 

(注１) 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。 

(注２) 職業の欄は、主たる職業を「何大学教授」、「評論家」等のように記載すること。 

(注３) 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

（ア） 他の放送番組の審議機関の委員であるときはその旨及び当該審議機関の名称 

（イ） 他の放送事業者の審議機関と共同して設置しようとする場合はその旨及び共同

設置者の氏名又は名称 

（ウ） 予定のものについてはその旨 

(注４) 委員予定者については、委員就任承諾書を添付すること。 

 

⑾ 別紙⑾は、次により記載すること。 

ア 放送番組を編集する組織機構について、職務内容を系統的かつ具体的に記載すること。こ

の場合において、編集の責任者については、その権限等について併せて記載すること。 

イ 放送番組を考査する組織機構がある場合には、アに準じて記載すること。この場合におい

て、考査の方法を併せて記載し、考査に関する基準等があるときはそれらを記載又は添付す

ること。 

ウ 予定のものについては、その旨を記載すること。 

 

 

様式適宜 
 

⑿ 別紙⑿は、次により記載すること。 

災害放送の実施体制（責任者、連絡系統、要員等）について記載すること。この場合におい

て、実施要領等を作成している場合は、それを添付すること。 

 

様式適宜 
 

 

⒀ 別紙⑺から別紙⑿の事項について、事業開始当初限り特別の経営方針があるときは、その方針につ

いてそれぞれ該当する別紙に併せて記載すること。 

 

 

様式適宜 
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⒁ 別紙⒁は、兼営する事業及び他の事業への出資について、次の様式により記載すること。 

ア 兼営する事業 

兼営する事業の名称 事 業 の 概 要 

  

イ 他の事業への出資 

事業者の名称 資本金(A) 事業の概要 出資の額(B) 

出資の比率 

(B)
(A)

 ×100 
備考 

 百万円  千円 ％  

(注１) 出資の額が 500万円以上又は出資に係る事業者の資本金の額の 10分の１以上の場合

について記載すること。 

(注２) 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

（ア） 議決権の総数に対する議決権の比率が、出資の総額に対する出資の比率と異な

るときは、その比率 

（イ） 出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資額、寄附金等の出資の種類 

 

 

○注意事項： 

・ 特筆すべき事項があれば記載してください。 



2 - 26 

具体的記載例【別表７の３ その１】 

(3) 主たる出資者及び議決権の数 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的記載例【別表 7 の３ その２】 

(4)  ３分の１を超える議決権を有する者に関する事項 

  

氏名又は名

称 

議決権の総

数に対する

議決権の比

率 

(A)が地上基幹放送事業

者の10分の１を超える

議決権又は衛星基幹放

送事業者若しくは移動

受信用地上基幹放送事

業者の３分の１を超え

る議決権を有する場合、

当該事業者の名称 

備 考 

３分の１を超える議決権を

有する者 

(A) 

××株式会

社 
54.5％ 株式会社○○△ 

 

 うち(A)の有する

議決権と計算され

る議決権を有する

者 

(B) 

○×株式会

社 
2.0％  

××株式会社が

１／２を超える議

決権を有するため。 

３分の１を超える議決権を

有する者 

(A) 

○○株式会

社 
36.4％ 該当なし 

 

 うち(A)の有する

議決権と計算され

る議決権を有する

者 

(B) 

△△株式会

社 
3.0％  

○○株式会社が

１／２を超える議

決権を有するため。 

 
 

 

ふりがな 
住所 職業 

議決権の総数に対

する議決権の比率 
備考 

氏名又は名称 

××株式会社
ふ り が な

 

(代)取締役社長(常) ○○ ××
ふ り が な

 
東京都中央区 情報・通信業 52.5％ 

 

○○株式会社
ふ り が な

 

(代)取締役社長(常) ○○ ××
ふ り が な

 
東京都千代田区 広告業 33.4％ 

 

株式会社×○
ふ り が な

 

(代)取締役社長(常) ○○ ××
ふ り が な

 
大阪府大阪市 保険業 9.1％ 

 

△△株式会社
ふ り が な

 

(代)取締役社長(常) ○○ ××
ふ り が な

 
愛知県名古屋市 小売業 3.0％ 

 

○×株式会社
ふ り が な

 

(代)取締役社長(常) ○○ ××
ふ り が な

 
神奈川県横浜市 証券業 2.0％ 

 

 



 
 

2 - 27  

具体的記載例【別表７の３ その３】 

(5) 10分の 1を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は３分の１を超える議決権を有する

他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事業者に関する事項 

 

 
具体的記載例【別表７の３ その４】 

(6) 役員に関する事項 

 

 

 

 

 

  

氏名又は名称 

他の基幹放送事業者の

議決権の総数に対する

議決権の比率 

備 考 

自らが10分の１を超える議決権を

有する他の地上基幹放送事業者又

は３分の１を超える議決権を有す

る他の衛星基幹放送事業者若しく

は他の移動受信用地上基幹放送事

業者 

(A) 

株式会社●●放

送 
40.0％ 

 

 うち自らが有する議決権と

計算される議決権を有する

者 

(B) 

※※企画株式会

社 
40.0％ 

申請者は株式会社●●

放送に対し40.0％の議決

権を有する※※企画株式

会社に対し１／２超の議

決権を有するため。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ふりがな 
住 所 役 名 担当部門 兼 職 備考 

氏 名 

丸芽
ま る め

 武威朗
ぶ い ろ う

 東京都港区 ㈹取締役社長(常) 経営全般   

ふ り が な 

×× ○○ 

神奈川県横浜

市 
専務取締役(常) 編成・営業   

ふ り が な 

×× ○○ 
宮城県仙台市 取締役  ○○㈱取締役  

ふ り が な 

×× ○○ 
岐阜県岐阜市 取締役(常) 総務・技術 ㈱○○△取締役(常)  

ふ り が な 

×× ○○ 
北海道札幌市 取締役   

 

 

ふ り が な 

×× ○○ 
東京都杉並区 取締役  ㈱●●放送㈹取締役(常)  

ふ り が な 

×× ○○ 
東京都板橋区 監査役   
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具体的記載例【別表７の３ その５】 

(9) 週間放送番組の編集に関する事項  

イ マルチメディア放送を行う場合  

(ｱ) リアルタイム型放送番組表 

曜日 

時刻 
月 火 水 木 金 土 日 

５ 00 趣味 有 
 
00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 00 海外スポーツ 有 00 海外スポーツ 有 

 
６ 00 紀行 有 00 紀行 有 00 紀行 有 00 紀行 有 00 紀行 有 

 
７ 00 ニュース 有 00 ニュース 有 00 ニュース 有 00 ニュース 有 00 ニュース 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 

 
８ 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 ニュース 有 00 ニュース 有 

 
９ 00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 00 趣味 有 

 
        

        

        

23 00 音楽チャート 有 00 音楽チャート 有 00 音楽チャート 有 00 音楽チャート 有 00 音楽チャート 有 00 音楽チャート 有 00 音楽チャート 有 

 
24 00 ニュース有 00 ニュース有 00 ニュース有 00 ニュース有 00 ニュース有 00 ニュース有 00 ニュース有 

15 天気 有 15 天気 有 15 天気 有 15 天気 有 15 天気 有 15 天気 有 15 天気 有 
 30 ドラマ 有 30 ドラマ 有 30 ドラマ 有 30 ドラマ 有 30 ドラマ 有 30 ドラマ 有 30 ドラマ 有 

25 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 00 アニメ 有 

放送休止 
 

25:00～28:00 

 
26 00 ドラマ 有 00 ドラマ 有 00 ドラマ 有 00 ドラマ 有 00 ドラマ 有 00 ドラマ 有 

 
27 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 

 
28 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 00 ショッピング 

 

計 

（伝送容量） 

24時間00分 

（●GB） 

24時間00分 

（●GB） 

24時間00分 

（●GB） 

24時間00分 

（●GB） 

24時間00分 

（●GB） 

24時間00分 

（●GB） 

21時間00分 

(●GB） 

 
うち 

有料放送 

●時間●分 

（●GB） 

●時間●分 

（●GB） 

●時間●分 

（●GB） 

●時間●分 

（●GB） 

●時間00分 

（●GB） 

●時間00分 

（●GB） 

●時間00分 

(●GB） 

合計 

（伝送容量） 

165時間00分（●GB） 

うち有料放送 ●時間00分（●GB）（●％） 
備考 

リアルタイム型放送では、基本

的に●セグメントを使用する予定

。 

 

  

省略 
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具体的記載例【別表 7 の 3 その６】 

(9) 週間放送番組の編集に関する事項 

イ マルチメディア放送を行う場合 

(ｲ) 蓄積型放送番組表 

 放送される時間帯 放送事項 合計伝送容量 

月 

00:00～24:00 ＥＰＧ等 ● MB 

● GB 

01:00～05:00 ニュース ● MB 
02:00～06:00 通信販売 有 ● MB 
05:00～05:10 天気 ● MB 
08:00～10:00 短編ドラマ 有 ● MB 
09:00～13:00 音楽 有 ● MB 
12:00～15:00 ミュージッククリップ 有 ● MB 
15:00～15:10 天気 ● MB 
18:00～22:00 クーポン ● MB 

火 

00:00～24:00 ＥＰＧ等 ● MB 

● GB 

01:00～05:00 ニュース ● MB 
02:00～06:00 通信販売 有 ● MB 
05:00～05:10 天気 ● MB 
08:00～10:00 短編ドラマ 有 ● MB 
09:00～13:00 音楽 有 ● MB 
12:00～15:00 ミュージッククリップ 有 ● MB 
15:00～15:10 天気 ● MB 
18:00～22:00 クーポン ● MB 

  
 

  

土 

00:00～24:00 ＥＰＧ等 ● MB 

● GB 

01:00～05:00 ニュース ● MB 
02:00～06:00 通信販売 有 ● MB 
05:00～05:10 天気 ● MB 
08:00～10:00 短編ドラマ 有 ● MB 
09:00～13:00 音楽 有 ● MB 
12:00～15:00 ミュージッククリップ 有 ● MB 
15:00～15:10 天気 ● MB 
18:00～22:00 クーポン ● MB 

日 

00:00～24:00 ＥＰＧ等 ● MB 

● GB 

01:00～05:00 ニュース ● MB 
02:00～06:00 通信販売 有 ● MB 
05:00～05:10 天気 ● MB 
08:00～10:00 短編ドラマ 有 ● MB 
09:00～13:00 音楽 有 ● MB 
12:00～15:00 ミュージッククリップ 有 ● MB 
15:00～15:10 天気 ● MB 
18:00～22:00 クーポン ● MB 

合計 
伝送容量 ● GB 

うち有料放送 ● GB（●％） 
備考 

蓄積型放送では、基本

的に●セグメントを使

用する予定。 

  

省略 
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具体的記載例【別表 7 の 3 その７】 

(9)週間放送番組の編集に関する事項  

イ マルチメディア放送を行う場合 

(ｳ) 全体の放送番組表 

 

放送番組の形態の

別及び影像、音響

又は信号の別 

有料放送又は無料放送

が放送全体に占める割

合（％） 

影像、音響又

は信号が放

送全体に占

める割合

（％） 

合計 

（％） 
放送事項 

有料放送 無料放送 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
型
放
送
番
組 

影像 10 10 20 

35 

総合編成（ニュース、教養、ド

ラマ、紀行等） 

スポーツ中継 

通信販売 

音響 10 0 10 
 

 

 

信号 5 0 5 

ニュース、株価情報 

 

 

蓄
積
型
放
送
番
組 

影像 25 10 35 

65 

映画 

ミュージッククリップ 

通信販売 

音響 15 0 15 

音楽 

 

 

信号 10 5 15 

新聞 

クーポン 

 

合計（％） 75 25  100 
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具体的記載例【別表７の３ その８】 

(9) 週間放送番組の編集に関する事項  

イ マルチメディア放送を行う場合 

(ｴ) 他から供給を受ける放送番組の伝送容量等 

供給者名 
１週間の放送の伝送容量全体に占め

る割合 
供給に関する協定等の有無 

・㈱●●放送 

・●●新聞㈱ 

・㈱●●映像 

・㈱●●メディア 

20.6％ (20.6％) 

15.5％（ 5.1％） 

10.7％（ 7.5％） 

5.3％（ 5.3％） 

有（別添契約書） 

有（別添契約書） 

有（別添契約書） 

有（別添契約書） 

合 計 52.1％（38.5％）  

 

 

具体的記載例【別表７の３ その９】 

(9) 週間放送番組の編集に関する事項 補足資料 

（注１）  別紙(9)イ(ｱ)の放送番組表に基づいて記載すること。 
（注２） 出演者、番組内容等から見て、当該放送事業者の放送対象地域向けの放送番組と認められ 

るもの（自社以外が制作したものを含む。）について記載すること。 
（注３） 合計及び総合計の欄の比率は、別紙(9)イ(ｱ)の放送番組表に基づいて１週間の総放送時間に対する 

当該欄の時間の比率を記載すること。 
  

【次ページに続く】 

  

 
(３) ローカル放送番組 
 ア リアルタイム型放送 
 

(ｱ) ニュース  

  

番組名 放送日時 
１週間の放送の放送時間

全体に占める割合 

そのうち自社制作番

組の時間 

・地域ニュース●●   

・△△地方ニュース   

月曜～日曜 7時～8時 

月曜～日曜 24時～24時 15分 

4.3％ 

1.1％ 

 

合 計 ８時間 45分 5.4％ ○時間○分(○%) 

(ｲ) 天気予報  
  

番組名 放送日時 
１週間の放送の放送時間

全体に占める割合 

そのうち自社制作番

組の時間 

・●●天気予報  月曜～金曜 24 時 15 分～24 時 30 分 0.8％  

合 計 １時間 15分 0.8％ ○時間○分(○%) 

(ｳ) ニュース、天気予報以外の番組 
  

番組名 放送日時 
１週間の放送の放送時間

全体に占める割合 
そのうち自社制作番

組の時間 

・旅情報●●  

・◆◆地方タウン情報  

月曜～金曜 6時～7時  

月曜～日曜 9時～10時 

3.0％ 

4.3％   

 

合 計 12時間 00分 7.3％ ○時間○分(○%) 

(ｴ) 総合計    

総合計 (ｱ)+ (ｲ) + (ｳ) 22時間00分 13.5％ ○時間○分(○%) 
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イ 蓄積型放送 

 

(ｱ) ニュース 

 

 

 

番組名 

 

放送日時 

１週間の放送の伝

送容量全体に占め

る割合 

そのうち自社制作番組の

比率 

・地域ニュース××  月曜～日曜 1時～5時 ●％ ●％ 

合 計  ●％ ●％ 

 

(ｲ) 天気予報 

 

 

 

番組名 

 

放送日時 

１週間の放送の伝

送容量全体に占め

る割合 

そのうち自社制作番組の

比率 

・天気予報いつでもサービス  月曜～日曜 5時～5時 10分 

月曜～日曜 15時～15時 10分 

●％ 

●％ 

●％ 

●％ 
合 計  ●％ ●％ 

 

(ｳ) ニュース、天気予報以外の番組  

番組名 

 

放送日時 

１週間の放送の伝

送容量全体に占め

る割合 

そのうち自社制作番組の

比率 

・◆◆地方タウン情報  月曜～日曜 18時～22時 ●％ ●％ 

合 計  ●％ ●％ 

 

 (ｴ) 総合計 

 

 

 

総合計 (ｱ)+ (ｲ) + (ｳ) 
 

●％ ●％ 

（注１）  別紙(9)イ(ｲ)の放送番組表に基づいて記載すること。 
（注２） 出演者、番組内容等から見て、当該放送事業者の放送対象地域向けの放送番組と認められるもの（自社以外が 

制作したものを含む。）について記載すること。 
（注３） 合計及び総合計の欄の比率は、別紙(9)イ(ｲ)の放送番組表に基づいて１週間の放送の伝送容量全体に対する当 

該欄の放送伝送容量の比率を記載すること。 
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具体的記載例【別表 7 の 3 その 10】 

 

（４）自社において制作する放送番組及びその制作体制 

 

ア リアルタイム型放送 
 自社において制作する放送番組 

他から供給を受

ける放送番組 

 

合計  ①完全

局制作 

②制作会

社協力 

③共同

制作 

④制作

委託 

⑤再放送 

1週間の放送時間 ●分 ●分 ●分 ●分 ●分 ●分 ●分 

１週間の放送の放送時

間全体に占める割合 
 37％ 15％ 5％ 0％ 3％ 40％ 100.0％ 

 

（注１）別紙(9)イ(ｱ)の放送番組表に基づいて各項目の放送時間（分）及び１週間の総放送時間に 

対する割合を記載すること。 

（注２）①から④までの番組については、いずれも再放送の番組を除くこと。 

（注３）自社における制作能力及び制作体制の確実性を裏付ける資料がある場合は、添付すること。 

 

イ 蓄積型放送 
 自社において制作する放送番組 

他から供給を受け

る放送番組 

 

合計  ①完全

局制作 

②制作会

社協力 

③共同

制作 

④制作

委託 

⑤再放送 

1週間の伝送容量 ●MB ●MB ●MB ●MB ●MB ●MB ●MB 

１週間の放送の伝送容

量全体に占める割合 
 37％ 15％ 5％ 0％ 3％ 40％ 100.0％ 

 

（注１）別紙(9)イ(ｲ)の放送番組表に基づいて各項目の放送伝送容量（MB）及び１週間の放送の伝送容 

量全体に対する割合を記載すること。 

（注２）①から④までの番組については、いずれも再放送の番組を除くこと。 

（注３）自社における制作能力及び制作体制の確実性を裏付ける資料がある場合は、添付すること。 

 

具体的記載例【別表 7 の 3 その 11】 

  

(10)放送番組の審議機関に関する事項 
ふりがな 

委員の氏名 
住所 性別 生年月日 職業 備考 

ふ り が な 

×× ○○ 

●●県●市 男 昭和●年●月●日 ○○大学教授  

ふ り が な 

×× ○○ 

●●県●町 女 昭和●年●月●日 評論家  

ふ り が な 

×× ○○ 

●●県●町 男 昭和●年●月●日 会社役員  

ふ り が な 

×× ○○ 

●●県●市 女 昭和●年●月●日 作曲家  

ふ り が な 

×× ○○ 

●●県●町 女 昭和●年●月●日 会社役員  

委員総数                               ５  人 
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具体的記載例【別表７の３ その 12】 

(12)災害放送に関する事項 

  

 

災害放送の実施に関する事項 

 

⑴ 災害放送の実施体制 

 ・社長は、当該体制に関する最終責任を負う。 

 ・災害放送実施本部長の下に技術対策部、編成対策部及び顧客対策部を設置する。 

 

【体制図】 

 

 
⑵ 災害放送の実施要領 

・ 災害放送実施本部長は、災害放送の実施マニュアルに沿って、各対策部を統括し、災害放送を 

実施する。 

・ 各対策部は２４時間体制（●名交替制）を構築して対応する。 

【災害放送の概要】 

適用基準：震度５強以上、津波警報、その他の甚大な自然災害 

送出内容：対象地域（市町村単位）の名称 

（例） ○○市 震度５強 

△△市 震度４ 

送出時間：災害発生中及び災害発生後５分程度 

  

⑶ 災害放送の実施マニュアル 

・ 別添のとおり 

 

⑷ その他 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

※ 災害放送の実施体制の構築に当たり、特に重視している取組について記載 

  （例）Lアラートとの連携 等 

 社  長 災害放送実施本部長 技術対策部 
・担当者●●名 

編成対策部 
・担当者●●名 

顧客対策部 
・担当者●●名 
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具体的記載例【別表７の 3 その 13】 

(14) 基幹放送の業務を行う事業と併せ行う事業及び当該事業の業務概要 

 

 

 

 

  

ア 兼営する事業 

兼営する事業の名称 事 業 の 概 要 

物品販売事業 スポーツグッズ製作、販売 

 

イ 他の事業への出資 

事業者の名称 資本金(A) 事業の概要 出資の額(B) 

出資の比率 

(B)/(A) 

×100 

備考 

●●企画㈱ 10 百万円 番組制作 6,000千円 60.0%  

㈱○○ 1,000 百万円 商社 10,000千円 1.0%  
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Ⅲ 放送法施行規則 別表第八号(第 65条第１項関係) 

 

第１ 見積表 

 第１年目 第２年目 第３年目 第４年目 第５年目 

科  目 
事業収

支 

基幹放

送の業

務を行

う事業

の収支 

事業収

支 

基幹放

送の業

務を行

う事業

の収支 

事業収

支 

基幹放

送の業

務を行

う事業

の収支 

事業収

支 

基幹放

送の業

務を行

う事業

の収支 

事業収

支 

基幹放

送の業

務を行

う事業

の収支 

１ 売上高 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

  放送料           

有料放送料           

 放送番組制作料           

  放送番組売上料           

  その他           

２ 売上原価           

  放送費           

放送委託費           

  技術費           

  人件費           

減価償却費           

  その他           

３ 売上総利益(１－２)           

４ 販売費及び一般管理費           

  販売費           

  一般管理費           

  人件費           

  減価償却費           

  その他           

５ 営業利益(３－４)           

６ 営業外収益           

７ 営業外費用           

８ 経常利益(５＋(６－７))           

備   考           

注１ 見積表上の「第１年目」から「第５年目」までの各年目は、事業者の決算年度ベース

で事業開始から５年間分を記載すること(例えば、３月決算の事業者で、第１年目の基幹

放送の業務を行う事業の開始が 10月であれば、第１年目の「基幹放送の業務を行う事業

の収支」は６ヶ月分である。)。 

注２ 事業収支の欄は、申請者が行う基幹放送の業務及び兼営する事業の収支を総合したも

のを記載すること。 
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注３ 備考の欄は、事業収支が相償わない場合における措置を記載すること。 

注４ 有料放送料の欄は、有料放送を行う基幹放送事業者の場合に限る。なお、有料放送の

受信に関し、有料放送料以外の金銭を受信者に負担させる場合は、その金銭に係る収益

及び費用について、適宜の科目を設けて記載すること。 

注５ 次の書類を添付すること(臨時目的放送を専ら行う基幹放送事業者の場合を除く。) 

（ア） 放送料金表 

（イ） 有料放送料金表 

（ウ） 最近の決算期における計算書類 

（エ） その他参考となる書類 

注６ 臨時目的放送を専ら行う基幹放送事業者の場合は、当該目的を達成するために必要な

期間における見積額を、この様式に準じて記載するとともに、放送料金表等参考となる

書類を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○注意事項： 

・ 見積表上の「第１年目」から「第５年目」までの各年目は、事業者の決算年度ベースで事業

開始から５年間分を記載してください（例えば、３月決算の事業者で、第１年目の放送事業開

始が 10 月であれば、第１年目の「基幹放送の業務を行う事業の収支」は６ヶ月分。）。なお、「事

業開始」とは、認定を受けようとする基幹放送の業務に係る「放送の開始」を意味します。 

 

・ 複数の申請を行う者が、複数の申請において放送される放送番組を一括して販売し、費用・収入

とも一体化している場合であっても、本件は、あくまで申請枠ごとの審査を行うものであるため、

申請に係る費用・収入を対象とします。コンテンツ費用・人件費・広告宣伝費等について、諸事情

により分割して算出できない場合は、放送番組の数やセグメント数で分割する等により算出してく

ださい。 

 

・ 以下の勘定科目の分類に従って、可能な限り、詳細かつ網羅的に記載してください。 

1 売上高（「1-1 放送料」から「１-5 その他」までの合計） 

 
1-1 放送料 

ＣＭ収入、番組枠提供料収入、その他、広告宣伝等の対価と考えられ

る収入 等 

 1-2 有料放送料 視聴料収入、その他、基本料収入等、利用者から得る収入 

 1-3 放送番組制作料 番組制作を依頼され、番組を制作することによる対価 

 1-4 放送番組売上料 番組配信、パッケージ販売等による売上（販売見込み数等を記載） 

 1-5 その他 V-Lowマルチメディア放送事業による収入以外の収入 
（1-3、1-4以外の収入を記載すること。例えば、主として小売業を営む者

が、従たる事業として基幹放送事業を営む場合には、当該小売業に係る収

入を記載すること。） 

 

【次ページに続く】 
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2 売上原価（「2-1 放送費」から「2-6その他」までの合計） 

 2-1 放送費 番組制作費、番組購入費 等 

2-2 放送委託費 基幹放送局提供事業者（ハード事業者）へ支払う回線使用料 等 

2-3 技術費 放送設備の保守・点検費用 等 

2-4 人件費 役員、社員の給与、賞与 等 

2-5 減価償却費 放送設備、設備等固定資産減価償却費 等 

2-6 その他 V-Lowマルチメディア放送事業以外の費用 

4 販売費及び一般管理費（「4-1 販売費」から「4-5 その他」までの合計） 

 4-1 販売費 広告宣伝費、販売促進費 等 

 4-2 一般管理費 家賃等賃貸料、光熱費、旅費、交通費、雑費 等 

 4-3 人件費 役員、社員の給与、賞与 等 

4-4 減価償却費 固定資産減価償却費 等 

4-5 その他 V-Lowマルチメディア放送事業以外の費用 

6 営業外収益 受取利息、配当金、特別利益 等 

7 営業外費用 支払利息、割引料、特別損失 等 

 

① 「基幹放送の業務を行う事業の収支」の欄には、1-3、1-4、1-5、2-6、4-5、6及び 7は含まな

いこととしてください。 

② 「1-4 放送番組売上料」の欄は、いわゆるコンテンツのマルチユースまで含めることとし、V-Low

マルチメディア放送において放送を実施していない番組に係る収入は、「1-5 その他」の欄に含

めることとしてください。 

 

・ 注５（エ）の「その他参考となる書類」として、以下を添付してください。 

(1) 第 1年目から第 5年目までの各年度ごとの貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー 

計算書 

(2) 以下に掲げる事項に関する取組について具体的に有している計画等の書類 

（P2－44以降を参照すること） 

① 個人情報の保護に関する事項  ...................... 【別表 8-①】 

② 有料放送の役務の提供条件の説明及び苦情等の処理  .. 【別表 8-②】 

③ 放送番組の検索又は選択に関する情報（電子番組表（EPG））の送信  

（検討している者のみ記載） ........................ 【別表 8-③】 

④ 放送の特性を生かしたサービスの推進  .............. 【別表 8-④】 

⑤ 放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保  【別表 8-⑤】 

⑥ 国内受信者の利益の確保  .......................... 【別表 8-⑥】 

⑦ 受信設備の普及  .................................. 【別表 8-⑦】 
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第２ 見積りの根拠 

ア 収益 

区   分 １週間平均の回数 単 価 
１週間平均の収

入 
１年間の収入 

 

(記載例) 

放送料 

Ａタイム        

30 分 

15 分 

Ｂタイム        

30 分 

        15分 

Ａスポット 

Ｂスポット 

回 千円 千円 千円 

注１ 第１の表の１の項の収益の科目ごとに、第１年目、第２年目、第３年目、第４年目及び

第５年目の別に記載することとし、営業収益のその他及び営業外収益の科目については適

宜の様式により記載すること。ただし、各年度における科目ごとの算出方法が同一である

場合は、その算出方法を適宜の様式により記載することにより、第２年目、第３年目、第

４年目及び第５年目の収益の記載を省略することができる。 

注２ 有料放送を行う基幹放送事業者の場合は、契約者数及び有料放送料金について、適宜の

様式により第１年目、第２年目、第３年目、第４年目及び第５年目の別に記載すること。

ただし、各年度における科目ごとの算出方法が同一である場合は、その算出方法を適宜の

様式により記載することにより、第２年目、第３年目、第４年目及び第５年目の契約者数

及び有料放送料金の記載を省略することができる。 

注３ （略） 

注４ 有料放送を行う場合における加入者数については、その見積の根拠を、可能な限り詳細

に記載すること。 

イ 費用 
科   目 金   額 根   拠 

 千円  

(注) アの注に準じて記載すること。 

 

第３ 放送番組の主たる利用見込者 

次の様式により記載すること。 

ふりがな 
住所 

１年間の利用見込金

額 

１週間の利用度 
備考 

氏名又は名称 回数 時間 

      

注１ 他人の利用に供するものについて記載すること。 

注２ 利用見込者は、都道府県別に記載すること。 
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注３ 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。この場合において、法人にあつては 

本店又は主たる事業所の所在地を記載すること。 

注４ 備考の欄は、利用見込者が株主であるとき又は株主になろうとするものであるときは、 

その旨を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○注意事項： 

・ それぞれの項目について、単価、数量、時間数等による計算式等、算出の根拠を、可能な限り

詳細に記載してください。 

・ 有料放送を行う場合における加入者数については、その見積の根拠を、可能な限り詳細に記載

してください。 

・ 上記様式に沿って記載することが困難な場合は、適宜の様式により記載してください。 

・ 放送番組の利用（商業広告の出稿や番組枠の提供等）に関する協定・契約がある場合は、当該

協定・契約に係る協定書・契約書の写しを添付してください。協定・契約等に至っていない場合

については、その交渉の進捗を示す書類を添付の上、できる限り交渉の方針を詳細に記載してく

ださい。 
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具体的記載例【別表８ その１】 

第２ 見積りの根拠 

ア 収益 

① 放送料（例） 

第１年目（第２～５年目も同一。） 

区   分 １週間平均の回数 単 価 １週間平均の収入 １年間の収入 

 

放送料 

（１）ＣＭ料金収入   

Ａタイム  30分 

60 分 

90 分 

 Ｂタイム  30 分        

60 分 

90 分 

Ａスポット 30分 

60 分 

90 分 

  Ｂスポット 30分        

60分 

90 分 

 

（２）番組枠提供料収入 

Ａタイム  30分 

60 分 

90 分 

Ｂタイム  30分 

60 分 

90 分 

 

 

（３）その他収入 

回 

 

  

▲ 

      ▲ 

      ▲ 

▲ 

      ▲ 

      ▲ 

▲ 

      ▲ 

      ▲ 

▲ 

      ▲ 

      ▲ 

 

 

      ▲ 

▲ 

      ▲ 

      ▲ 

▲ 

▲ 

 

 

▲ 

 

千円 

 

 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

 

 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

●● 

 

 

●● 

 

千円 

 

 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

 

 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

●●● 

 

 

●●● 

 

千円 

 

 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

 

 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

●●●● 

 

 

●●●● 

 

※ 「第３ 放送番組の主たる利用見込者」に記載の利用見込がたっているもののみ記載した。 

※ 放送料金表を別添する。 
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【別添】 放送料金表 

（１） ＣＭ料金 

・タイムランク 

ランク 項目 時間帯 

Ａランク 

月曜～金曜日 19:00～25:00 

土、日曜日 12:00～26:00 

Ｂランク 

月曜～金曜日 15:00～19:00、25:00～28:00 

土曜日 8:00～12:00、26:00～28:00 

日曜日 6:00～12:00、26:00～27:00 

 

・タイム料金表 

番組 

分数 

標準 

ＣＭ秒数 

提供秒数 販売価格（千円） 

提供 
冠 

提供 

冠一社 

提供 

提供 冠提供 
冠一社提

供 

Ａ 

ランク 

Ｂ 

ランク 

Ａ 

ランク 

Ｂ 

ランク 

Ａ 

ランク 

Ｂ 

ランク 

30 分 185秒 60 秒 90 秒 180秒 ●● ●● ●● ●● ●● ●● 

60 分 345秒 90 秒 180秒 330秒 ●● ●● ●● ●● ●● ●● 

90 分 535秒 150秒 270秒 510秒 ●● ●● ●● ●● ●● ●● 

 

 ・スポット料金表 

秒数 Ａランク単価 Ｂランク単価 

15 秒 ●●千円 ●●千円 

30 秒 ●●千円 ●●千円 

60 秒 ●●千円 ●●千円 
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（２） 番組枠提供料 

区   分 １週間平均の回数 単 価 １週間平均の収入 １年間の収入 

Ａランク 

（１セグメントあたり） 

    

Ｂランク 

（１セグメントあたり） 

    

 

 

具体的記載例【別表８ その２】 

第３ 放送番組の主たる利用見込者 

ふりがな 
住所 

１年間の利用 

見込金額 

１週間の利用度 
備考 

氏名又は名称 回数 時間 

（１）ＣＭ 

㈱●●● 

㈱▲▲▲ 

（２）番組枠提供 

■■■㈱ 

（３）その他 

㈱●▲■ 

 

東京都千代田区霞ヶ関 

東京都渋谷区神宮前 

 

東京都港区赤坂 

 

東京都品川区荏原 

千円 

XXX,XXX 

X,XXX 

 

XX,XXX 

 

X,XXX 

回 

▲ 

▲ 

 

▲ 

 

▲ 

時間 

▲ 

▲ 

 

▲ 

 

▲ 

 

当社株主 

※ 弊社の行う移動受信用地上基幹放送（●●チャンネル）における放送番組の利用に関する契約書（写

し）を別添する。 
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第１ 見積表 

 注５ （エ）その他参考となる資料 

(2)以下に掲げる事項に関する取組について具体的に有している計画等の書類 

 

【別表８―①】 個人情報の保護に関する事項 

 

様式適宜 
 

【別表８―②】 有料放送の役務の提供条件の説明及び苦情等の処理 

 

様式適宜 
 

 

【別表８―③】 放送番組の検索又は選択に関する情報（電子番組表（EPG））の送信 

 

様式適宜 

 

 

 
 

【別表８―④】 放送の特性を生かしたサービスの推進 

 

様式適宜 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○注意事項： 

・ 以下の取組について、可能な限り具体的に記載してください。 

① 影像、音響、信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番組の放送番組の形態 

の多様な組合せの確保のための取組やその組合せに係る創意工夫を生かした取組 

② 受信設備に応じた放送番組の画面構成や放送番組に係る付随サービス等に係る創意工夫を生か 

した取組 

 

○注意事項： 

 ・ 本項目は、放送番組の検索又は選択に関する情報（電子番組表（EPG））の送信を含む放送を行う

ことを検討している者のみ記載してください。また、併せて別表第 6の 3号様式の「放送事項」の

欄にも記載してください。（P2-4参照） 
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【別表８―⑤】 放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保 

 

様式適宜 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別表８－⑥】 国内受信者の利益の確保 

様式適宜 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別表８―⑦】 受信設備の普及 

様式適宜 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○注意事項： 

・ 受信設備の普及に関する基本的な考え方や、想定するサービス開始時期の受信設備の開発・製造等

の想定スケジュールを記載してください。 

・ その他、受信設備の普及のための取組の実績及び今後の計画について、根拠を示す等しつつ、可能

な限り具体的に記載してください。 

○注意事項： 

・ 例えば、有料サービスへのリンクの際など、料金が発生する場合において受信者への注意喚起を行うなど 

の具体的な計画や、受信者にとって利用しやすいサービスの実現が可能となるような課金や認証のシステ 

ムの共通化の計画等について、根拠を示しつつ、可能な限り具体的に記載してください。 

○注意事項： 

・ 放送番組の制作及び調達に係る取引に関する指針の作成や社内研修の充実等の計画又は放送番組

制作者等のコンテンツ制作に係るインセンティブや創意工夫の意欲の増進を図るような計画等の

保有など、当該取引を円滑に行うための具体的な取組等があれば添付してください。 

・ その他、放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保のための考えや取組について、可

能な限り具体的に記載してください。 
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具体的記載例【別表 8 その３】 

【別表８－①】 個人情報の保護に関する事項 

 

  

 

個人情報の保護に関する事項 

 

⑴ 個人情報の保護の実施体制 

 ・ 社長は、個人情報の保護に関する最終責任を負う。 

 ・ 個人情報保護管理責任者の下に、教育担当、外部問い合わせ窓口担当、企画・推進担当、運用・管理担当を

配置する。 

 

【体制図】  

 

⑵ 個人情報の保護の実施要領 

・ 個人情報保護管理責任者は、個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)及び放送受信者等の個

人情報の保護に関する指針（平成 16年総務省告示第 696号）を遵守するため、個人情報の保護マニュアルに

沿って、個人情報の適正な取得及び適正な利用に努める。 

・ 特に、同指針に定める以下の事項に留意する。 

ア あらかじめ本人の同意を得ることなく、特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り

扱わないこと。 

イ 契約の締結に伴い、契約書等に記載された個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その

利用目的を明示すること。 

ウ あらかじめ本人の同意を得ることなく、第三者に個人情報を提供しないこと。 

エ 当該受信者から個人情報の訂正、利用停止等の求めがあった場合には遅滞なく対応すること。 

オ 個人情報の取り扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めること。 

 

⑶ 個人情報の保護マニュアル 

 ・ 別添のとおり 

 

⑷ その他 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

※ 個人情報の保護体制の構築に当たり、特に重視している取組について記載 

 
教育担当者：●名 

外部問い合わせ窓口担当者：●名 

企画・推進担当者：●名 

運用・管理担当者：●名 

個人情報保護 
管理責任者 

社  長 



 
 

2 - 47  

具体的記載例【別表 8 その４】 

  

●●社へ業務委託 

社  長 顧客対応 
責任者 

提供条件の説明担当者：●名 

苦情等の処理担当者：●名 

研修担当者：●名 

運用・管理担当者：●名 

顧客対応体制運営責任者 

【別表８－②】 有料放送の役務の提供条件の説明及び苦情等の処理 

 

提供条件の説明及び苦情等の処理に関する事項 

 

⑴ 有料放送の役務の提供条件の説明及び苦情等の処理の対応体制 

 ・ 社長は、当該体制に関する最終責任を負う。 

 ・ 顧客対応責任者は、顧客対応体制運営責任者と連絡体制を構築する。また、顧客対応体制運営責任者の下

に、提供条件の説明担当、苦情等の処理担当、研修担当、運用・管理担当を配置する。 

 

【体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 有料放送の役務の提供条件の説明及び苦情等の処理の実施・把握 

 ア 委託先に対する委託契約内容に基づく定期的な実地検査の実施計画 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 イ 提供条件の説明及び苦情等の処理の状況を把握するための委託先との情報共有の実施計画 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑶ 委託契約内容 

・ 別添のとおり 

 

⑷ その他 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

※ 有料放送の役務の提供条件の説明及び苦情等の処理体制の構築に当たり、特に重視している取組につい

て記載 
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具体的記載例【別表 8 その５】 

【別表８－③】 放送番組の検索又は選択に関する情報（電子番組表（EPG））の送信 
   

放送番組の検索又は選択に関する情報の送信 

 

⑴ 放送番組の検索又は選択に関する情報の対象となる放送番組（対象となる基幹放送事業者） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

⑵ 各基幹放送事業者との間において、放送番組の検索又は選択に関する情報の送信に関する情報を共有

するための体制 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

⑶ 放送番組の検索又は選択に関する情報の集約や送信の方法 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

⑷ 放送番組の検索又は選択に関する情報に係る料金、費用の内訳 

科目 内容 金額 

●●● ▲▲▲▲ ■■■千円 

●●● ▲▲▲▲ ■■■千円 

 

⑸ その他 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

※ 放送番組の検索又は選択に関する情報の送信を行うに当たり、特に重視している取組について記載 
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Ⅳ 別表第九号(第 65 条第２項関係) 

 

別表第九号(第 65条第２項関係) 

 

基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力 

 

１ 業務を確実に実施することができる体制 

 ２ 業務に従事する者の実務経験等 

 

注１ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備を、法第 111条第 1項の技術基準に適合するよう

に維持するための運用・保守等の業務(以下この表において「設備維持業務」という。)を確実

に実施することができる体制を記載すること。 

注２ 設備維持業務に従事する者の実務経験等を記載すること。 

注３ 一葉の用紙に全部を記載することができない場合には、全体の構成が把握できるよう適宜の

区分に分けて、別途記載すること。 

注４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

具体的記載例【別表９】 

 

  
基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力 

１．業務を確実に実施することができる体制 
 業務を確実に実施することができる体制を示す資料として、組織体制図、管理規程類を作成する。 

 (1) 組織体制図 
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 【図１の記載のポイント】 

・ 平常時の放送設備の的確な運用・保守及び非常災害発生等の緊急時を含め、放送設備の損壊

等が発生した際における的確な対応を実施するための組織全体の連絡系統、各組織の名称、責

任者、業務概要、及び要員の数を記載してください。 

・ 「責任者」については、当該実施体制における総括責任者を記載し、その者以外に社内各部

署に責任者が置かれる場合は、連絡系統組織図内に適宜記載してください。 

・ 「連絡系統及び要員」については、他事業者との連絡系統、迅速な故障原因分析のための保

守会社及び機器ベンダーとの連絡系統、総務省との連絡系統を記載するとともに、地方自治体

等公共機関との連絡体制が整えられている場合はそれらも含め、記載してください。 

・ 「総務省対応窓口連絡先」については、申請者側の連絡先のうち、非常災害等を含む設備故

障発生時に確実に連絡をとることができるものを記載してください。 

 

 (2) 管理規程 

 業務を確実に遂行するために整備している規程、マニュアル等※について、その名称と概要を記

載する。 

※．障害対応に関するもの、非常災害発生等の緊急時における対応に関するもの、放送設備の保

守に関するもの、放送設備の的確な維持・管理に資する技術・技能を習得するための訓練に関す

るもの 等 

 

２．業務に従事する者の実務経験等 

  組織体制図における、放送設備の運用・保守等の業務に従事する者の氏名、略歴（放送設備の運用・保

守の業務及びこれに類する業務等に従事した年数が分かるもの及び無線従事者資格その他の放送の業務

を行うために必要な技術的知識、能力の習得に関する学科等の履修歴）、従事した業務概要等を記載する。 

 

組織名称 氏名 略歴 無線従事者資格等 その他特記事項 

放送部 総務 太郎 昭和62年4月 入社（○○配属） 

平成11年4月 ○○部○○GM 

平成18年4月 ○○部○○GM 

平成23年4月 放送部長 

 現職に至る 

第一級総合無線通信士 

電気通信主任技術者 

重大事故報告・年次報告 

放送部 

総括 

グループ 

安全 一番 平成 5年4月 入社（技術開発局配属） 

平成17年4月 ○○部○○GM 

平成19年4月 ○○部○○GM 

平成26年4月 放送部総括GM 

 現職に至る 

第一級総合無線通信士  

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

表２．設備維持業務に従事する者の実務経験等 

・ 放送設備の運用・保守等の業務の一部を他者に委託するときは、その委託契約に関する書類を添付するこ

と。 

・ 「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備」について、様式３により当該設備が準拠する送信の標準方

式の種類について、チェック欄に「レ」と記入する。 
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第三編 関係法令集 
 

（平成 28 年１月 20日現在） 

 

 
○ 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）・・・・・・・・・・・・・・ 3-2 

第２条、第 93 条から第 95 条まで、第 108条、第 110条、第 111条 

○ 放送法施行規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十号）・・・・・・ 3-6 

第２条、第 61条、第 64条、第 65条、第 67 条、第 69条、 

第 70 条から第 73条まで、第 104条から第 115条まで、第 123 条 

○ 基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由 

享有基準の特例に関する省令（平成二十七年総務省令第二十六号）・・・・ 3-12 

第 1条から第５条まで、第８条 

○  基幹放送普及計画（昭和六十三年郵政省告示第六百六十号）・・・・・  3-16 

○  放送法関係審査基準（平成二十三年総務省訓令第三十号）・・・・・・・・  3-19 

第３章の２、別紙２、別添１、別添２ 

○  平成 31年３月 31 日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基 

幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標 

準方式第４章第１節に定める放送を行うものに限る。）の業務の認定に係 

る方針（平成二十五年総務省訓令第三十七号）・・・・・・・・・・・ 3-37 

 

  



 

3 - 2 

  

○放送法（抄） 

 

（定義） 

第二条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うもの

とする。 

一～三十 （略） 

三十一 「特定役員」とは、法人又は団体の役員のうち、当該法人又は団体の業務の執行

に対し相当程度の影響力を有する者として総務省令で定めるものをいう。 

三十二 「支配関係」とは、次のいずれかに該当する関係をいう。 

イ 一の者及び当該一の者の子会社（第百五十八条第一項に規定する子会社をいう。）

その他当該一の者と総務省令で定める特別の関係にある者が有する法人又は団体の

議決権の数の当該法人又は団体の議決権の総数に占める割合が十分の一以上三分の

一以下の範囲内で総務省令で定める割合を超える場合における当該一の者と当該法

人又は団体の関係 

ロ 一の法人又は団体の特定役員で他の法人又は団体の特定役員の地位を兼ねる者の

数の当該他の法人又は団体の特定役員の総数に占める割合が五分の一以上三分の一

以下の範囲内で総務省令で定める割合を超える場合における当該一の法人又は団体

と当該他の法人又は団体との関係 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、一の者が株式の所有、役員の兼任その他の事由を通

じて法人又は団体の経営を実質的に支配することが可能となる関係にあるものとし

て総務省令で定める場合における当該一の者と当該法人又は団体の関係 
 
（認定） 

第九十三条 基幹放送の業務を行おうとする者（電波法の規定により当該基幹放送の業務に

用いられる特定地上基幹放送局の免許を受けようとする者又は受けた者を除く。）は、次に

掲げる要件のいずれにも該当することについて、総務大臣の認定を受けなければならない。 

一 当該業務に用いられる基幹放送局設備を確保することが可能であること。 

二 当該業務を維持するに足りる経理的基礎及び技術的能力があること。 

三 当該業務に用いられる電気通信設備（基幹放送局設備を除く。以下「基幹放送設備」

という。）が第百十一条第一項の総務省令で定める技術基準に適合すること。 

四 当該業務を行おうとする者が次のいずれにも該当しないこと。ただし、当該業務に係

る放送の種類、放送対象地域その他の事項に照らして基幹放送による表現の自由が

できるだけ多くの者によつて享有されることが妨げられないと認められる場合とし

て総務省令で定める場合は、この限りでない。 

イ 基幹放送事業者 

ロ イに掲げる者に対して支配関係を有する者 

ハ イ又はロに掲げる者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者 

五 その認定をすることが基幹放送普及計画に適合することその他放送の普及及び健全な

発達のために適切であること。 

六 当該業務を行おうとする者が次のイからルまで（衛星基幹放送又は移動受信用地上基

幹放送の業務を行おうとする場合にあつては、ホを除く。）のいずれにも該当しない

こと。 

イ 日本の国籍を有しない人 

ロ 外国政府又はその代表者 
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ハ 外国の法人又は団体 

ニ 法人又は団体であつて、イからハまでに掲げる者が特定役員であるもの又はこれら

の者がその議決権の五分の一以上を占めるもの 

ホ 法人又は団体であつて、⑴に掲げる者により直接に占められる議決権の割合とこれ

らの者により⑵に掲げる者を通じて間接に占められる議決権の割合として総務省令

で定める割合とを合計した割合がその議決権の五分の一以上を占めるもの（ニに該当

する場合を除く。） 

⑴ イからハまでに掲げる者 

⑵ ⑴に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以

上である法人又は団体 

ヘ この法律又は電波法に規定する罪を犯して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終

わり、又はその執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者 

ト 第百三条第一項又は第百四条（第五号を除く。）の規定により認定の取消しを受け、

その取消しの日から二年を経過しない者 

チ 第百三十一条の規定により登録の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過し

ない者 

リ 電波法第七十五条第一項又は第七十六条第四項（第四号を除く。）の規定により基

幹放送局の免許の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者 

ヌ 電波法第二十七条の十五第一項又は第二項（第三号を除く。）の規定により移動受

信用地上基幹放送をする無線局に係る同法第二十七条の十三第一項の開設計画の認

定の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者 

ル 法人又は団体であつて、その役員がヘからヌまでのいずれかに該当する者であるも

の 

２ 前項の認定を受けようとする者は、総務省令で定めるところにより、次の事項（衛星基

幹放送にあつては、次の事項及び当該衛星基幹放送の業務に係る人工衛星の軌道又は位置）

を記載した申請書を総務大臣に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 基幹放送の種類 

三 基幹放送の業務に用いられる基幹放送局について電波法の規定による免許を受けよう

とする者又はその免許を受けた者の氏名又は名称 

四 希望する放送対象地域 

五 基幹放送に関し希望する周波数 

六 業務開始の予定期日 

七 放送事項 

八 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要 

３ 前項の申請書には、事業計画書、事業収支見積書その他総務省令で定める書類を添付し

なければならない。 

４ 第一項の認定（協会又は学園の基幹放送の業務その他総務省令で定める特別な基幹放送

の業務に係るものを除く。）の申請は、総務大臣が公示する期間内に行わなければならない。

第九十六条第一項の認定の更新（地上基幹放送の業務に係るものに限る。）の申請について

も、同様とする。 

５ 前項の期間は、一月を下らない範囲内で申請に係る基幹放送において使用する周波数ご

とに定める期間（地上基幹放送において使用する周波数にあつては、その周波数を使用する

基幹放送局に係る電波法第六条第七項の公示の期間と同一の期間）とし、前項の規定による
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期間の公示は、基幹放送の種類及び放送対象地域その他認定の申請に資する事項を併せ行う

ものとする。 

 

（指定事項及び認定証） 

第九十四条 前条第一項の認定は、次の事項（衛星基幹放送にあつては、次の事項及び当該

衛星基幹放送の業務に係る人工衛星の軌道又は位置）を指定して行う。 

一 電波法の規定により基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許を受けた者の氏名

又は名称 

二 放送対象地域 

三 基幹放送に係る周波数 

２ 総務大臣は、前条第一項の認定をしたときは、認定証を交付する。 

３ 認定証には、次の事項（衛星基幹放送にあつては、次の事項及び当該衛星基幹放送の業

務に係る人工衛星の軌道又は位置）を記載しなければならない。 

一 認定の年月日及び認定の番号 

二 認定を受けた者の氏名又は名称 

三 基幹放送の種類 

四 電波法の規定により基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許を受けた者の氏名

又は名称 

五 放送対象地域 

六 基幹放送に係る周波数 

七 放送事項 

（業務の開始及び休止の届出） 

第九十五条 認定基幹放送事業者は、第九十三条第一項の認定を受けたときは、遅滞なく、

その業務の開始の期日を総務大臣に届け出なければならない。 

２ 基幹放送の業務を一箇月以上休止するときは、認定基幹放送事業者は、その休止期間を

総務大臣に届け出なければならない。休止期間を変更するときも、同様とする。 

 

（災害の場合の放送）  

第百八条  基幹放送事業者は、国内基幹放送等を行うに当たり、暴風、豪雨、洪水、地震、

大規模な火事その他による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、その発生を

予防し、又はその被害を軽減するために役立つ放送をするようにしなければならない。  

 

（放送番組の供給に関する協定の制限）  

第百十条  基幹放送事業者は、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項

を含む放送番組の供給に関する協定を締結してはならない。  

 

（設備の維持）  

第百十一条  認定基幹放送事業者は、基幹放送設備を総務省令で定める技術基準に適合す

るように維持しなければならない。  

２ 前項の技術基準は、これにより次に掲げる事項が確保されるものとして定められなけれ

ばならない。  
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一  基幹放送設備の損壊又は故障により、基幹放送の業務に著しい支障を及ぼさないよう

にすること。  

二  基幹放送設備を用いて行われる基幹放送の品質が適正であるようにすること。 
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○放送法施行規則（抄） 

（定義）  

第二条  この省令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。  

一～十 （略） 

十一 「番組送出設備」とは、放送番組の素材を切り替え、当該放送番組の素材その他放

送番組を構成する映像、音声、文字及びデータに係る信号を調整（デジタル放送の

場合にあつては、主として映像、音声及びデータに係る信号を符号化及び多重化す

ることをいう。）し、放送番組として送出し、並びにこれらを管理する機能を有する

電気通信設備（電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第二条第二号 に

規定する電気通信設備をいう。以下同じ。）をいう。  

十二 「放送局の送信設備」とは、地上基幹放送及び移動受信用地上基幹放送にあつては

放送をする無線局の送信設備をいい、衛星基幹放送にあつては人工衛星の放送局の

送信設備（地球局から伝送された放送番組を受信するための電気通信設備を含む。）

をいう。  

十三 （略） 

十四 「中継回線設備」とは、地上基幹放送及び移動受信用地上基幹放送にあつては番組

送出設備から送出された放送番組を放送局の送信設備まで伝送する機能を有する電

気通信設備、異なる場所に設置した放送局の送信設備の間で放送番組を伝送する機

能を有する電気通信設備（放送波により中継を行う場合は、その受信設備を含む。）

又は異なる場所に設置した番組送出設備間に設ける電気通信設備をいい、衛星基幹

放送にあつては番組送出設備から送出された放送番組を地球局設備まで伝送するた

めの電気通信設備をいう。 

 

（認定の申請） 

第六十一条 基幹放送の業務の認定の申請は、次の各号に掲げる基幹放送の区分に応じ、当

該各号に定める項目ごとに行わなければならない。 

一・二 （略） 

三 移動受信用地上基幹放送 

イ  標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式 （平成二

十三年総務省令第八十七号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第四章第一

節 に定める放送にあつては、放送の種類ごと、希望する放送対象地域ごと、希望す

る三セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第十一条第一項 

に規定する三セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）又は一セグメ

ント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第十一条第一項 に規定する

一セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）の別ごと、かつ、希望す

るセグメント数又は基準セグメント数（使用するセグメント数が瞬間ごとに変動する

場合において、基準となるセグメント数をいう。以下同じ。）ごと 

ロ  （略） 

 

（申請書） 

第六十四条 法第九十三条第二項に規定する申請書の様式は、別表第六号に掲げるとおりと

する。 
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（添付書類等） 

第六十五条 法第九十三条第三項の事業計画書の様式は別表第七号に掲げるとおりとし、同

項の事業収支見積書の様式は別表第八号に掲げるとおりとする。 

２ 法第九十三条第三項の総務省令で定める書類は、別表第九号の様式による基幹放送の業

務を維持するに足りる技術的能力及び別表第十号の様式による基幹放送の業務に用いられ

る設備等の工事に係る費用（地上基幹放送の場合に限る。）とする。 

 

（不適法な申請書等） 

第六十七条 基幹放送の業務の認定の申請書又は添付書類が不適法（違式な記載を含む。）

なものであると認めるときは申請者に訂正を求め、又は理由を示して返すことがある。 

２ （略） 

 

（認定等の拒否の通知） 

第六十九条 基幹放送の業務の認定を拒否したときは、申請者に対しその旨の理由を記載し

た文書をもつて通知する。 

２ （略） 

 

（認定の際に指定する周波数の表示） 

第七十条 （略） 

２ （略） 

３ セグメント連結伝送方式（デジタル放送の標準方式第四章第一節 に定めるセグメント

連結伝送方式をいう。）による放送を行う移動受信用地上基幹放送の業務に係る法第九十四

条第一項第三号の規定による周波数の指定に際しては、次に掲げる事項を指定するものとす

る。  

一  中央の周波数  

二  三セグメント形式のＯＦＤＭフレーム又は一セグメント形式のＯＦＤＭフレームの

別  

三  伝送方式  

四  セグメント数又は基準セグメント数  

五  搬送波の変調の方式  

六  誤り訂正内符号の符号化率 

４ （略） 

５ この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 中央の周波数 基幹放送局が放送番組の放送に使用する周波数帯の中央の周波数をい

う。 

二 （略） 

三 搬送波の変調の方式 次のイ又はロに掲げる基幹放送の区分に応じて、当該イ又はロ

に定める方式をいう。 

イ （略） 

ロ 移動受信用地上基幹放送 デジタル放送の標準方式第四章第一節に定める放送に

あつてはデジタル放送の標準方式第二十四条の四に規定する四相位相変調又は十六

値直交振幅変調、同章第二節に定める放送にあつてはデジタル放送の標準方式第二十

九条に規定する四分のπシフト差動四相位相変調、四相位相変調、十六値直交振幅変
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調又は六十四値直交振幅変調 

四 誤り訂正内符号の符号化率 次のイ又はロに掲げる基幹放送の区分に応じて、当該イ

又はロに定める符号化率をいう。 

イ （略） 

ロ 移動受信用地上基幹放送 デジタル放送の標準方式第四章第一節又は第二節に定

める放送にあつてはデジタル放送の標準方式第二十四条の七又は第三十二条におい

て準用するデジタル放送の標準方式第十五条第二項に規定する誤り訂正内符号の符

号化率 

 

（様式等） 

第七十一条 法第九十四条第二項の認定証の様式は、別表第十一号で定める。 

２・３ （略） 

４ 前条第三項及び第四項の規定は、デジタル放送の標準方式第四章第一節又は第二節に定

める放送を行う移動受信用地上基幹放送の業務に係る認定証に周波数を記載する場合に準

用する。 

 

（事業計画書の公表等） 

第七十二条 総務大臣は、第六十四条の申請書（第七十四条第一項、第七十八条第一項及び

第七十九条第一項の申請書並びに第七十七条及び第八十六条第一項の規定による届出書を

含む。）及び第六十五条第一項の事業計画書（第七十四条第一項、第七十六条第一項、第七

十八条第一項第七号及び第七十九条第一項第六号の事業計画並びに第八十六条第一項の規

定により提出された書類を含む。）に記載された事項のうち、特に公表することが適当であ

るものを告示する。 

２ 総務大臣は、前項の規定により告示した事項について、インターネットの利用その他の

方法により公表する。 

 

（基幹放送の業務の開始等の届出） 

第七十三条 法第九十五条第一項の規定による業務の開始の届出は、別表第十二号の様式に

より行うものとする。 

２・３ （略） 
 

（予備機器等） 

第百四条 番組送出設備、中継回線設備（送信空中線系及び受信空中線系を除く。）、地球局

設備（送信空中線系を除く。）及び放送局の送信設備（送信空中線系を除く。）の機器は、そ

の機能を代替することができる予備の機器の設置若しくは配備の措置又はこれに準ずる措

置が講じられ、かつ、その損壊又は故障（以下「損壊等」という。）の発生時に当該予備の

機器に速やかに切り替えられるようにしなければならない。ただし、他に放送を継続する手

段がある場合は、この限りでない。 

 

（故障検出） 

第百五条 番組送出設備、中継回線設備、地球局設備及び放送局の送信設備（以下この款に

おいて「放送設備」という。）は、電源供給停止、動作停止、動作不良（誤設定によるもの

を含む。）その他放送の業務に直接係る機能に重大な支障を及ぼす損壊等の発生時には、こ
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れを直ちに検出し、当該放送設備を運用する者に通知する機能を備えなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ず同項に規定する機能を備えることができない放送

設備は、損壊等の発生時にこれを目視又は聴音等により速やかに検出し、当該放送設備を運

用する者に通知することが可能となる措置を講じなければならない。 

 

（試験機器及び応急復旧機材の配備） 

第百六条 放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の点検及び調整に

必要な試験機器の配備又はこれに準ずる措置が講じられたものでなければならない。 

２ 放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の損壊等が発生した場合

における応急復旧工事、電力の供給その他の応急復旧措置を行うために必要な機材の配備又

はこれに準ずる措置が講じられたものでなければならない。 

 

（耐震対策） 

第百七条 放送設備の据付けに当たつては、通常想定される規模の地震による転倒又は移動

を防止するため、床への緊結その他の耐震措置が講じられなければならない。 

２ 放送設備は、通常想定される規模の地震による構成部品の接触不良及び脱落を防止する

ため、構成部品の固定その他の耐震措置が講じられたものでなければならない。 

３ その損壊等により放送の業務に著しい支障を及ぼすおそれのある放送設備に関しては、

前二項の耐震措置は、大規模な地震を考慮したものでなければならない。 

 

（機能確認） 

第百八条 放送設備の機器の機能を代替することができる第百四条に規定する予備の機器

は、定期的に機能確認等の措置が講じられていなければならない。 

２ 放送設備の電源設備は、定期的に電力供給状況の確認等の措置が講じられていなければ

ならない。 

 

（停電対策） 

第百九条 放送設備は、通常受けている電力の供給に異常が生じた場合において放送の業務

に著しい支障を及ぼさないよう自家用発電機又は蓄電池の設置その他これに準ずる措置が

講じられなければならない。 

２ 前項の規定に基づく自家用発電機の設置又は移動式の電源設備の配備を行う場合には、

それらに使用される燃料について、必要な量の備蓄又は補給手段の確保に努めなければなら

ない。 

 

（送信空中線に起因する誘導対策） 

第百十条 送信空中線に近接した場所に設置する放送設備、工作物、工具その他送信空中線

に近接した場所に設置するものは、送信空中線からの電磁誘導作用による影響を防止する措

置が講じられていなければならない。 

 

（防火対策） 

第百十一条 放送設備を収容し、又は設置する機器室は、自動火災報知設備及び消火設備の

適切な設置その他これに準ずる措置が講じられたものでなければならない。 
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（屋外設備） 

第百十二条 屋外に設置する空中線（給電線を含む。）及びその附属設備並びにこれらを支

持し又は設置するための工作物（次条の建築物を除く。次項において「屋外設備」という。）

は、通常想定される気象の変化、振動、衝撃、圧力その他設置場所における外部環境の影響

を容易に受けないものでなければならない。 

２ 屋外設備は、公衆が容易にそれに触れることができないように設置されなければならな

い。 

 

（放送設備を収容する建築物） 

第百十三条 放送設備を収容し、又は設置する建築物は、次の各号に適合するものでなけれ

ばならない。 

一 当該放送設備を安全に設置することができる堅固で耐久性に富むものであること。 

二 当該放送設備が安定に動作する環境を維持することができること。 

三 当該放送設備を収容し、又は設置する機器室に、公衆が容易に立ち入り、又は公衆が

容易に放送設備に触れることができないよう施錠その他必要な措置が講じられてい

ること。 

 

（耐雷対策） 

第百十四条 放送設備は、落雷による被害を防止するための耐雷トランスの設置その他の措

置が講じられていなければならない。 

 

（宇宙線対策） 

第百十五条 人工衛星に設置する放送設備は、宇宙線による影響を容易に受けないための放

射線対策が講じられた構成部品の使用その他の措置が講じられていなければならない。 

 

第百二十三条 第百五条第二項、第百十二条及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹

放送（デジタル放送の標準方式第四章第一節に定める放送を行うものに限る。以下この条に

おいて同じ。）の業務に用いられる番組送出設備について適用しない。 

２ 第百四条、第百七条第三項、第百八条、第百十二条第二項及び第百十五条の規定は、移

動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワット以下の放送局への送信に係

る中継回線設備（人工衛星に設置されるものを除く。）及び当該放送局の送信設備について

適用しない。 

３ 第百十一条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワット

以下の放送局のうち高速自動車国道（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三条第一号

の高速自動車国道をいう。以下この項において同じ。）又は高速自動車国道のサービスエリ

ア若しくはパーキングエリア（道路法施行令（昭和二十七年政令第四百七十九号）第七条第

十三号又は高速自動車国道法（昭和三十二年法律第七十九号）第十一条第二号に規定する施

設をいう。）に設置されるものへの送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものを

除く。）及び当該放送局の送信設備について適用しない。 

４ 第百四条及び第百六条から第百十四条までの規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に

用いられる空中線電力三ワット以下の放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置

されるものに限る。）について適用しない。 

５ 第百七条第三項及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる
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空中線電力三ワットを超え五〇〇ワット以下の放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛

星に設置されるものを除く。）及び当該放送局の送信設備について適用しない。 

６ 第百六条、第百七条及び第百九条から第百十四条までの規定は、移動受信用地上基幹放

送の業務に用いられる空中線電力三ワットを超え五〇〇ワット以下の放送局への送信に係

る中継回線設備（人工衛星に設置されるものに限る。）について適用しない。 

７ 第百五条第二項及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる

空中線電力五〇〇ワットを超える放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置され

るものを除く。）及び当該放送局の送信設備について適用しない。 

８ 第百五条第二項、第百六条、第百七条及び第百九条から第百十四条までの規定は、移動

受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力五〇〇ワットを超える放送局への送信

に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものに限る。）について適用しない。 
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○基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有

基準の特例に関する省令（抄） 

（目的） 

第一条 この省令は、基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由

享有基準の特例に関して、放送法（以下「法」という。）の委任に基づく事項を定めること

を目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一～十二 （略） 

十三 業務執行役員 定款に特別の定めがある場合その他これに準ずる特別の事情がある

場合を除き、次のイからルまでに掲げる法人又は団体の区分に応じ、当該イからル

までに定める者をいう。 

イ 株式会社 次に定める者 

株式会社（取締役会設置会社を除く。） 取締役 

取締役会設置会社（指名委員会等設置会社を除く。） 業務執行取締役 

指名委員会等設置会社執行役 

ロ 持分会社 社員 

ハ 一般社団法人 次に定める者 

一般社団法人（理事会設置一般社団法人を除く。） 理事 

理事会設置一般社団法人業務執行理事 

ニ 一般財団法人 業務執行理事 

ホ 学校法人 理事 

ヘ 社会福祉法人 理事 

ト 特定非営利活動法人 理事 

チ 宗教法人 代表役員 

リ 中小企業等協同組合 代表理事 

ヌ 民法組合 組合員 

ル その他の法人又は団体 イからヌまでに定める者に準ずる者 

十四 業務執行決定役員 定款に特別の定めがある場合その他これに準ずる特別の事情が

ある場合を除き、次のイからルまでに掲げる法人又は団体の区分に応じ、当該イか

らルまでに定める者をいう。 

イ 株式会社 取締役 

ロ 持分会社 社員 

ハ 一般社団法人 理事 

ニ 一般財団法人 理事 

ホ 学校法人 理事 

ヘ 社会福祉法人 理事 

ト 特定非営利活動法人 理事 

チ 宗教法人 責任役員 

リ 中小企業等協同組合 理事 
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ヌ 民法組合 組合員 

ル その他の法人又は団体 イからヌまでに定める者に準ずる者 

十五（略） 

十六 申請者 基幹放送の業務を行うことについて法第九十三条第一項の認定の申請をす

る者又は電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）の規定により特定地上基幹放送

局の免許の申請をする者をいう。 

十七 申請者等 一の者（申請者又は申請者に対して支配関係を有する者をいう。）及び当

該一の者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者（当該一の者が申

請者に対して支配関係を有する者である場合にあっては、申請者がある者に対して

支配関係を有する場合におけるその者を含む。）から成る集団（申請者に対して支配

関係を有する者及び申請者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者

がない場合にあっては、申請者）をいう。 

十八～三十七（略） 

 

（特定役員の定義） 

第三条 法第二条第三十一号の総務省令で定める者は、業務執行役員及び業務執行決定役員

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、法第二条第三十一号の法人又は団体が衛星基幹放送又は移動

受信用地上基幹放送の業務を行う者であり、かつ、当該法人又は団体の業務執行決定役員で

あって業務執行役員でない者の数の当該法人又は団体の業務執行決定役員の総数に占める

割合が三分の一を超えない場合における当該業務に係る同号の総務省令で定める者は、業務

執行役員とする。 

 

（特別の関係） 

第四条 法第二条第三十二号イの総務省令で定める特別の関係は、次のいずれかに該当する

関係とする。 

一 一の者が有する法人又は団体（一般社団法人等を除く。以下この号において同じ。）の

議決権の数の当該法人又は団体の議決権の総数に占める割合が二分の一を超える場

合における当該一の者（以下この条において「支配株主等」という。）と当該法人又

は団体（以下この条において「被支配法人等」という。）との関係 

二 一の法人又は団体の特定役員で他の法人又は団体（一般社団法人等に限る。以下この

号において同じ。）の特定役員の地位を兼ねる者の数の当該他の法人又は団体の特定

役員の総数に占める割合が二分の一を超える場合における当該一の法人又は団体と

当該他の法人又は団体との関係 

２ 被支配法人等が有する他の法人又は団体（一般社団法人等を除く。以下この項において

同じ。）の議決権の数の当該他の法人又は団体の議決権の総数に占める割合が二分の一を超

える場合には、当該他の法人又は団体も、支配株主等の被支配法人等とみなして前項第一号

の規定を適用する。 

 

（支配関係に該当する議決権の占める割合） 

第五条 法第二条第三十二号イの総務省令で定める割合は、十分の一とする。 

２（略） 

３ 第一項の規定にかかわらず、法第二条第三十二号イの法人又は団体が衛星基幹放送又は
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移動受信用地上基幹放送の業務を行う者である場合における当該業務に係る同号イの総務

省令で定める割合は、三分の一とする。 

 

（通則） 

第八条 法第九十三条第一項第四号ただし書（法第百六十二条第一項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の総務省令で定める場合は、申請者等（二以上の者が申請者に対

して支配関係を有する場合にあっては、当該二以上の者ごとの申請者等）が次の各号のいず

れにも適合する場合（当該申請者等が認定放送持株会社等である場合にあっては、当該認定

放送持株会社等が次の各号のいずれにも適合する場合又は当該認定放送持株会社等に係る

認定放送持株会社が次条各号のいずれにも適合する場合）とする。ただし、基幹放送の普及

及び健全な発達のため特に必要があると認める場合その他特別の事情がある場合は、この限

りではない。 

一 申請者等がテレビジョン放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の

合計が一を超える場合にあっては、次のいずれにも該当すること。 

イ 当該テレビジョン放送による地上基幹放送の業務に係る放送対象地域が重複しな

いこと。 

ロ 特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等がテ

レビジョン放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が一を

超えないこと。 

二 申請者等がラジオ放送（コミュニティ放送を除く。以下この号において同じ。）による

地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が四を超える場合にあっては、次のい

ずれにも該当すること。 

イ 当該ラジオ放送による地上基幹放送の業務に係る一の放送対象地域の全部又は一

部において申請者等がラジオ放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系

の数の合計（ロの放送系の数の合計に含まれるものを除く。）にロの放送系の数の合

計を加えた数が、いずれの放送対象地域においても四を超えないこと。 

ロ 特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等がラ

ジオ放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が四を超えな

いこと。 

三 特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等がラジ

オ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務に関し使用する放送

系の数の合計が一を超える場合にあっては、それらの放送系に係る放送対象地域が

いずれも特定の一の市区町村の区域をその全部又は一部とするものであること。 

四 申請者等にラジオ放送（コミュニティ放送を除く。）による地上基幹放送の業務を行う

者及びラジオ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務を行う者

のいずれもが属する場合にあっては、次のいずれにも該当すること。 

イ 当該ラジオ放送（コミュニティ放送を除く。）による地上基幹放送の業務に係る放

送対象地域と当該ラジオ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業

務に係る放送対象地域とが重複しないこと。 

ロ 特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等にラ

ジオ放送（コミュニティ放送を除く。）による地上基幹放送の業務を行う者又はラジ

オ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務を行う者のいずれか

が属さないこと。 

五 申請者等に係る第二条第十七号に規定する一の者がテレビジョン放送による地上基幹
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放送の業務を自ら行い、又はテレビジョン放送による地上基幹放送の業務を行う者

に対して支配関係を有し、かつ、当該一の者がそれらのテレビジョン放送による地

上基幹放送の業務に係る放送対象地域と重複する放送対象地域においてラジオ放送

（全国放送を除く。以下この号において同じ。）による地上基幹放送の業務を自ら行

い、又はラジオ放送による地上基幹放送の業務を行う者に対して支配関係を有する

場合にあっては、当該一の者が当該重複する地域において新聞社を自ら経営し、又

は新聞社を経営する者に対して支配関係を有するものでないこと。ただし、当該重

複する地域において、他に基幹放送事業者、新聞社、通信社その他のニュース又は

情報の頒布を業とする事業者がある場合であって、当該一の者（当該一の者がある

者に対して支配関係を有する場合におけるその者を含む。）がニュース又は情報の独

占的頒布を行うこととなるおそれがないときは、この限りでない。 

六 申請者等が衛星基幹放送の業務に関し使用するトランスポンダ数の合計が四を超えな

いこと。 

七 申請者等に地上基幹放送の業務を行う者及び衛星基幹放送の業務を行う者のいずれも

が属する場合にあっては、次のいずれにも該当すること。 

イ 一の者及び当該一の者の子会社その他法第二条第三十二号イに規定する特別の関

係にある者が有する衛星基幹放送（放送衛星業務用の周波数を使用して行われるも

のに限る。以下このイにおいて同じ。）の業務を行う者の議決権の数の当該衛星基幹

放送の業務を行う者の議決権の総数に占める割合が三分の一を超え二分の一以下の

場合における当該一の者と当該衛星基幹放送の業務を行う者の関係を支配関係に該

当しないものとみなした場合に、申請者等に地上基幹放送の業務を行う者又は衛星

基幹放送の業務を行う者のいずれかが属さないこと。 

ロ 申請者等が衛星基幹放送（放送衛星業務用の周波数を使用して行われるものを除

く。）の業務に関し使用するトランスポンダ数の合計が二を超えないこと。 

八 申請者等が移動受信用地上基幹放送（全国放送に限る。）の業務に関し使用するセグメ

ント数の合計が十三を超えないこと。 

九 申請者等が移動受信用地上基幹放送（広域放送又は県域放送に限る。以下この号にお

いて同じ。）の業務に関し使用するセグメント数の合計が一の放送対象地域において

六を超えず、かつ、次のいずれにも該当すること。 

イ 当該移動受信用地上基幹放送の業務に係る放送対象地域の数が二を超えないこと。 

ロ 当該移動受信用地上基幹放送の業務に係る放送対象地域の数が二である場合にあ

っては、これらの放送対象地域が隣接すること。 

十 申請者等に、次のいずれかに該当する者が属さないこと。 

イ 地上基幹放送（テレビジョン放送及びラジオ放送を除く。）の業務を行う者 

ロ 移動受信用地上基幹放送（全国放送、広域放送及び県域放送を除く。）の業務を行

う者 

ハ 日本放送協会又は放送大学学園 
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○基幹放送普及計画（抄） 

第１ 基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本的事項 

  （略） 

１ 基幹放送を国民に最大限に普及させるための指針 

(1) 国内放送の普及 

ア・イ （略） 

ウ 移動受信用地上基幹放送の普及 

民間基幹放送事業者が行うテレビジョン放送及びマルチメディア放送について

は、次のとおりとする。 

(ｱ) 全国各地域においてあまねく受信できること。 

(ｲ) 受信設備の普及に配慮すること。 

(ｳ) 自動車その他の陸上を移動するものに設置して使用し、又は携帯して使用する

ための受信設備により受信されるという特性を生かしたサービスの推進に

十分配慮すること。 

なお、民間基幹放送事業者が行うマルチメディア放送については、影像、音響、

信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番組の放送番組の形態

を柔軟に組み合わせることができるという特性を生かしたサービスの推進に十分

配慮すること。 

(2)～(4) （略） 

２ 基幹放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、基

幹放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにするための指針 

(1)・(2) （略） 

(3) 移動受信用地上基幹放送の業務については、原則として、一の者によって行われ、又

は支配される移動受信用地上基幹放送の業務に係る伝送容量を制限し、できるだけ

多くの者に対し移動受信用地上基幹放送を行う機会を開放する。 

また、移動受信用地上基幹放送の特性を生かしたサービスの実現に十分配慮する。 

(4) 各地域社会における各種の大衆情報提供手段の所有及び支配が、原則として、特定の

者に集中することを避ける。 

３ その他基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本的事項  

基幹放送を行う民間基幹放送事業者による基幹放送（全国放送であるものを除く。）につ

いては、放送事業者の構成及び運営において地域社会を基盤とするとともにその基幹放送を

通じて地域住民の要望にこたえることにより、基幹放送に関する当該地域社会の要望を充足

すること。 

 

第２ 放送法第９３条第１項第５号に規定する「基幹放送普及計画に適合すること」への適

合（特定地上基幹放送事業者の場合にあっては、電波法第７条第２項第４号ハに規定する「基

幹放送普及計画に適合すること」への適合） 

１ 「基幹放送普及計画に適合すること」に関しては、次の要件に該当すること。 

(1) 放送法第 106 条第 1 項の規定に基づき、放送番組の相互の間の調和を保つこと(総合

放送を行うものに限る。)。 

(2) 放送法第 106条第 2項の規定に基づき、教育番組の編集及び放送に当たって、その放

送の対象とする者が明確で、内容がその者に有益適切であり、組織的かつ継続的で
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あるようにするとともに、その放送の計画及び内容をあらかじめ公衆が知ることが

できるようにすること(この場合において、当該番組が学校向けのものであるときは、

その内容が学校教育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠すること。)。 

(3) 放送法第 108条の規定に基づき、暴風、豪雨、洪水、地震、大規模な火事その他によ

る災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、その発生を予防し、又はそ

の被害を軽減するために役立つ放送をすること。 

(4) 放送法第 109条の規定に基づき、学校向けの教育番組の放送を行う場合には、その放

送番組に学校教育の妨げになると認められる広告を含めないこと。 

(5) 放送法第 110条の規定に基づき、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとな

る条項を含む放送番組の供給に関する協定を締結しないこと。 

(6) 放送法第 163 条の規定に基づき、認定放送持株会社の関係会社である基幹放送事業者

が行う地上基幹放送（全国放送を除く。）の業務については、国内基幹放送の放送番

組の編集に当たっては、その放送対象地域における多様な放送番組に対する需要を

満たすため、当該放送対象地域向けに自らが制作する放送番組を有するように努め

ること。 

(7) 地上基幹放送（全国放送を除く。）の業務を行う基幹放送事業者の次に掲げる者（認定

放送持株会社の関係会社にあっては、ウに掲げる者）は、できるだけその地上基幹

放送の業務に係る放送対象地域に住所を有する者であること。 

ア 主たる出資者 

イ 役員 

ウ 審議機関の委員 

２ 以上のほか、第３の基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系

の数の目標を充足すること。 

 

第３ 基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数（衛星基幹放

送及び移動受信用地上基幹放送に係る放送対象地域にあっては、放送系により放送をすることので

きる放送番組の数）の目標 

１ 総則 

(1) 以下の規定に関しては、電波及び放送に関する法令の定めるところによるほか、次の

定義によるものとする。 

ア 「関東広域圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈

川県の各区域を併せた区域をいう。 

イ 「中京広域圏」とは、岐阜県、愛知県及び三重県の各区域を併せた区域をいう。 

ウ 「近畿広域圏」とは、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県の各

区域を併せた区域をいう。 

エ 「東北広域圏」とは、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県の各区

域を併せた区域をいう。 

オ 「関東・甲信越広域圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県の各区域を併せた区域をいう。 

カ 「東海・北陸広域圏」とは、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県及

び三重県の各区域を併せた区域をいう。 

キ 「中国・四国広域圏」とは、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、愛媛県及び高知県の各区域を併せた区域をいう。 

ク 「九州・沖縄広域圏」とは、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
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鹿児島県及び沖縄県の各区域を併せた区域をいう。 

(2) 基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標は、

(3)に定めるものを除き、２に定めるとおりとする。 

(3) （略） 

２ 国内放送に関する基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系

の数の目標 

(1)～(3) （略） 

(4) 移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信

の標準方式（平成 23年総務省令第 87号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）

第４章第１節に定める放送を行うもの) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 次の(ｱ)又は(ｲ)の場合の放送番組の数。ただし、具体的な基幹放送の業務の

認定に当たっては、今後のデジタル技術の進展及び当該放送における必要な音声

品質、画像品質等を勘案することとし、これ以外の方法による利用を妨げるもの

ではない。 

(ｱ) 二の３セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第 11

条第１項に規定する３セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。）を利用して、

それぞれのＯＦＤＭフレームにおいて１系統のマルチメディア放送を行い、三

の１セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第 11条第１

項に規定する１セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。）を利用して、それ

ぞれのＯＦＤＭフレームにおいて１系統のマルチメディア放送を行う場合 

(ｲ) 三の３セグメント形式のＯＦＤＭフレームを利用して、それぞれのＯＦＤＭ

フレームにおいて１系統のマルチメディア放送を行う場合 

(5) (略)  

 

 

  

基幹放送の区分 放送対象地域 放送系により放送をする

ことのできる放送番組の

数の目標 

民間基

幹放送

事業者

の放送 

マルチメ

ディア放

送 

広域

放送 

近畿広域圏、東北広域圏、

関東・甲信越広域圏、東海・

北陸広域圏、中国・四国広

域圏、九州・沖縄広域圏 

放送対象地域ごとに３～

５程度（注） 

県域

放送 

北海道 ３～５程度（注） 
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○放送法関係審査基準（抄）  

第３章の２ 移動受信用地上基幹放送の業務の認定等 

（趣旨） 

第 10 条の２ 法第 93 条第１項による移動受信用地上基幹放送の業務の認定及び第 97 条第

１項による放送事項等の変更許可を行うに当たっては、この章に定めるところによるものと

する。 

 

（認定の基準） 

第 10条の３ 認定は、次の各号に適合していると認めるときに行う。 

⑴ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる基幹放送局設備を確保することが可能で

あること。 

基幹放送普及計画に基づき、基幹放送局の免許を受けた者において、現に認定基幹

放送事業者の移動受信用地上基幹放送の業務の用に供していない周波数があり、申請

に係る移動受信用地上基幹放送の業務を確実に実施できること。 

⑵ 移動受信用地上基幹放送の業務を維持するに足りる経理的基礎があること。 

移動受信用地上基幹放送の業務が確実に開始され、かつ、継続的に運営されることを

確保するため、経理的基礎が次に適合すること。 

ア 事業開始までの所要資金の調達見通し 

事業開始までに必要な資金の調達が可能であり、かつ、その方法が適正なもので

あること。 

イ 事業開始後の継続性 

事業収支見積りについては、各年度ごとに費用が適正に算出され、収入は合理的

な加入予測を基に算出された内容のものであって、事業開始後において継続的な運

営を確保するための資金計画に妥当性があること。 

⑶ 移動受信用地上基幹放送事業者の業務を維持するに足りる技術的能力は、次に適合す

るものであること。 

ア 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備が法第１１１条第１ 

項に定める技術基準に適合するように維持するための運用・保守等の業務（以下こ

の章において「設備維持業務」という。）を確実に実施するため、適正に要員を配置

することや緊急時の連絡体制が整備されていること。 

イ 設備維持業務に従事する者が当該業務を確実に実施することができる実務経験等

の能力を有していること。 

⑷ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備は、次の要件に適合するも

のであること。 

ア 法第１１１条第２項第１号の規定による設備の損壊又は故障に対する措置につい

ては、規則第１０４条から第１１５条まで並びに第１２３条及び第１２３条の２の規

定に従い、別添１に掲げる対策が講じられていること。 

イ 法第１１１条第２項第２号の規定による移動受信用地上基幹放送の品質に対する

措置は、別添２に掲げる送信の標準方式に適合するものであること。 

⑸ 自由享有基準第８条第９号において、次に掲げる地域は隣接する放送対象地域として

扱う。北海道と東北広域圏（基幹放送普及計画第三の１の㈠エにおける区域をいう。）、

中国・四国広域圏（同㈠キにおける区域をいう。）と九州・沖縄広域圏（同㈠クにお
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ける区域をいう。） 

⑹ 法第９３条第１項第４号及び自由享有基準に規定する要件に適合していること。この

場合において自由享有基準第４条の規定に基づき、一の者が法人又は団体の議決権

の１０分の１又は３分の１を超える議決権を有しているか否かの判定は、次のアか

らウまでの議決権を合算して行うものとすること。 

ア 一の者の名義に係る議決権 

イ 一の者が自己の計算により議決権を有する場合であって、その議決権に係る株式の

所有者の名義が異なるときにおける当該議決権 

ウ 一の者が、未公開株式に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行う

ことができる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内容の

議決権を行使すると認められる場合における当該議決権 

⑺ 認定をすることが基幹放送普及計画に適合することその他放送の普及及び健全な発達

のために適切であること。 

別紙２の基準に合致すること。 

⑻ 当該業務を行おうとする者が、法第９３条第１項第６号イからルまで（ホを除く。）の

各規定に該当しないこと。 

 

（優先順位） 

第 10条の４ 移動受信用地上基幹放送の業務に関し前条各号に適合する移動受信用地上    

基幹放送事業者に指定することのできる周波数が不足する場合には、同条第１号から第７

号までに適合する度合いから見て最も公共の福祉に寄与するものが優先するものする。た

だし、標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成 23年

総務省令第 87号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第４章第２節に定める放送

を行う移動受信用地上基幹放送の業務に関し前条各号に適合する移動受信用地上基幹放

送事業者に指定することのできる周波数が不足する場合には、別紙４の基準により比較審

査を行うものとする。 

 

（認定の際の指定事項の指定の方法） 

第 10条の５ 指定事項の指定の際には、申請者が希望する指定事項をそのまま指定するも             

のとする。ただし、電波の公平かつ能率的な利用並びに移動受信用地上基幹放送の普及及

び健全な発達の観点から、当該希望する指定事項をそのまま指定して認定を行うことが困

難な場合であって、申請者から書面による同意を得たときは、職権により、当該指定事項

以外の指定事項を指定するものとする。 

 

（放送事項の変更許可の基準） 

第 10条の６ 法第９７条第１項の規定による放送事項の変更の許可を行うに当たっては、 

第１０条の３の規定を準用して審査するとともに、当該放送事項の変更により当該移動受 

信用地上基幹放送の業務の同一性が失われないかどうかを審査し、同条の規定に適合し、 

かつ、同一性が失われない場合は許可するものとする。 

 

（資料の提出） 
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第 10条の７ この章に規定する審査を行うに当たって必要があると認めるときは、申請者 

に対し、追加資料の提出を求めるものとする。 

 

別紙２（第６条及び第 10条の３関係） 

第６条⑹又は第 10条の３⑺による審査は、関係法令、基幹放送普及計画及び基幹放送用

周波数使用計画によるほか、下記の基準によることとする。 

記 

１ その業務の認定を受けようとする者（以下別紙２において「申請者」という。）が確実 

にその事業の計画を実施することができること。 

２ その放送番組の編集は、次に掲げる事項に適合するものでなければならない。 

⑴ 公安及び善良な風俗を害しないこと。特に、放送番組に成人向け番組が含まれる場

合は、当該番組の視聴契約に際し、視聴者が視聴可能年齢以上であることを確認した

上で視聴契約を締結するとともに、ペアレンタルロック等の青少年保護措置を講ずる

ものであること。 

⑵ 政治的に公平であること。 

⑶ 報道は、事実を曲げないですること。 

⑷ 意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかにす

ること。 

３ 教育的効果を目的とする放送を専ら行う者であるときは、次に掲げるところに合致す

るものであること。 

⑴ 一週間の放送時間（補完放送であって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送

の映像に伴うもの以外のものの放送を行う場合は、当該補完放送の放送番組と超短波

放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に係る放送番組のそれぞれの放送時間）に

おいて、教育番組の放送時間がその５０％以上を占めるものであること。 

⑵ 学校教育のための放送又は社会教育のための放送の分量及び配列が当該放送の意

図する効果をもたらすために適切なものであること。 

⑶ ⑴に規定する放送以外の放送を行うときは、その内容、分量、及び配列が⑴に規定

する放送を行うことに支障を与えないものであり、かつ、その放送の効果を阻害しな

いものであること。 

４ 臨時かつ一時の目的のための放送を専ら行うときは、その放送番組は、当該目的の達

成のために必要な範囲内のものであること。 

５ テレビジョン放送を行う放送事業者は、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像を視

覚障害者に対して説明するための音声その他の音響を聴くことができる放送番組及

び音声その他の音響を聴覚障害者に対して説明するための文字又は図形を見ること

ができる放送番組をできる限り多く設けるものであること。 

６ 申請者（法第８条に規定する放送を専ら行う基幹放送の業務の申請者を除く。）は、放 

 送番組の種別及び放送の対象とする者に応じた放送番組の編集の基準を定め、かつ、そ 

 の基準に従って放送番組の編集及び放送を行うものであること。 

７ 放送番組の編集の基準を定め、又は変更した場合には、法第５条第２項の規定により、 

 これを公表するものであること。 

８ 申請者は、法第６条第１項に規定する審議機関を設置するものであること。 

９ 教育番組については、その放送の対象とする者が明確で、内容がその者に有益適切で

あり、組織的かつ継続的であるようにするとともに、その放送の計画及び内容をあ
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らかじめ公衆が知ることができるようにするものであること。この場合において、

当該番組が学校向けのものであるときは、その内容が学校教育に関する法令の定め

る教育課程の基準に準拠するものであること。 

10 学校向けの教育番組の放送を行う場合には、その放送番組に学校教育の妨げになると

認められる広告を含めるものでないこと。 

11 その業務は、毎日放送を行うものであること。 

12 申請者は、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項を含む放送番組

の供給に関する協定を締結するものでないこと。 

13 内外放送を行う場合には、放送を通じた国際的な文化交流及び相互理解の増進が図ら

れるものであること。 

14 申請者は災害に関する放送を行うものであること。 

15 超短波放送又はテレビジョン放送による基幹放送の業務の認定に当たっては、補完放     

送であって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以外のも

の  の放送を行う場合は、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像が主

であると  認められるものであること。 

16 放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（平成１６年総務省告示第６９６号）を

遵守するための体制の整備が図られるものであること。 

17 有料放送を行う場合は、有料放送の役務の提供に関する契約の締結をしようとする際

に当該役務の提供を受けようとする者に対し当該役務の料金その他提供条件の概要

を説明するための体制並びに有料放送の役務の提供に関する業務の方法又は料金そ

の他の提供条件についての国内受信者（当該役務の提供を受けようとする者を含む。）

からの苦情及び問い合わせを適切かつ迅速に処理するための体制の整備が図られる

ものであること。 

18 その業務が試験放送の業務を行うものであるときは、１から１７までの条件を満たす

ほか、次の条件を満たすものでなければならない。 

⑴ 試験、研究又は調査の目的及び内容が法令に違反せず、かつ、公共の福祉に寄与す

るものであるとともに、放送及びその受信の進歩発達に必要なものであること。 

⑵ 試験、研究又は調査の計画が合理的なものであること。 

⑶ 放送番組は、その業務の目的とする試験、研究又は調査のために必要な範囲内のも

のであり、他人の営業に関する広告を含むものでないこと。 

19 （略） 

 

別添１ 対象設備と措置について（第３条(7)ア、第６条(4)ア、第１０条の３(4)ア並びに

第１２条⑺ア(ｱ)及びイ(ｱ)関係） 

１ 基幹放送に用いる電気通信設備の損壊又は故障に対する措置 

⑴ 予備機器等 

番組送出設備、中継回線設備（送信空中線系及び受信空中線系を除く。）、地球局設備

（送信空中線系を除く。）及び放送局の送信設備（送信空中線系を除く。）の機器は、そ

の機能を代替することができる予備の機器の設置若しくは配備の措置又はこれに準ず

る措置が講じられ、かつ、その損壊又は故障（以下「損壊等」という。）の発生時に当

該予備の機器に速やかに切り替えられるようになっていること（規則第１０４条本文関

係）。 

なお、これに準ずる措置とは、複数の場所に設置されている機器に対する予備機器又
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はその構成部品を、保守拠点等の一か所に集中配備していることや、機器保守の委託先

において配備していること等である。 

例えば、ア(ｱ)から(ｶ)まで若しくはイの措置又はこれと同等と認められる措置が講じ

られていること。 

予備の機器の設置又は配備等の措置は講じられないが、常時の放送に用いられる機器

の損壊等の発生時に、その機器を使用せず別の機器構成により放送の業務を継続できる

こと（規則第１０４条ただし書関係）。 

例えば、ア(ｷ)又は(ｸ)の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

ア 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

（ｱ） 番組送出設備及び放送局の送信設備を現用予備構成とする装置（第１図、第

２図参照） 

 

 
（ｲ） 送信装置を並列合成方式とする装置（第３図参照） 
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（ｳ） 局間回線を二重化構成とする装置 
（ｴ） 中継回線設備を無線（又は有線）及び有線の２ルートで構成する措置（第４

図参照） 

 
（ｵ） 中継回線設備における終端装置（光回線用端局装置等）について二重化構成

をとり、いずれかに障害が発生してももう一方を使用して放送を継続する措

置（第５図参照） 

 
（ｶ） 中波放送、短波放送及び超短波放送の番組送出設備について、番組送出設備

に障害が発生し演奏所からの放送が不可能な場合に、送信所における音声信

号の入力部分に予備機器を接続して放送を継続する措置（第６図参照） 

 
（ｷ） 中波放送、短波放送及び超短波放送の中継回線設備について、中継回線設備

に障害が発生した場合、公衆回線（アナログ電話、ISDN、 IP 電話、携帯電

話網）と音声変換装置（コーデック）等の組含せを利用して予備回線を構成

する措置（第７図参照） 

 
（ｸ） 限定的な地域を対象とする予備送信所を親局に係る放送局の送信設備と異

なる場所に設置し、親局に係る放送局の送信設備が機能しなくなった場合に

限り運用し放送を継続する措置 
イ 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

（略） 

ウ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備アの規定を準用する

こととする。 

⑵ 故障検出 

ア 損壊等を直ちに検出し、運用者へ通知する機能が備えられていること。 

番組送出設備、中継回線設備、地球局設備及び放送局の送信設備（以下別添

１において「放送設備」という。）は、電源供給停止、動作停止、動作不良
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（誤設定によるものを含む。）その他放送の業務に直接係る機能に重大な支

障を及ぼす損壊等の発生時には、これを直ちに検出し、当該放送設備を運用

する者に通知する機能が備えられていること（規則第１０５条第１項関係）。 

なお、対象とする損壊等には、放送設備の動作不良（ソフトウェアの不具合

に起因するもの及びデジタル方式の放送においては誤設定によるものを含

む。）、人工衛星の軌道異常等も含まれる。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 番組送出設備の損壊等を自動検出して、運用者に通報するアラーム

システムを設ける措置 

Ｂ 放送局の送信設備や中継回線設備の損壊等を自動検出して、演奏所

の運用者又は運用を委託された事業者に自動通報するシステムを設

ける措置（第 13図参照） 

 
Ｃ 無人運用時放送設備の損壊等を運用者の携帯端末にメールで自動

通報するシステムを設ける措置 

Ｄ 放送局の送信設備及びそれに対する受電装置等を電話回線を使用

して遠隔監視し、状態を通知する機能を設ける措置 

Ｅ 監視・制御所の設置又は委託業者による放送設備の集中監視及び運

用者への通報を実施する措置（第 14図参照） 

 
(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

イ やむを得ずアの機能を備えることができない放送設備について、損壊等を速や

かに検出し、運用者へ通知する措置 

やむを得ずアの措置を講ずることができない放送設備は、損壊等の発生時に

これを目視又は聴音等により速やかに検出し、当該放送設備を運用する者に

通知することが可能となる措置が講じられていること（規則第１０５条第２

項関係）。 
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例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備については、電気店などに委

託してエアモニタリングを実施し、損壊等の発生時に運用者に通知する措置 

⑶ 試験機器及び応急復旧機材の配備 

ア 試験機器の配備 

放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の点検及び調

整に必要な試験機器の配備又はこれに準ずる措置が講じられていること（規

則第１０６条第１項関係）。 

なお、これに準ずる措置は、試験機器の配備に当たって、拠点等の一か所に

集中配備していることや、機器保守の委託先において配備していること等で

ある。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 試験機器を放送事業者の事業所等に配備する措置 

Ｂ メンテナンスを委託している場合は、委託を受けた者が試験機器を

配備する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

イ 応急復旧機材の配備 
放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の損壊等が発

生した場合における応急復旧工事、電力の供給その他の応急復旧措置を行う

ために必要な機材の配備又はこれに準ずる措置が講じられていること（規則

第１０６条第２項関係）。 
なお、これに準ずる措置とは、応急復旧措置を行うために必要な機材を拠点

等の一か所に集中配備していることや、機器保守の委託先において配備して

いること等である。 
例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 保守拠点において、移動式の電源設備を配備する措置 

Ｂ 保守拠点において、通常想定される範囲の故障に対応する応急復旧

のための機材（予備のケーブル等）を配備する措置 

Ｃ 保守拠点において、中継回線設備の損壊等の発生に備え、放送波に

よる中継に切替えが可能な場合は、臨時にそれに切り替えて応急復旧

するための機材を配備する措置 

（注） 中継回線設備は放送波による中継が困難な場合に設置するも

のであるため、このような切替えは必ずしも一般的ではない。 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

⑷ 耐震対策 
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ア 設備据付け及び設備構成部品に関する地震対策 

放送設備の据付けに当たつては、通常想定される規模の地震による転倒又は

移動を防止するため、床への緊結その他の耐震措置が講じられていること

（規則第１０７条第１項関係）。 

放送設備は、通常想定される規模の地震による構成部品の接触不良及び脱落

を防止するため、構成部品の固定その他の耐震措置が講じられていること

（規則第１０７条第２項関係）。 

なお、通常想定される規模の地震は、地域によっては特別な考慮が必要であ

るが、一般的には震度５弱程度である。 

放送設備は、通常想定される規模の地震による構成部品の接触不良及び脱落

を防止するため、構成部品の固定その他の耐震措置が講じられていること

（規則第１０７条第２項関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ  機器ラックを、アンカーボルト及びチャンネルベースにより床に固

定する措置（第 15図参照） 

 
Ｂ  機器ラックの揺れ及び転倒防止のため、L型金具、チェーン、ワイ

ヤ等により壁・天井に固定する措置 

Ｃ  機器の揺れによる引っ張り損傷防止を考慮したケーブル類（外部導

体が波形状の可とう導波管、フレキシブル同軸ケーブル等）を敷設す

る措置 

Ｄ  装置架間にケーブルを敷設する際にラダー上でケーブルの余長を

設け、揺れによる引っ張りに対応させる措置（第 16図参照） 

 
Ｅ  中波放送の送信機出力部から空中線給電部間の信号線路に用いら

れる銅パイプ等の部材については、地震による破損を防ぐため、線路

長に対して余裕を持った銅板及び網線を一部に挿入する措置 

Ｆ  機器ラックに設置せず、置き台等の上に設置する機器については、
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L型金具.プレート金具、ベルト式固定器具等を使用して固定する措

置 

Ｇ  機器ラックに装置をねじ止め等により固定する措置（第17図参照） 

 
Ｈ  空中線の脱落を防ぐため、空中線の取付柱等に強固に固定する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

イ アに関する大規模地震対策 

その損壊等により放送の業務に著しい支障を及ぼすおそれのある放送設備

に関しては、アの耐震措置は、大規模な地震を考慮した対策が講じられてい

ること（規則第１０７条第３項関係）。 

なお、大規模の地震は、地域によっては特別な考慮が必要であるが、通常想

定される規模の地震を上回る、例えば平成７年兵庫県南部地震のような大規

模な地震である。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 筐体等のアンカーによる固定に加え、連結又は揺れ止め等、より耐

震性を高めた措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

⑸ 機能確認 

ア 予備機器の機能確認 

放送設備の機器の機能を代替することができる⑴に規定する予備の機器は、

定期的に機能確認等の措置が講じられていること（規則第１０８条第１項関

係）。 

なお、定期的とは、予備の機器の動作についてその状態が変化しないことが

十分に確保される期間ごとである。 

ただし、人工衛星に設置される放送局の送信設備については、常時は予備機

器に電力供給されず、定期的な電源投入による機能確認が不可能であること

及び極めて高い信頼性を有する構成部品を使用することから、予備機器への

切替え以外の措置（予備の人工衛星に設置される送信設備の無励振状態での

機能確認、現用機器の不具合が予見される場合に予備機器の電源を予め投入

しての機能確認等）により、可能な範囲での措置が講じられていること。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
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Ａ 現用機の運用中に、予備機について、定期的に動作、主要特性及び

機能を確認（送信装置については擬似負荷装置を使用して確認）する

措置又はアラームの有無で確認する措置 （第 18図参照） 

 
Ｂ 放送休止時間帯に、定期的に切替え試験を実施する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

イ 電源供給状況の確認 

放送設備の電源設備は、定期的に電力供給状況の確認等の措置が講じられて

いること（規則第１０８条第２項関係）。 

なお、定期的とは、電源設備の動作についてその状態が変化しないことが十

分に確保される期間ごとである。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 法令に基づく保安規程により確認する措置 

Ｂ 停電検知器、電圧計、電流計、電力計等を受電盤、配電盤等に設置、

又は計器を準備して確認する措置 

Ｃ データロガーによリメータリングを実施し、動作状況を確認する措

置 

Ｄ 常駐警備員等がメータリングを実施し、動作状況を確認する措置 

Ｅ 放送休止時等に自家用発電機の試験（起動、切替え及び停止）、蓄

電池装置への切替え及び受電切替え試験を実施するとともに、その際、

擬似的に停電及び故障状態を発生させて、故障検知センサの動作を確

認する措置 

Ｆ 定期的に受電設備、自家用発電機及び蓄電池の定期保守及び点検を

実施する措置 

Ｇ 故障及び異常を自動検出して、運用者に通報するシステムにより、

動作を確認する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 
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⑹ 停電対策 

ア 予備電源の確保 

放送設備は、通常受けている電力の供給に異常が生じた場合において放送の

業務に著しい支障を及ぼさないよう自家用発電機又は蓄電池の設置その他

これに準ずる措置が講じられていること（規則第１０９条第１項関係）。 

なお、電力の供給の異常とは、電力の供給の停止又は電圧低下等である。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 非常用電源として自家用発電装置又は蓄電池装置を設置し、切替え

可能にする措置 

Ｂ 自家用発電装置及び蓄電池装置を設置する措置（第 20図参照） 

 
Ｃ 購入電力を２系統受電とする措置（第 21図参照） 

 
Ｄ 大規模災害時における広域・長時間の停電対策として、移動式の電

源設備を保守拠点、保守委託先等に配備する措置又ば複数の事業者で

共同配備する措置 

Ｅ 商用電源の異常跨において、放送の円滑な継続のため直ちにかつ確

実に非常用電源に切り替えるための保護継電器を設置する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

イ 発電機の燃料の確保 

自家用発電機の設置又は移動式の電源設備の配備を行う場合には、それらに

使用される燃料について、必要な量の備蓄又は補給手段の確保に努めること
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（規則第１０９条第２項関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 自家用発電機の燃料を電力供給が復旧するまでに必要な容量とす

る措置（例えば、テレビジョン放送及び中波放送の親局に係る放送局

の送信設備の自家用発電機について、電力供給が復旧するまで停電後

１日程度要すると想定した場合、その間放送を継続するために必要な

量の燃料を確保する。なお、確実に燃料補給が行われる場合や予備送

信所が使用可能な場合などは、この限りではない。） 

Ｂ 定期的に燃料備蓄状況の確認及び補給を実施する措置 

Ｃ 近隣の給油所等と燃料補給の契約をする措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

⑺ 送信空中線に起因する誘導対策 

送信空中線に近接した場所に設置する放送設備、工作物、工具その他送信空中線に近

接した場所に設置するものは、送信空中線からの電磁誘導作用による影響の防止策が

講じられていること（規則第１１０条関係）。 

なお、本措置は、送信空中線からの影響が及ぶ可能性がある場合に、必要に応じて講

じるものである。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

ア 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

(ｱ) 中波放送又は短波放送において、送信所内に設置される臨時の番組送出設備、

放送局の送信設備等については、非電導部材の使用、碍子による絶縁、接地

線の敷設等により、電磁誘導による高周波電流の発生を防ぐ措置 
(ｲ） 中波放送又は短波放送において、送信所内に設置される臨時の番組送出設備、

放送局の送信設備等については、放送波（振幅変調信号）がそれらを構成す

る装置に侵入することにより電気回路の動作が不安定になったり、当該回路

内での包絡線検波作用で発生する音声信号が混入するおそれがあるため、帯

域遮断フィルタ等を侵入経路に適宜挿入し防止する措置 
(ｳ) 中波放送又は短波放送において、空中線の近榜に設置する STL 空中線系につ

いては、帯域通過フィルタの設置を行い、影響を防止する措置 
(ｴ) 中波放送又は短波放送において、機器の低電圧回路、CPU 回路等のインター

フェース信号には、十分な送信波の電磁誘導対策（ノイズフィルタ等）を実

施する措置 
(ｵ) 短波放送において、放送局の送信設備の大電力高周波部は必要に応じ二重扉

とし、かつ、扉へ誘導する電流は確実に筐体側に流れるように接触片を取り

付ける措置 

(ｶ) 短波放送において、送信局舎は当該局舎全体をシールド構造とし、筐体から

発射される不要な電波が当該局舎外に漏れない構造とするとともに、監視制

御装置（PC 使用）室に個別シールドを設置し、空中線からの電波が当該局舎

内に入り込まないよう防止する措置 
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(ｷ) 短波放送において、空中線までの屋外給電線に平行線を使用するとともに、

屋内は全て同軸ケーブルを採用し、高周波誘導を最小に抑制する措置 
イ 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

（略） 

ウ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

アの規定を準用することとする。 

(8) 防火対策 

放送設備を収容し、又は設置する機器室は、自動火災報知設備及び消火設備の適切な

設置その他これに準ずる措置が講じられていること（規則第１１１条関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

ア 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

(ｱ)  自動火災報知器、消火ガス（ハロンガス、CO２等）系自動消火装置、消火

器等を設置する措置 
(ｲ)  建築物内、配管及び配線用空間内について、防火壁等による区画化又は石膏

ボード等による間仕切りを行う措置 
(ｳ)  放送設備の電源系統のショート等に起因する火災を防止するため、受電設備

に当該電源系統を切り離すための保護継電器及び遮断器を設置する措置 
(ｴ)  内装材、建築材料、ケーブル等について不燃性又は難燃性のものを用いる措

置 
(ｵ)  外部からの延焼を防止するため、RC（鉄筋コンクリート）局舎、 CB（コ

ンクリートブロック）局舎又は金属若しくはセメント板パネルを使用した局

舎に放送設備を収容する措置 
イ 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

（略） 

ウ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
アの規定を準用することとする。 

⑼ 屋外設備 

ア 空中線等への環境影響の防止 

屋外に設置する空中線（給電線を含む。）及びその附属設備並びにこれらを

支持し又は設置するための工作物（⑽の建築物を除く。イにおいて「屋外設

備」という。）は、通常想定される気象の変化、振動、衝撃、圧力その他設

置場所における外部環境の影響を容易に受けないものとなっていること（規

則第１１２条第１項関係）。 

なお、その他設置場所における外部環境の影響とは、地域により想定される

塩害、粉塵、津波等である。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 水等に直接接触しないよう耐候性塗料による塗装や水の侵入を防

ぐための防水テープ、防水ゴムパッキン等の防水加工を施し降雨等に

よる錆を低減させる措置 

Ｂ 風又は雪による空中線の損壊を防ぐため、通常想定される風圧又は

積雪量に耐えられる強度を確保する措置 

Ｃ 腐食等に十分耐えられるよう、ステンレス、真ちゅう材、溶融亜鉛
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メッキ材等の耐候性部材を使用する措置 

Ｄ FRP素材等を使用した防雪カバーで覆うことで、空中線が直接雨、

雪等に触れないようにする措置 

Ｅ 屋外に設置される給電線等の消耗を定期的に視認する措置 

Ｆ 寒冷地における屋外放熱器（水冷）には不凍液等による凍結対策を

実施する措置 

Ｇ 津波の影響を容易に受けないよう設置場所を選定する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
 (ｱ)の規定を準用することとする。 

イ 公衆による接触の防止 

屋外設備は、公衆が容易にそれに触れることができないように設置されてい

ること（規則第１１２条第２項関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 送信空中線の適当な地上高を確保する措置 

Ｂ 常駐警備員による巡回警備を行う措置 

Ｃ 敷地内への進入を防ぐ防護壁、フェンス等を設置する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 
(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

⑽ 放送設備を収容する建築物 

放送設備を収容し、又は設置する建築物は、次のアからウまでに適合するものである

こと。 

ア 建築物の強度 

当該放送設備を安全に設置することができる堅固で耐久性に富むものであ

ること（規則第１１３条第１号関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 所要の強度や耐久性を確保できるよう、放送設備を固定する天井面、

壁面及び床面に補強材（フレーム、筋交い、鋼材等）を施す措置 

Ｂ 建物の構造を堅固なものとする措置（コンクリート造、鉄骨造、耐

震設計等） 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

イ 屋内設備の動作環境の維持 

当該放送設備が安定に動作する環境を維持することができること（規則第１

１３条第２号関係）。 
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例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 放送設備を設置する機器室に空調設備、換気設備等を設置し、温度、

湿度等を定格環境条件の範囲内に保つ措置 

Ｂ 放送設備を収容函に納めることで、屋外環境の変化から保護する措

置 

Ｃ アスファルト防水、シート防水、塗装による塗膜防水等の防水処置

を行う措置 

Ｄ 吸排気設備における塵埃除去フィルタ、塩害防止フィルタ、デミス

タ、外気ダンパ等を設置する措置（第 22図参照） 

 
(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備  

（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

ウ 立入りへの対策 

当該放送設備を収容し、又は設置する機器室に、公衆が容易に立ち入り、又

は公衆が容易に放送設備に触れることができないよう施錠その他必要な措

置が講じられていること（規則第１１３条第３号関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

(ｱ) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
Ａ 建築物、放送設備を設置している機器室並びに金属及びセメント板

パネルを使用した局舎に入る扉への施錠、警備員による入退出管理又

は防犯ブザーや監視カメラ等の設置を行う措置 

Ｂ 他社ビルに放送設備を設置する場合、容易に立ち入れない部屋を借

用し、鍵はビルの管理下とする措置 

Ｃ 常駐警備員による巡回警備を実施する措置 

Ｄ 敷地内への進入を防ぐ防護壁、フェンス等を設置する措置 

Ｅ 小規模な中継局の放送設備収容函に施錠する措置 

(ｲ) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
（略） 

(ｳ) 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 
(ｱ)の規定を準用することとする。 

⑾ 耐雷対策 
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放送設備は、落雷による被害を防止するための耐雷トランスの設置その他の措置が講

じられていること（規則第１１４条関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

なお、本措置は、落雷による放送機器や受電部等の損壊等による放送の業務への影響

を軽減するために講じるものである。 

ア 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

(ｱ) 送信装置等について、空中線整合器への狭帯域通過回路の設置による雷サー

ジの低減、電力増幅器の分散、雷サージの検出による送信機出力の瞬断の設

計等を行う措置 
(ｲ) 最短での接地線の敷設を行う措置 
(ｳ) 受電部から侵入する雷被害を低減するために耐雷トランス又はアレスタを設

置する措置（第 23 図参照） 

 
(ｴ) 制御に使用する電気通信回線からの雷対策として、サージ吸収素子を取り付

ける措置 
(ｵ) 演奏所における接地線の区分け（放送用電源と一般用電源など）により、落

雷電流の回り込みを阻止する措置 
(ｶ) 避雷針等の避雷装置を設置する措置 
(ｷ) 地中深くに銅板、銅棒等の電極を埋め込むこと（深掘接地）により接地抵抗

を低減させる措置 
(ｸ) 中波放送の空中線の土台部分及び空中線とのインピーダンス整合装置に、空

中線系から侵入するサージ電流等を放電させるためのボールギャップ（金属）

又はカーボンギャップを設置し、送信装置本体への影響を防止する措置 
(ｹ) 放送設備と局舎を等電位となるように接地する措置（第 24 図参照） 

 
イ 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

（略） 

ウ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

アの規定を準用することとする。   
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⑿ 宇宙線対策 

人工衛星に設置する放送設備は、宇宙線による影響を容易に受けないための放射線対

策が講じられた構成部品の使用その他の措置が講じられていること（規則第１１５条

関係）。 

例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 

ア 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

(ｱ) 人工衛星の放送設備に使用される半導体素子について、材料及び部品レベル

で放射線対策が講じられたものを使用する措置 
(ｲ) 宇宙線によるソフトウェア誤動作（データのビット反転によるもの）を抑制

するため、エラー検出、エラー訂正等の機能を備える措置 
(ｳ) 人工衛星の調達仕様書に、宇宙線対策を講じることを記載し、対策を確保す

る措置 
イ 移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 

アの規定を準用することとする。 

２・３ （略）  

 

別添２ 放送の区分と送信の標準方式について（第３条⑺イ、第６条⑷イ、第 10 条の３⑷

イ及び第 12条⑺ア(ｲ)関係） 

１ 基幹放送設備を用いて行う基幹放送の品質 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 移動受信用地上基幹放送 

デジタル放送の標準方式第１章及び第４章の規定に適合するものであること。 

２ （略） 
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○平成 31年３月 31日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送

（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式第４

章第１節に定める放送を行うものに限る。）の業務の認定に係る方針 

行政手続法（平成５年法律第 88 号）第５条の規定に基づき、平成 31 年３月 31 日までの

公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル

放送に関する送信の標準方式第４章第１節に定める放送を行うものに限る。）の業務の認定

に係る方針を次のとおり定める。 

平成 25年 12月 10日 

総務大臣 新藤 義孝 

 

平成 31年３月 31日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準

テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式第４章第１節に

定める放送を行うものに限る。）の業務の認定に係る方針 

 

 （総則） 

第１条 平成 31年３月 31日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準

テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成 23年総務省令第 87

号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第４章第１節に定める放送を行うものに限

る。以下同じ。）の業務の認定を行うに当たっては、放送法（昭和 25 年法律第 132 号）、放

送法施行規則（昭和 25年電波監理委員会規則第 10号。以下「施行規則」という。）、基幹放

送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省

令（平成 27 年総務省令第 26 号）、基幹放送普及計画（昭和 63 年郵政省告示第 660 号）、基

幹放送用周波数使用計画（昭和 63 年郵政省告示第 661 号）及び放送法関係審査基準（平成

23 年総務省訓令第 30 号。以下「審査基準」という。）の規定によるほか、この訓令に定め

るところによるものとする。 

 

（認定する移動受信用地上基幹放送の業務） 

第２条 認定する移動受信用地上基幹放送の業務に係る周波数については、申請する放送対

象地域において電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 27 条の 13 第１項に基づき認定された

開設計画に記載された、３セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第

11条第１項に規定する３セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）及び１セ

グメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第 11 条第１項に規定する１セ

グメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）とする。 

２ 移動受信用地上基幹放送の業務の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、次の表の区分に従い、申請するものとする。 

 セグメント領域 セグメント数 認定数 

① 

注 

３セグメント形式のＯＦＤＭフ

レーム 

1/5、2/5、3/5、4/5、１、

6/5、7/5、8/5、9/5、２、

11/5、12/5、13/5、14/5

又は３ 

１以上 

15以

下 

② 

注 

１セグメント形式のＯＦＤＭフ

レーム 

1/5、2/5、3/5、4/5又は

１ 

１以上 

５以下 

 注 申請者は、基準セグメント数（施行規則第 61 条第３号イに規定する基準セグメント
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数をいう。）を申請することを妨げない。 

 

（比較審査基準） 

第３条 移動受信用地上基幹放送の業務に関し、審査基準第 10 条の３の規定に適合する申

請者に指定することのできる周波数が不足する場合には、特別の事情がある場合を除き、審

査基準第 10 条の４の規定にかかわらず、次に掲げる基準への適合性その他放送の普及及び

健全な発達への寄与の程度を総合的に勘案し、最も公共の福祉に適合するものを優先するも

のとする。 

⑴ 事業計画の適正性及び確実性 

次に掲げる事項その他事業計画の適正性及び確実性を総合的に勘案し、より業務の維

持が確実な事業計画を有するものであること。 

ア 事業開始までの資金調達の適正性及び確実性 

イ 事業開始後の収入の算出根拠の適正性及び確実性並びに費用算出の適正性 

ウ 放送番組の制作及び調達の確実性 

⑵ 放送番組の多様性 

新たな放送番組の分野の確保、放送番組の特定分野への偏り等を勘案し、より放送番

組の多様性の確保に資するものであること。 

⑶ 放送の特性を生かしたサービスの推進 

次に掲げる取組等、移動受信用地上基幹放送の、自動車その他の陸上を移動するもの

に設置して使用し、又は携帯して使用するための受信設備により受信されるという特性

並びに影像、音響、信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番組の放

送番組の形態を柔軟に組み合わせることができるという特性を生かしたサービスの推

進のためのより充実した取組を行うものであること。 

ア 影像、音響、信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番組の放送

番組の形態の多様な組合せの確保のための取組やその組合せに係る創意工夫を生か

した取組 

イ 受信設備に応じた放送番組の画面構成や放送番組に係る附随サービス等に係る創

意工夫を生かした取組 

⑷ 青少年の保護 

成人向け番組を含む放送を行わないことが放送事項に明確に記載されており、かつ、

放送番組についてより充実した青少年保護措置を講ずるものであること。 

⑸ 放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保 

放送番組の制作及び調達に係る取引に関する指針の作成や当該取引を円滑に行うた

めの取組等、放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保のためのより充実し

た取組を行うものであること。 

⑹ 国内受信者の利益の確保 

国内受信者の意図に反した有料サービスへの誘導を防止するための措置等の具体的

な計画を有していること、全ての移動受信用地上基幹放送事業者（デジタル放送の標準

方式第４章第１節に定める放送の業務を行う者に限る。）が共通して利用できるシステ

ムの構築等の具体的な計画を有していること等、国内受信者の利益の確保のためのより

充実した取組を行うものであること。 

⑺ 受信設備の普及に関する事項 

移動受信用地上基幹放送を受信することのできる受信設備を各放送対象地域におい

て住民に普及させるための計画の内容がより充実していること。 
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⑻ 地域密着性の確保 

放送を行おうとする地域に密着した各種の情報（地域の行政情報・タウン情報・交通

情報・観光情報等）に関する番組等、当該地域の住民の要望に応える放送が、より多く

設けられていること。 

 

  



 

3 - 40 

  

 



 

 

4 - 1       

 

 

認定申請に係るＱ＆Ａ 

 

 

１ 総 論 

問１－１ 複数の申請を行うことは可能でしょうか。 

（答） 複数の申請を行うことについては、「基幹放送の業務に係る特定役員及び支

配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令」（平成２７年総

務省令第２６号）の規定（申請者及び申請者と「支配関係」にある事業者が、一又

は隣接する二つの放送対象地域において使用するセグメント数の上限は６セグ

メント、等）に抵触しない範囲で可能となります。 

 

問１－２ 業務開始予定期日は、いつ頃に設定すればよいのでしょうか。 

（答） 業務開始の予定期日については、放送開始のために必要な作業（放送設備

の整備、受信機の動作検証など）に要する期間は事業計画の内容に合わせ、申

請者において基幹放送局提供事業者（ハード事業者）である（株）ＶＩＰ等と十分に

調整を行った上で設定してください。 

 

問１－３ 各種業務の実施に必要な体制の整備について、自社において当該体制を

整備する場合と、一部の業務を他の会社に委託して当該体制の整備を行う場合と

の間で、審査に違いはありますか。 

（答） 例えば設備維持業務等に係る実施体制の整備については、自社において体

制を整備するか、他者に委託して体制を整備するかに関わらず、審査基準に照

らして適切に体制が整備されるものであるか等の審査を行うものです。 

    なお、体制に係る整備のために一部の業務を他者へ委託する場合は、申請者

が当該体制を適切に管理・運用できることを証明する必要があります。 

 

２ 比較審査基準 

問２－１ 「事業計画の適正性及び確実性」はどのような点を審査するのでしょうか。 

（答） 例えば、資金調達計画や収支計画、番組調達計画が、より確からしい根拠と

なる文書等に基づいて、適正に算出・策定されていることや、これらの計画が確

実に実行されうるものであるかといった点について審査を行うものです。 

 

問２－２ 「放送番組の多様性」について、再放送が少ないことは評価の対象となるの

でしょうか。 

（答） 放送番組の多様性については、再放送の多寡を審査するものではありませ

ん。 
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問２－３ 「放送の特性を生かしたサービスの推進」について、通信サービスとの連携

やいわゆる通信補完サービスを行っていれば高い評価となるのでしょうか。 

（答） 「放送の特性を生かしたサービスの推進」については、当該サービス内容に関

わらず、具体的な態様や料金体系を示す資料に基づき、それが他の申請者と比

べて「創意工夫を生かした取組」を行うものであるかを審査するものです。 

 

問２－４ 「青少年の保護」において、どのような青少年保護措置を講ずればよいので

しょうか。 

（答） 例えば、リアルタイム型放送番組の場合は放送時間帯の配慮を行うことや、必

要がある場合は視聴に当たって年齢確認や警告を表示すること等が考えられま

す。 

 

問２－５ 「放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保」はどのような取

組を行えばよいのでしょうか。 

（答） 例えば、放送事業者と放送番組制作者の取引に関するガイドラインの作成や、

これらの取引に係る社内研修等の充実、放送番組制作者等のコンテンツ制作

に係るインセンティブや創意工夫の意欲の増進を図るような計画を有すること

が考えられます。 

 

問２－６ 「国内受信者の利益の確保」はどのような措置を講ずればよいのでしょう

か。 

（答）  例えば、受信者を有料サービスに誘導する際に、追加的な料金の発生に係

る注意喚起を行うこと、受信者にとって一連のサービスを利用しやすい課金や

認証のシステム等を共通化すること等が考えられます。 

 

問２－７ 「受信設備の普及に関する事項」はどのような取組を行えばよいのでしょう

か。 

（答） 例えば、受信設備の製造業者等に対する協力や、当該受信設備を通じて提供

される新たな放送サービスの宣伝・周知活動を行うこと等が考えられます。 

 



 

 

  



 

 

本マニュアルはインターネットにも掲載しています。 

 

【総務省の情報通信政策に関するポータルサイト】内 

マニュアルハンドブック支援メニュー 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/manual.html 
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	Ⅳ　別表第九号(第65条第２項関係)
	具体的記載例【別表９】


	２．業務に従事する者の実務経験等
	２．業務に従事する者の実務経験等

	03  第三編「関係法令集」v5
	○放送法（抄）
	第二条　この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。
	一～三十　（略）
	三十一　「特定役員」とは、法人又は団体の役員のうち、当該法人又は団体の業務の執行に対し相当程度の影響力を有する者として総務省令で定めるものをいう。
	三十二　「支配関係」とは、次のいずれかに該当する関係をいう。
	イ　一の者及び当該一の者の子会社（第百五十八条第一項に規定する子会社をいう。）その他当該一の者と総務省令で定める特別の関係にある者が有する法人又は団体の議決権の数の当該法人又は団体の議決権の総数に占める割合が十分の一以上三分の一以下の範囲内で総務省令で定める割合を超える場合における当該一の者と当該法人又は団体の関係
	ロ　一の法人又は団体の特定役員で他の法人又は団体の特定役員の地位を兼ねる者の数の当該他の法人又は団体の特定役員の総数に占める割合が五分の一以上三分の一以下の範囲内で総務省令で定める割合を超える場合における当該一の法人又は団体と当該他の法人又は団体との関係
	ハ　イ及びロに掲げるもののほか、一の者が株式の所有、役員の兼任その他の事由を通じて法人又は団体の経営を実質的に支配することが可能となる関係にあるものとして総務省令で定める場合における当該一の者と当該法人又は団体の関係


	第九十三条　基幹放送の業務を行おうとする者（電波法の規定により当該基幹放送の業務に用いられる特定地上基幹放送局の免許を受けようとする者又は受けた者を除く。）は、次に掲げる要件のいずれにも該当することについて、総務大臣の認定を受けなければならない。
	一　当該業務に用いられる基幹放送局設備を確保することが可能であること。
	二　当該業務を維持するに足りる経理的基礎及び技術的能力があること。
	三　当該業務に用いられる電気通信設備（基幹放送局設備を除く。以下「基幹放送設備」という。）が第百十一条第一項の総務省令で定める技術基準に適合すること。
	四　当該業務を行おうとする者が次のいずれにも該当しないこと。ただし、当該業務に係る放送の種類、放送対象地域その他の事項に照らして基幹放送による表現の自由ができるだけ多くの者によつて享有されることが妨げられないと認められる場合として総務省令で定める場合は、この限りでない。
	イ　基幹放送事業者
	ロ　イに掲げる者に対して支配関係を有する者
	ハ　イ又はロに掲げる者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者

	五　その認定をすることが基幹放送普及計画に適合することその他放送の普及及び健全な発達のために適切であること。
	六　当該業務を行おうとする者が次のイからルまで（衛星基幹放送又は移動受信用地上基幹放送の業務を行おうとする場合にあつては、ホを除く。）のいずれにも該当しないこと。
	イ　日本の国籍を有しない人
	ロ　外国政府又はその代表者
	ハ　外国の法人又は団体
	ニ　法人又は団体であつて、イからハまでに掲げる者が特定役員であるもの又はこれらの者がその議決権の五分の一以上を占めるもの
	ホ　法人又は団体であつて、⑴に掲げる者により直接に占められる議決権の割合とこれらの者により⑵に掲げる者を通じて間接に占められる議決権の割合として総務省令で定める割合とを合計した割合がその議決権の五分の一以上を占めるもの（ニに該当する場合を除く。）
	⑴　イからハまでに掲げる者
	⑵　⑴に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以上である法人又は団体

	ヘ　この法律又は電波法に規定する罪を犯して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者
	ト　第百三条第一項又は第百四条（第五号を除く。）の規定により認定の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者
	チ　第百三十一条の規定により登録の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者
	リ　電波法第七十五条第一項又は第七十六条第四項（第四号を除く。）の規定により基幹放送局の免許の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者
	ヌ　電波法第二十七条の十五第一項又は第二項（第三号を除く。）の規定により移動受信用地上基幹放送をする無線局に係る同法第二十七条の十三第一項の開設計画の認定の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者
	ル　法人又は団体であつて、その役員がヘからヌまでのいずれかに該当する者であるもの


	２　前項の認定を受けようとする者は、総務省令で定めるところにより、次の事項（衛星基幹放送にあつては、次の事項及び当該衛星基幹放送の業務に係る人工衛星の軌道又は位置）を記載した申請書を総務大臣に提出しなければならない。
	一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
	二　基幹放送の種類
	三　基幹放送の業務に用いられる基幹放送局について電波法の規定による免許を受けようとする者又はその免許を受けた者の氏名又は名称
	四　希望する放送対象地域
	五　基幹放送に関し希望する周波数
	六　業務開始の予定期日
	七　放送事項
	八　基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要

	３　前項の申請書には、事業計画書、事業収支見積書その他総務省令で定める書類を添付しなければならない。
	４　第一項の認定（協会又は学園の基幹放送の業務その他総務省令で定める特別な基幹放送の業務に係るものを除く。）の申請は、総務大臣が公示する期間内に行わなければならない。第九十六条第一項の認定の更新（地上基幹放送の業務に係るものに限る。）の申請についても、同様とする。
	５　前項の期間は、一月を下らない範囲内で申請に係る基幹放送において使用する周波数ごとに定める期間（地上基幹放送において使用する周波数にあつては、その周波数を使用する基幹放送局に係る電波法第六条第七項の公示の期間と同一の期間）とし、前項の規定による期間の公示は、基幹放送の種類及び放送対象地域その他認定の申請に資する事項を併せ行うものとする。
	第九十四条　前条第一項の認定は、次の事項（衛星基幹放送にあつては、次の事項及び当該衛星基幹放送の業務に係る人工衛星の軌道又は位置）を指定して行う。
	一　電波法の規定により基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許を受けた者の氏名又は名称
	二　放送対象地域
	三　基幹放送に係る周波数

	２　総務大臣は、前条第一項の認定をしたときは、認定証を交付する。
	３　認定証には、次の事項（衛星基幹放送にあつては、次の事項及び当該衛星基幹放送の業務に係る人工衛星の軌道又は位置）を記載しなければならない。
	一　認定の年月日及び認定の番号
	二　認定を受けた者の氏名又は名称
	三　基幹放送の種類
	四　電波法の規定により基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許を受けた者の氏名又は名称
	五　放送対象地域
	六　基幹放送に係る周波数
	七　放送事項

	第九十五条　認定基幹放送事業者は、第九十三条第一項の認定を受けたときは、遅滞なく、その業務の開始の期日を総務大臣に届け出なければならない。
	２　基幹放送の業務を一箇月以上休止するときは、認定基幹放送事業者は、その休止期間を総務大臣に届け出なければならない。休止期間を変更するときも、同様とする。
	第百八条 　基幹放送事業者は、国内基幹放送等を行うに当たり、暴風、豪雨、洪水、地震、大規模な火事その他による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、その発生を予防し、又はその被害を軽減するために役立つ放送をするようにしなければならない。
	第百十条 　基幹放送事業者は、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項を含む放送番組の供給に関する協定を締結してはならない。
	第百十一条 　認定基幹放送事業者は、基幹放送設備を総務省令で定める技術基準に適合するように維持しなければならない。
	２　前項の技術基準は、これにより次に掲げる事項が確保されるものとして定められなければならない。
	一 　基幹放送設備の損壊又は故障により、基幹放送の業務に著しい支障を及ぼさないようにすること。
	二 　基幹放送設備を用いて行われる基幹放送の品質が適正であるようにすること。


	○放送法施行規則（抄）
	第二条 　この省令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。
	一～十　（略）
	十一　「番組送出設備」とは、放送番組の素材を切り替え、当該放送番組の素材その他放送番組を構成する映像、音声、文字及びデータに係る信号を調整（デジタル放送の場合にあつては、主として映像、音声及びデータに係る信号を符号化及び多重化することをいう。）し、放送番組として送出し、並びにこれらを管理する機能を有する電気通信設備（電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第二条第二号 に規定する電気通信設備をいう。以下同じ。）をいう。
	十二　「放送局の送信設備」とは、地上基幹放送及び移動受信用地上基幹放送にあつては放送をする無線局の送信設備をいい、衛星基幹放送にあつては人工衛星の放送局の送信設備（地球局から伝送された放送番組を受信するための電気通信設備を含む。）をいう。
	十三　（略）
	十四　「中継回線設備」とは、地上基幹放送及び移動受信用地上基幹放送にあつては番組送出設備から送出された放送番組を放送局の送信設備まで伝送する機能を有する電気通信設備、異なる場所に設置した放送局の送信設備の間で放送番組を伝送する機能を有する電気通信設備（放送波により中継を行う場合は、その受信設備を含む。）又は異なる場所に設置した番組送出設備間に設ける電気通信設備をいい、衛星基幹放送にあつては番組送出設備から送出された放送番組を地球局設備まで伝送するための電気通信設備をいう。

	第六十一条　基幹放送の業務の認定の申請は、次の各号に掲げる基幹放送の区分に応じ、当該各号に定める項目ごとに行わなければならない。
	一・二　（略）
	三　移動受信用地上基幹放送
	イ　　標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式 （平成二十三年総務省令第八十七号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第四章第一節 に定める放送にあつては、放送の種類ごと、希望する放送対象地域ごと、希望する三セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第十一条第一項 に規定する三セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）又は一セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第十一条第一項 に規定する一セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以...
	ロ  （略）


	第六十四条　法第九十三条第二項に規定する申請書の様式は、別表第六号に掲げるとおりとする。
	第六十五条　法第九十三条第三項の事業計画書の様式は別表第七号に掲げるとおりとし、同項の事業収支見積書の様式は別表第八号に掲げるとおりとする。
	２　法第九十三条第三項の総務省令で定める書類は、別表第九号の様式による基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力及び別表第十号の様式による基幹放送の業務に用いられる設備等の工事に係る費用（地上基幹放送の場合に限る。）とする。
	第六十七条　基幹放送の業務の認定の申請書又は添付書類が不適法（違式な記載を含む。）なものであると認めるときは申請者に訂正を求め、又は理由を示して返すことがある。
	２　（略）
	第六十九条　基幹放送の業務の認定を拒否したときは、申請者に対しその旨の理由を記載した文書をもつて通知する。
	２　（略）
	第七十条　（略）
	２　（略）
	３　セグメント連結伝送方式（デジタル放送の標準方式第四章第一節 に定めるセグメント連結伝送方式をいう。）による放送を行う移動受信用地上基幹放送の業務に係る法第九十四条第一項第三号の規定による周波数の指定に際しては、次に掲げる事項を指定するものとする。
	一 　中央の周波数
	二 　三セグメント形式のＯＦＤＭフレーム又は一セグメント形式のＯＦＤＭフレームの別
	三 　伝送方式
	四 　セグメント数又は基準セグメント数
	五 　搬送波の変調の方式
	六 　誤り訂正内符号の符号化率

	４　（略）
	５　この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
	一　中央の周波数　基幹放送局が放送番組の放送に使用する周波数帯の中央の周波数をいう。
	二　（略）
	三　搬送波の変調の方式　次のイ又はロに掲げる基幹放送の区分に応じて、当該イ又はロに定める方式をいう。
	イ　（略）
	ロ　移動受信用地上基幹放送　デジタル放送の標準方式第四章第一節に定める放送にあつてはデジタル放送の標準方式第二十四条の四に規定する四相位相変調又は十六値直交振幅変調、同章第二節に定める放送にあつてはデジタル放送の標準方式第二十九条に規定する四分のπシフト差動四相位相変調、四相位相変調、十六値直交振幅変調又は六十四値直交振幅変調

	四　誤り訂正内符号の符号化率　次のイ又はロに掲げる基幹放送の区分に応じて、当該イ又はロに定める符号化率をいう。
	イ　（略）
	ロ　移動受信用地上基幹放送　デジタル放送の標準方式第四章第一節又は第二節に定める放送にあつてはデジタル放送の標準方式第二十四条の七又は第三十二条において準用するデジタル放送の標準方式第十五条第二項に規定する誤り訂正内符号の符号化率


	第七十一条　法第九十四条第二項の認定証の様式は、別表第十一号で定める。
	２・３　（略）
	４　前条第三項及び第四項の規定は、デジタル放送の標準方式第四章第一節又は第二節に定める放送を行う移動受信用地上基幹放送の業務に係る認定証に周波数を記載する場合に準用する。
	第七十二条　総務大臣は、第六十四条の申請書（第七十四条第一項、第七十八条第一項及び第七十九条第一項の申請書並びに第七十七条及び第八十六条第一項の規定による届出書を含む。）及び第六十五条第一項の事業計画書（第七十四条第一項、第七十六条第一項、第七十八条第一項第七号及び第七十九条第一項第六号の事業計画並びに第八十六条第一項の規定により提出された書類を含む。）に記載された事項のうち、特に公表することが適当であるものを告示する。
	２　総務大臣は、前項の規定により告示した事項について、インターネットの利用その他の方法により公表する。
	第七十三条　法第九十五条第一項の規定による業務の開始の届出は、別表第十二号の様式により行うものとする。
	２・３　（略）
	第百四条　番組送出設備、中継回線設備（送信空中線系及び受信空中線系を除く。）、地球局設備（送信空中線系を除く。）及び放送局の送信設備（送信空中線系を除く。）の機器は、その機能を代替することができる予備の機器の設置若しくは配備の措置又はこれに準ずる措置が講じられ、かつ、その損壊又は故障（以下「損壊等」という。）の発生時に当該予備の機器に速やかに切り替えられるようにしなければならない。ただし、他に放送を継続する手段がある場合は、この限りでない。
	第百五条　番組送出設備、中継回線設備、地球局設備及び放送局の送信設備（以下この款において「放送設備」という。）は、電源供給停止、動作停止、動作不良（誤設定によるものを含む。）その他放送の業務に直接係る機能に重大な支障を及ぼす損壊等の発生時には、これを直ちに検出し、当該放送設備を運用する者に通知する機能を備えなければならない。
	２　前項の規定にかかわらず、やむを得ず同項に規定する機能を備えることができない放送設備は、損壊等の発生時にこれを目視又は聴音等により速やかに検出し、当該放送設備を運用する者に通知することが可能となる措置を講じなければならない。
	第百六条　放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の点検及び調整に必要な試験機器の配備又はこれに準ずる措置が講じられたものでなければならない。
	２　放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の損壊等が発生した場合における応急復旧工事、電力の供給その他の応急復旧措置を行うために必要な機材の配備又はこれに準ずる措置が講じられたものでなければならない。
	第百七条　放送設備の据付けに当たつては、通常想定される規模の地震による転倒又は移動を防止するため、床への緊結その他の耐震措置が講じられなければならない。
	２　放送設備は、通常想定される規模の地震による構成部品の接触不良及び脱落を防止するため、構成部品の固定その他の耐震措置が講じられたものでなければならない。
	３　その損壊等により放送の業務に著しい支障を及ぼすおそれのある放送設備に関しては、前二項の耐震措置は、大規模な地震を考慮したものでなければならない。
	第百八条　放送設備の機器の機能を代替することができる第百四条に規定する予備の機器は、定期的に機能確認等の措置が講じられていなければならない。
	２　放送設備の電源設備は、定期的に電力供給状況の確認等の措置が講じられていなければならない。
	第百九条　放送設備は、通常受けている電力の供給に異常が生じた場合において放送の業務に著しい支障を及ぼさないよう自家用発電機又は蓄電池の設置その他これに準ずる措置が講じられなければならない。
	２　前項の規定に基づく自家用発電機の設置又は移動式の電源設備の配備を行う場合には、それらに使用される燃料について、必要な量の備蓄又は補給手段の確保に努めなければならない。
	第百十条　送信空中線に近接した場所に設置する放送設備、工作物、工具その他送信空中線に近接した場所に設置するものは、送信空中線からの電磁誘導作用による影響を防止する措置が講じられていなければならない。
	第百十一条　放送設備を収容し、又は設置する機器室は、自動火災報知設備及び消火設備の適切な設置その他これに準ずる措置が講じられたものでなければならない。
	第百十二条　屋外に設置する空中線（給電線を含む。）及びその附属設備並びにこれらを支持し又は設置するための工作物（次条の建築物を除く。次項において「屋外設備」という。）は、通常想定される気象の変化、振動、衝撃、圧力その他設置場所における外部環境の影響を容易に受けないものでなければならない。
	２　屋外設備は、公衆が容易にそれに触れることができないように設置されなければならない。
	第百十三条　放送設備を収容し、又は設置する建築物は、次の各号に適合するものでなければならない。
	一　当該放送設備を安全に設置することができる堅固で耐久性に富むものであること。
	二　当該放送設備が安定に動作する環境を維持することができること。
	三　当該放送設備を収容し、又は設置する機器室に、公衆が容易に立ち入り、又は公衆が容易に放送設備に触れることができないよう施錠その他必要な措置が講じられていること。

	第百十四条　放送設備は、落雷による被害を防止するための耐雷トランスの設置その他の措置が講じられていなければならない。
	第百十五条　人工衛星に設置する放送設備は、宇宙線による影響を容易に受けないための放射線対策が講じられた構成部品の使用その他の措置が講じられていなければならない。
	第百二十三条　第百五条第二項、第百十二条及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹放送（デジタル放送の標準方式第四章第一節に定める放送を行うものに限る。以下この条において同じ。）の業務に用いられる番組送出設備について適用しない。
	２　第百四条、第百七条第三項、第百八条、第百十二条第二項及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワット以下の放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものを除く。）及び当該放送局の送信設備について適用しない。
	３　第百十一条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワット以下の放送局のうち高速自動車国道（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三条第一号の高速自動車国道をいう。以下この項において同じ。）又は高速自動車国道のサービスエリア若しくはパーキングエリア（道路法施行令（昭和二十七年政令第四百七十九号）第七条第十三号又は高速自動車国道法（昭和三十二年法律第七十九号）第十一条第二号に規定する施設をいう。）に設置されるものへの送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものを除く。）及...
	４　第百四条及び第百六条から第百十四条までの規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワット以下の放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものに限る。）について適用しない。
	５　第百七条第三項及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワットを超え五〇〇ワット以下の放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものを除く。）及び当該放送局の送信設備について適用しない。
	６　第百六条、第百七条及び第百九条から第百十四条までの規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力三ワットを超え五〇〇ワット以下の放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものに限る。）について適用しない。
	７　第百五条第二項及び第百十五条の規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力五〇〇ワットを超える放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものを除く。）及び当該放送局の送信設備について適用しない。
	８　第百五条第二項、第百六条、第百七条及び第百九条から第百十四条までの規定は、移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる空中線電力五〇〇ワットを超える放送局への送信に係る中継回線設備（人工衛星に設置されるものに限る。）について適用しない。

	○基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令（抄）
	第一条　この省令は、基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関して、放送法（以下「法」という。）の委任に基づく事項を定めることを目的とする。
	第二条　この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
	一～十二　（略）
	十三　業務執行役員　定款に特別の定めがある場合その他これに準ずる特別の事情がある場合を除き、次のイからルまでに掲げる法人又は団体の区分に応じ、当該イからルまでに定める者をいう。
	イ　株式会社　次に定める者
	ロ　持分会社　社員
	ハ　一般社団法人　次に定める者
	ニ　一般財団法人　業務執行理事
	ホ　学校法人　理事
	ヘ　社会福祉法人　理事
	ト　特定非営利活動法人　理事
	チ　宗教法人　代表役員
	リ　中小企業等協同組合　代表理事
	ヌ　民法組合　組合員
	ル　その他の法人又は団体　イからヌまでに定める者に準ずる者

	十四　業務執行決定役員　定款に特別の定めがある場合その他これに準ずる特別の事情がある場合を除き、次のイからルまでに掲げる法人又は団体の区分に応じ、当該イからルまでに定める者をいう。
	イ　株式会社　取締役
	ロ　持分会社　社員
	ハ　一般社団法人　理事
	ニ　一般財団法人　理事
	ホ　学校法人　理事
	ヘ　社会福祉法人　理事
	ト　特定非営利活動法人　理事
	チ　宗教法人　責任役員
	リ　中小企業等協同組合　理事
	ヌ　民法組合　組合員
	ル　その他の法人又は団体　イからヌまでに定める者に準ずる者

	十五（略）
	十六　申請者　基幹放送の業務を行うことについて法第九十三条第一項の認定の申請をする者又は電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）の規定により特定地上基幹放送局の免許の申請をする者をいう。
	十七　申請者等　一の者（申請者又は申請者に対して支配関係を有する者をいう。）及び当該一の者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者（当該一の者が申請者に対して支配関係を有する者である場合にあっては、申請者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者を含む。）から成る集団（申請者に対して支配関係を有する者及び申請者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者がない場合にあっては、申請者）をいう。
	十八～三十七（略）

	第三条　法第二条第三十一号の総務省令で定める者は、業務執行役員及び業務執行決定役員とする。
	２　前項の規定にかかわらず、法第二条第三十一号の法人又は団体が衛星基幹放送又は移動受信用地上基幹放送の業務を行う者であり、かつ、当該法人又は団体の業務執行決定役員であって業務執行役員でない者の数の当該法人又は団体の業務執行決定役員の総数に占める割合が三分の一を超えない場合における当該業務に係る同号の総務省令で定める者は、業務執行役員とする。
	第四条　法第二条第三十二号イの総務省令で定める特別の関係は、次のいずれかに該当する関係とする。
	一　一の者が有する法人又は団体（一般社団法人等を除く。以下この号において同じ。）の議決権の数の当該法人又は団体の議決権の総数に占める割合が二分の一を超える場合における当該一の者（以下この条において「支配株主等」という。）と当該法人又は団体（以下この条において「被支配法人等」という。）との関係
	二　一の法人又は団体の特定役員で他の法人又は団体（一般社団法人等に限る。以下この号において同じ。）の特定役員の地位を兼ねる者の数の当該他の法人又は団体の特定役員の総数に占める割合が二分の一を超える場合における当該一の法人又は団体と当該他の法人又は団体との関係

	２　被支配法人等が有する他の法人又は団体（一般社団法人等を除く。以下この項において同じ。）の議決権の数の当該他の法人又は団体の議決権の総数に占める割合が二分の一を超える場合には、当該他の法人又は団体も、支配株主等の被支配法人等とみなして前項第一号の規定を適用する。
	第五条　法第二条第三十二号イの総務省令で定める割合は、十分の一とする。
	２（略）
	３　第一項の規定にかかわらず、法第二条第三十二号イの法人又は団体が衛星基幹放送又は移動受信用地上基幹放送の業務を行う者である場合における当該業務に係る同号イの総務省令で定める割合は、三分の一とする。
	第八条　法第九十三条第一項第四号ただし書（法第百六十二条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の総務省令で定める場合は、申請者等（二以上の者が申請者に対して支配関係を有する場合にあっては、当該二以上の者ごとの申請者等）が次の各号のいずれにも適合する場合（当該申請者等が認定放送持株会社等である場合にあっては、当該認定放送持株会社等が次の各号のいずれにも適合する場合又は当該認定放送持株会社等に係る認定放送持株会社が次条各号のいずれにも適合する場合）とする。ただし、基幹放送の普及及び健全な発...
	一　申請者等がテレビジョン放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が一を超える場合にあっては、次のいずれにも該当すること。
	イ　当該テレビジョン放送による地上基幹放送の業務に係る放送対象地域が重複しないこと。
	ロ　特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等がテレビジョン放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が一を超えないこと。


	二　申請者等がラジオ放送（コミュニティ放送を除く。以下この号において同じ。）による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が四を超える場合にあっては、次のいずれにも該当すること。
	イ　当該ラジオ放送による地上基幹放送の業務に係る一の放送対象地域の全部又は一部において申請者等がラジオ放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計（ロの放送系の数の合計に含まれるものを除く。）にロの放送系の数の合計を加えた数が、いずれの放送対象地域においても四を超えないこと。
	ロ　特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等がラジオ放送による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が四を超えないこと。
	三　特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等がラジオ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務に関し使用する放送系の数の合計が一を超える場合にあっては、それらの放送系に係る放送対象地域がいずれも特定の一の市区町村の区域をその全部又は一部とするものであること。
	四　申請者等にラジオ放送（コミュニティ放送を除く。）による地上基幹放送の業務を行う者及びラジオ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務を行う者のいずれもが属する場合にあっては、次のいずれにも該当すること。
	イ　当該ラジオ放送（コミュニティ放送を除く。）による地上基幹放送の業務に係る放送対象地域と当該ラジオ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務に係る放送対象地域とが重複しないこと。
	ロ　特定議決権保有関係を支配関係に該当しないものとみなした場合に、申請者等にラジオ放送（コミュニティ放送を除く。）による地上基幹放送の業務を行う者又はラジオ放送（コミュニティ放送に限る。）による地上基幹放送の業務を行う者のいずれかが属さないこと。

	五　申請者等に係る第二条第十七号に規定する一の者がテレビジョン放送による地上基幹放送の業務を自ら行い、又はテレビジョン放送による地上基幹放送の業務を行う者に対して支配関係を有し、かつ、当該一の者がそれらのテレビジョン放送による地上基幹放送の業務に係る放送対象地域と重複する放送対象地域においてラジオ放送（全国放送を除く。以下この号において同じ。）による地上基幹放送の業務を自ら行い、又はラジオ放送による地上基幹放送の業務を行う者に対して支配関係を有する場合にあっては、当該一の者が当該重複する地域におい...
	六　申請者等が衛星基幹放送の業務に関し使用するトランスポンダ数の合計が四を超えないこと。
	七　申請者等に地上基幹放送の業務を行う者及び衛星基幹放送の業務を行う者のいずれもが属する場合にあっては、次のいずれにも該当すること。
	ロ　申請者等が衛星基幹放送（放送衛星業務用の周波数を使用して行われるものを除く。）の業務に関し使用するトランスポンダ数の合計が二を超えないこと。

	八　申請者等が移動受信用地上基幹放送（全国放送に限る。）の業務に関し使用するセグメント数の合計が十三を超えないこと。
	九　申請者等が移動受信用地上基幹放送（広域放送又は県域放送に限る。以下この号において同じ。）の業務に関し使用するセグメント数の合計が一の放送対象地域において六を超えず、かつ、次のいずれにも該当すること。
	イ　当該移動受信用地上基幹放送の業務に係る放送対象地域の数が二を超えないこと。
	ロ　当該移動受信用地上基幹放送の業務に係る放送対象地域の数が二である場合にあっては、これらの放送対象地域が隣接すること。

	十　申請者等に、次のいずれかに該当する者が属さないこと。
	イ　地上基幹放送（テレビジョン放送及びラジオ放送を除く。）の業務を行う者
	ロ　移動受信用地上基幹放送（全国放送、広域放送及び県域放送を除く。）の業務を行う者
	ハ　日本放送協会又は放送大学学園



	○基幹放送普及計画（抄）
	第１　基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本的事項
	１　基幹放送を国民に最大限に普及させるための指針
	(1)　国内放送の普及
	ア・イ　（略）
	ウ　移動受信用地上基幹放送の普及
	(ｱ)　全国各地域においてあまねく受信できること。
	(ｲ)　受信設備の普及に配慮すること。
	(ｳ)　自動車その他の陸上を移動するものに設置して使用し、又は携帯して使用するための受信設備により受信されるという特性を生かしたサービスの推進に十分配慮すること。


	(2)～(4)　（略）

	２　基幹放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、基幹放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにするための指針
	(1)・(2)　（略）
	(3)　移動受信用地上基幹放送の業務については、原則として、一の者によって行われ、又は支配される移動受信用地上基幹放送の業務に係る伝送容量を制限し、できるだけ多くの者に対し移動受信用地上基幹放送を行う機会を開放する。
	(4)　各地域社会における各種の大衆情報提供手段の所有及び支配が、原則として、特定の者に集中することを避ける。

	３　その他基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本的事項
	第２　放送法第９３条第１項第５号に規定する「基幹放送普及計画に適合すること」への適合（特定地上基幹放送事業者の場合にあっては、電波法第７条第２項第４号ハに規定する「基幹放送普及計画に適合すること」への適合）
	１　「基幹放送普及計画に適合すること」に関しては、次の要件に該当すること。
	(1)　放送法第106条第1項の規定に基づき、放送番組の相互の間の調和を保つこと(総合放送を行うものに限る。)。
	(2)　放送法第106条第2項の規定に基づき、教育番組の編集及び放送に当たって、その放送の対象とする者が明確で、内容がその者に有益適切であり、組織的かつ継続的であるようにするとともに、その放送の計画及び内容をあらかじめ公衆が知ることができるようにすること(この場合において、当該番組が学校向けのものであるときは、その内容が学校教育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠すること。)。
	(3)　放送法第108条の規定に基づき、暴風、豪雨、洪水、地震、大規模な火事その他による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、その発生を予防し、又はその被害を軽減するために役立つ放送をすること。
	(4)　放送法第109条の規定に基づき、学校向けの教育番組の放送を行う場合には、その放送番組に学校教育の妨げになると認められる広告を含めないこと。
	(5)　放送法第110条の規定に基づき、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項を含む放送番組の供給に関する協定を締結しないこと。
	(6) 放送法第163条の規定に基づき、認定放送持株会社の関係会社である基幹放送事業者が行う地上基幹放送（全国放送を除く。）の業務については、国内基幹放送の放送番組の編集に当たっては、その放送対象地域における多様な放送番組に対する需要を満たすため、当該放送対象地域向けに自らが制作する放送番組を有するように努めること。
	(7) 地上基幹放送（全国放送を除く。）の業務を行う基幹放送事業者の次に掲げる者（認定放送持株会社の関係会社にあっては、ウに掲げる者）は、できるだけその地上基幹放送の業務に係る放送対象地域に住所を有する者であること。

	２　以上のほか、第３の基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標を充足すること。
	第３　基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数（衛星基幹放送及び移動受信用地上基幹放送に係る放送対象地域にあっては、放送系により放送をすることのできる放送番組の数）の目標
	１　総則
	(1)　以下の規定に関しては、電波及び放送に関する法令の定めるところによるほか、次の定義によるものとする。
	ア　「関東広域圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の各区域を併せた区域をいう。
	イ　「中京広域圏」とは、岐阜県、愛知県及び三重県の各区域を併せた区域をいう。
	ウ　「近畿広域圏」とは、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県の各区域を併せた区域をいう。
	エ　「東北広域圏」とは、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県の各区域を併せた区域をいう。
	オ　「関東・甲信越広域圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県の各区域を併せた区域をいう。
	カ　「東海・北陸広域圏」とは、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県の各区域を併せた区域をいう。
	キ　「中国・四国広域圏」とは、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県及び高知県の各区域を併せた区域をいう。
	ク　「九州・沖縄広域圏」とは、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県の各区域を併せた区域をいう。

	(2)　基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標は、(3)に定めるものを除き、２に定めるとおりとする。
	(3)　（略）

	２　国内放送に関する基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標
	(1)～(3)　（略）
	(4)　移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成23年総務省令第87号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第４章第１節に定める放送を行うもの)
	(5)　(略)


	○放送法関係審査基準（抄）
	第３章の２　移動受信用地上基幹放送の業務の認定等
	第10条の２　法第93条第１項による移動受信用地上基幹放送の業務の認定及び第97条第１項による放送事項等の変更許可を行うに当たっては、この章に定めるところによるものとする。
	第10条の３　認定は、次の各号に適合していると認めるときに行う。
	⑴　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる基幹放送局設備を確保することが可能であること。
	⑵　移動受信用地上基幹放送の業務を維持するに足りる経理的基礎があること。
	ア　事業開始までの所要資金の調達見通し
	イ　事業開始後の継続性

	⑶　移動受信用地上基幹放送事業者の業務を維持するに足りる技術的能力は、次に適合するものであること。
	ア　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備が法第１１１条第１
	イ　設備維持業務に従事する者が当該業務を確実に実施することができる実務経験等の能力を有していること。

	⑷　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備は、次の要件に適合するものであること。
	ア　法第１１１条第２項第１号の規定による設備の損壊又は故障に対する措置については、規則第１０４条から第１１５条まで並びに第１２３条及び第１２３条の２の規定に従い、別添１に掲げる対策が講じられていること。
	イ　法第１１１条第２項第２号の規定による移動受信用地上基幹放送の品質に対する措置は、別添２に掲げる送信の標準方式に適合するものであること。

	⑸　自由享有基準第８条第９号において、次に掲げる地域は隣接する放送対象地域として扱う。北海道と東北広域圏（基幹放送普及計画第三の１の㈠エにおける区域をいう。）、中国・四国広域圏（同㈠キにおける区域をいう。）と九州・沖縄広域圏（同㈠クにおける区域をいう。）
	⑹　法第９３条第１項第４号及び自由享有基準に規定する要件に適合していること。この場合において自由享有基準第４条の規定に基づき、一の者が法人又は団体の議決権の１０分の１又は３分の１を超える議決権を有しているか否かの判定は、次のアからウまでの議決権を合算して行うものとすること。
	ア　一の者の名義に係る議決権
	イ　一の者が自己の計算により議決権を有する場合であって、その議決権に係る株式の所有者の名義が異なるときにおける当該議決権
	ウ　一の者が、未公開株式に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行うことができる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる場合における当該議決権

	⑺　認定をすることが基幹放送普及計画に適合することその他放送の普及及び健全な発達のために適切であること。
	⑻　当該業務を行おうとする者が、法第９３条第１項第６号イからルまで（ホを除く。）の各規定に該当しないこと。

	第10条の４　移動受信用地上基幹放送の業務に関し前条各号に適合する移動受信用地上
	第10条の５　指定事項の指定の際には、申請者が希望する指定事項をそのまま指定するも
	第10条の６　法第９７条第１項の規定による放送事項の変更の許可を行うに当たっては、
	第10条の７　この章に規定する審査を行うに当たって必要があると認めるときは、申請者
	別紙２（第６条及び第10条の３関係）
	１　その業務の認定を受けようとする者（以下別紙２において「申請者」という。）が確実
	２　その放送番組の編集は、次に掲げる事項に適合するものでなければならない。
	⑴　公安及び善良な風俗を害しないこと。特に、放送番組に成人向け番組が含まれる場合は、当該番組の視聴契約に際し、視聴者が視聴可能年齢以上であることを確認した上で視聴契約を締結するとともに、ペアレンタルロック等の青少年保護措置を講ずるものであること。
	⑵　政治的に公平であること。
	⑶　報道は、事実を曲げないですること。
	⑷　意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかにすること。

	３　教育的効果を目的とする放送を専ら行う者であるときは、次に掲げるところに合致するものであること。
	⑴　一週間の放送時間（補完放送であって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以外のものの放送を行う場合は、当該補完放送の放送番組と超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に係る放送番組のそれぞれの放送時間）において、教育番組の放送時間がその５０％以上を占めるものであること。
	⑵　学校教育のための放送又は社会教育のための放送の分量及び配列が当該放送の意図する効果をもたらすために適切なものであること。
	⑶　⑴に規定する放送以外の放送を行うときは、その内容、分量、及び配列が⑴に規定する放送を行うことに支障を与えないものであり、かつ、その放送の効果を阻害しないものであること。

	４　臨時かつ一時の目的のための放送を専ら行うときは、その放送番組は、当該目的の達成のために必要な範囲内のものであること。
	５　テレビジョン放送を行う放送事業者は、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像を視覚障害者に対して説明するための音声その他の音響を聴くことができる放送番組及び音声その他の音響を聴覚障害者に対して説明するための文字又は図形を見ることができる放送番組をできる限り多く設けるものであること。
	６　申請者（法第８条に規定する放送を専ら行う基幹放送の業務の申請者を除く。）は、放
	７　放送番組の編集の基準を定め、又は変更した場合には、法第５条第２項の規定により、
	８　申請者は、法第６条第１項に規定する審議機関を設置するものであること。
	９　教育番組については、その放送の対象とする者が明確で、内容がその者に有益適切であり、組織的かつ継続的であるようにするとともに、その放送の計画及び内容をあらかじめ公衆が知ることができるようにするものであること。この場合において、当該番組が学校向けのものであるときは、その内容が学校教育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠するものであること。
	10　学校向けの教育番組の放送を行う場合には、その放送番組に学校教育の妨げになると認められる広告を含めるものでないこと。
	11　その業務は、毎日放送を行うものであること。
	12　申請者は、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項を含む放送番組の供給に関する協定を締結するものでないこと。
	13　内外放送を行う場合には、放送を通じた国際的な文化交流及び相互理解の増進が図られるものであること。
	14　申請者は災害に関する放送を行うものであること。
	15　超短波放送又はテレビジョン放送による基幹放送の業務の認定に当たっては、補完放　　　　　送であって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以外のもの　　の放送を行う場合は、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像が主であると　　認められるものであること。
	16　放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（平成１６年総務省告示第６９６号）を遵守するための体制の整備が図られるものであること。
	17　有料放送を行う場合は、有料放送の役務の提供に関する契約の締結をしようとする際に当該役務の提供を受けようとする者に対し当該役務の料金その他提供条件の概要を説明するための体制並びに有料放送の役務の提供に関する業務の方法又は料金その他の提供条件についての国内受信者（当該役務の提供を受けようとする者を含む。）からの苦情及び問い合わせを適切かつ迅速に処理するための体制の整備が図られるものであること。
	18　その業務が試験放送の業務を行うものであるときは、１から１７までの条件を満たすほか、次の条件を満たすものでなければならない。
	⑴　試験、研究又は調査の目的及び内容が法令に違反せず、かつ、公共の福祉に寄与するものであるとともに、放送及びその受信の進歩発達に必要なものであること。
	⑵　試験、研究又は調査の計画が合理的なものであること。
	⑶　放送番組は、その業務の目的とする試験、研究又は調査のために必要な範囲内のものであり、他人の営業に関する広告を含むものでないこと。

	19　（略）
	別添１　対象設備と措置について（第３条(7)ア、第６条(4)ア、第１０条の３(4)ア並びに第１２条⑺ア(ｱ)及びイ(ｱ)関係）
	１　基幹放送に用いる電気通信設備の損壊又は故障に対する措置
	⑴　予備機器等
	ア　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	（ｱ） 番組送出設備及び放送局の送信設備を現用予備構成とする装置（第１図、第２図参照）
	（ｲ） 送信装置を並列合成方式とする装置（第３図参照）
	（ｳ） 局間回線を二重化構成とする装置
	（ｴ） 中継回線設備を無線（又は有線）及び有線の２ルートで構成する措置（第４図参照）
	（ｵ） 中継回線設備における終端装置（光回線用端局装置等）について二重化構成をとり、いずれかに障害が発生してももう一方を使用して放送を継続する措置（第５図参照）
	（ｶ） 中波放送、短波放送及び超短波放送の番組送出設備について、番組送出設備に障害が発生し演奏所からの放送が不可能な場合に、送信所における音声信号の入力部分に予備機器を接続して放送を継続する措置（第６図参照）
	（ｷ） 中波放送、短波放送及び超短波放送の中継回線設備について、中継回線設備に障害が発生した場合、公衆回線（アナログ電話、ISDN、 IP電話、携帯電話網）と音声変換装置（コーデック）等の組含せを利用して予備回線を構成する措置（第７図参照）
	（ｸ）　限定的な地域を対象とする予備送信所を親局に係る放送局の送信設備と異なる場所に設置し、親局に係る放送局の送信設備が機能しなくなった場合に限り運用し放送を継続する措置

	イ　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	ウ　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備アの規定を準用することとする。

	⑵　故障検出
	ア　損壊等を直ちに検出し、運用者へ通知する機能が備えられていること。 番組送出設備、中継回線設備、地球局設備及び放送局の送信設備（以下別添１において「放送設備」という。）は、電源供給停止、動作停止、動作不良（誤設定によるものを含む。）その他放送の業務に直接係る機能に重大な支障を及ぼす損壊等の発生時には、これを直ちに検出し、当該放送設備を運用する者に通知する機能が備えられていること（規則第１０５条第１項関係）。 なお、対象とする損壊等には、放送設備の動作不良（ソフトウェアの不具合に起因するもの及びデ...
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　番組送出設備の損壊等を自動検出して、運用者に通報するアラームシステムを設ける措置
	Ｂ　放送局の送信設備や中継回線設備の損壊等を自動検出して、演奏所の運用者又は運用を委託された事業者に自動通報するシステムを設ける措置（第13図参照）
	Ｃ　無人運用時放送設備の損壊等を運用者の携帯端末にメールで自動通報するシステムを設ける措置
	Ｄ　放送局の送信設備及びそれに対する受電装置等を電話回線を使用して遠隔監視し、状態を通知する機能を設ける措置
	Ｅ　監視・制御所の設置又は委託業者による放送設備の集中監視及び運用者への通報を実施する措置（第14図参照）

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。

	イ　やむを得ずアの機能を備えることができない放送設備について、損壊等を速やかに検出し、運用者へ通知する措置 やむを得ずアの措置を講ずることができない放送設備は、損壊等の発生時にこれを目視又は聴音等により速やかに検出し、当該放送設備を運用する者に通知することが可能となる措置が講じられていること（規則第１０５条第２項関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備については、電気店などに委託してエアモニタリングを実施し、損壊等の...

	⑶　試験機器及び応急復旧機材の配備
	ア　試験機器の配備 放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の点検及び調整に必要な試験機器の配備又はこれに準ずる措置が講じられていること（規則第１０６条第１項関係）。 なお、これに準ずる措置は、試験機器の配備に当たって、拠点等の一か所に集中配備していることや、機器保守の委託先において配備していること等である。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　試験機器を放送事業者の事業所等に配備する措置
	Ｂ　メンテナンスを委託している場合は、委託を受けた者が試験機器を配備する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。
	イ　応急復旧機材の配備 放送設備の工事、維持又は運用を行う場所には、当該放送設備の損壊等が発生した場合における応急復旧工事、電力の供給その他の応急復旧措置を行うために必要な機材の配備又はこれに準ずる措置が講じられていること（規則第１０６条第２項関係）。 なお、これに準ずる措置とは、応急復旧措置を行うために必要な機材を拠点等の一か所に集中配備していることや、機器保守の委託先において配備していること等である。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　保守拠点において、移動式の電源設備を配備する措置
	Ｂ　保守拠点において、通常想定される範囲の故障に対応する応急復旧のための機材（予備のケーブル等）を配備する措置
	Ｃ　保守拠点において、中継回線設備の損壊等の発生に備え、放送波による中継に切替えが可能な場合は、臨時にそれに切り替えて応急復旧するための機材を配備する措置 （注）　中継回線設備は放送波による中継が困難な場合に設置するものであるため、このような切替えは必ずしも一般的ではない。

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。


	⑷　耐震対策
	ア　設備据付け及び設備構成部品に関する地震対策 放送設備の据付けに当たつては、通常想定される規模の地震による転倒又は移動を防止するため、床への緊結その他の耐震措置が講じられていること（規則第１０７条第１項関係）。 放送設備は、通常想定される規模の地震による構成部品の接触不良及び脱落を防止するため、構成部品の固定その他の耐震措置が講じられていること（規則第１０７条第２項関係）。 なお、通常想定される規模の地震は、地域によっては特別な考慮が必要であるが、一般的には震度５弱程度である。 放送設備は、通常...
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ  機器ラックを、アンカーボルト及びチャンネルベースにより床に固定する措置（第15図参照）
	Ｂ  機器ラックの揺れ及び転倒防止のため、L型金具、チェーン、ワイヤ等により壁・天井に固定する措置
	Ｃ  機器の揺れによる引っ張り損傷防止を考慮したケーブル類（外部導体が波形状の可とう導波管、フレキシブル同軸ケーブル等）を敷設する措置
	Ｄ  装置架間にケーブルを敷設する際にラダー上でケーブルの余長を設け、揺れによる引っ張りに対応させる措置（第16図参照）
	Ｅ  中波放送の送信機出力部から空中線給電部間の信号線路に用いられる銅パイプ等の部材については、地震による破損を防ぐため、線路長に対して余裕を持った銅板及び網線を一部に挿入する措置
	Ｆ  機器ラックに設置せず、置き台等の上に設置する機器については、L型金具.プレート金具、ベルト式固定器具等を使用して固定する措置
	Ｇ  機器ラックに装置をねじ止め等により固定する措置（第17図参照）
	Ｈ  空中線の脱落を防ぐため、空中線の取付柱等に強固に固定する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。

	イ　アに関する大規模地震対策 その損壊等により放送の業務に著しい支障を及ぼすおそれのある放送設備に関しては、アの耐震措置は、大規模な地震を考慮した対策が講じられていること（規則第１０７条第３項関係）。 なお、大規模の地震は、地域によっては特別な考慮が必要であるが、通常想定される規模の地震を上回る、例えば平成７年兵庫県南部地震のような大規模な地震である。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　筐体等のアンカーによる固定に加え、連結又は揺れ止め等、より耐震性を高めた措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。


	⑸　機能確認
	ア　予備機器の機能確認 放送設備の機器の機能を代替することができる⑴に規定する予備の機器は、定期的に機能確認等の措置が講じられていること（規則第１０８条第１項関係）。 なお、定期的とは、予備の機器の動作についてその状態が変化しないことが十分に確保される期間ごとである。 ただし、人工衛星に設置される放送局の送信設備については、常時は予備機器に電力供給されず、定期的な電源投入による機能確認が不可能であること及び極めて高い信頼性を有する構成部品を使用することから、予備機器への切替え以外の措置（予備の人工...
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　現用機の運用中に、予備機について、定期的に動作、主要特性及び機能を確認（送信装置については擬似負荷装置を使用して確認）する措置又はアラームの有無で確認する措置 （第18図参照）
	Ｂ　放送休止時間帯に、定期的に切替え試験を実施する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。

	イ　電源供給状況の確認 放送設備の電源設備は、定期的に電力供給状況の確認等の措置が講じられていること（規則第１０８条第２項関係）。 なお、定期的とは、電源設備の動作についてその状態が変化しないことが十分に確保される期間ごとである。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　法令に基づく保安規程により確認する措置
	Ｂ　停電検知器、電圧計、電流計、電力計等を受電盤、配電盤等に設置、又は計器を準備して確認する措置
	Ｃ　データロガーによリメータリングを実施し、動作状況を確認する措置
	Ｄ　常駐警備員等がメータリングを実施し、動作状況を確認する措置
	Ｅ　放送休止時等に自家用発電機の試験（起動、切替え及び停止）、蓄電池装置への切替え及び受電切替え試験を実施するとともに、その際、擬似的に停電及び故障状態を発生させて、故障検知センサの動作を確認する措置
	Ｆ　定期的に受電設備、自家用発電機及び蓄電池の定期保守及び点検を実施する措置
	Ｇ　故障及び異常を自動検出して、運用者に通報するシステムにより、動作を確認する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。


	⑹　停電対策
	ア　予備電源の確保 放送設備は、通常受けている電力の供給に異常が生じた場合において放送の業務に著しい支障を及ぼさないよう自家用発電機又は蓄電池の設置その他これに準ずる措置が講じられていること（規則第１０９条第１項関係）。 なお、電力の供給の異常とは、電力の供給の停止又は電圧低下等である。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　非常用電源として自家用発電装置又は蓄電池装置を設置し、切替え可能にする措置
	Ｂ　自家用発電装置及び蓄電池装置を設置する措置（第20図参照）
	Ｃ　購入電力を２系統受電とする措置（第21図参照）
	Ｄ　大規模災害時における広域・長時間の停電対策として、移動式の電源設備を保守拠点、保守委託先等に配備する措置又ば複数の事業者で共同配備する措置
	Ｅ　商用電源の異常跨において、放送の円滑な継続のため直ちにかつ確実に非常用電源に切り替えるための保護継電器を設置する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。

	イ　発電機の燃料の確保 自家用発電機の設置又は移動式の電源設備の配備を行う場合には、それらに使用される燃料について、必要な量の備蓄又は補給手段の確保に努めること（規則第１０９条第２項関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　自家用発電機の燃料を電力供給が復旧するまでに必要な容量とする措置（例えば、テレビジョン放送及び中波放送の親局に係る放送局の送信設備の自家用発電機について、電力供給が復旧するまで停電後１日程度要すると想定した場合、その間放送を継続するために必要な量の燃料を確保する。なお、確実に燃料補給が行われる場合や予備送信所が使用可能な場合などは、この限りではない。）
	Ｂ　定期的に燃料備蓄状況の確認及び補給を実施する措置
	Ｃ　近隣の給油所等と燃料補給の契約をする措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。


	⑺　送信空中線に起因する誘導対策 送信空中線に近接した場所に設置する放送設備、工作物、工具その他送信空中線に近接した場所に設置するものは、送信空中線からの電磁誘導作用による影響の防止策が講じられていること（規則第１１０条関係）。 なお、本措置は、送信空中線からの影響が及ぶ可能性がある場合に、必要に応じて講じるものである。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	ア　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	(ｱ)　中波放送又は短波放送において、送信所内に設置される臨時の番組送出設備、放送局の送信設備等については、非電導部材の使用、碍子による絶縁、接地線の敷設等により、電磁誘導による高周波電流の発生を防ぐ措置
	(ｲ）　中波放送又は短波放送において、送信所内に設置される臨時の番組送出設備、放送局の送信設備等については、放送波（振幅変調信号）がそれらを構成する装置に侵入することにより電気回路の動作が不安定になったり、当該回路内での包絡線検波作用で発生する音声信号が混入するおそれがあるため、帯域遮断フィルタ等を侵入経路に適宜挿入し防止する措置
	(ｳ)　中波放送又は短波放送において、空中線の近榜に設置するSTL空中線系については、帯域通過フィルタの設置を行い、影響を防止する措置
	(ｴ)　中波放送又は短波放送において、機器の低電圧回路、CPU回路等のインターフェース信号には、十分な送信波の電磁誘導対策（ノイズフィルタ等）を実施する措置
	(ｵ)　短波放送において、放送局の送信設備の大電力高周波部は必要に応じ二重扉とし、かつ、扉へ誘導する電流は確実に筐体側に流れるように接触片を取り付ける措置
	(ｶ)　短波放送において、送信局舎は当該局舎全体をシールド構造とし、筐体から発射される不要な電波が当該局舎外に漏れない構造とするとともに、監視制御装置（PC使用）室に個別シールドを設置し、空中線からの電波が当該局舎内に入り込まないよう防止する措置
	(ｷ)　短波放送において、空中線までの屋外給電線に平行線を使用するとともに、屋内は全て同軸ケーブルを採用し、高周波誘導を最小に抑制する措置

	イ　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	ウ　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 アの規定を準用することとする。

	(8)　防火対策 放送設備を収容し、又は設置する機器室は、自動火災報知設備及び消火設備の適切な設置その他これに準ずる措置が講じられていること（規則第１１１条関係）。
	ア　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	(ｱ)　 自動火災報知器、消火ガス（ハロンガス、CO２等）系自動消火装置、消火器等を設置する措置
	(ｲ)　 建築物内、配管及び配線用空間内について、防火壁等による区画化又は石膏ボード等による間仕切りを行う措置
	(ｳ)　 放送設備の電源系統のショート等に起因する火災を防止するため、受電設備に当該電源系統を切り離すための保護継電器及び遮断器を設置する措置
	(ｴ)　 内装材、建築材料、ケーブル等について不燃性又は難燃性のものを用いる措置
	(ｵ)　 外部からの延焼を防止するため、RC（鉄筋コンクリート）局舎、 CB（コンクリートブロック）局舎又は金属若しくはセメント板パネルを使用した局舎に放送設備を収容する措置

	イ　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	ウ　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 アの規定を準用することとする。


	⑼　屋外設備
	ア　空中線等への環境影響の防止 屋外に設置する空中線（給電線を含む。）及びその附属設備並びにこれらを支持し又は設置するための工作物（⑽の建築物を除く。イにおいて「屋外設備」という。）は、通常想定される気象の変化、振動、衝撃、圧力その他設置場所における外部環境の影響を容易に受けないものとなっていること（規則第１１２条第１項関係）。 なお、その他設置場所における外部環境の影響とは、地域により想定される塩害、粉塵、津波等である。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　水等に直接接触しないよう耐候性塗料による塗装や水の侵入を防ぐための防水テープ、防水ゴムパッキン等の防水加工を施し降雨等による錆を低減させる措置
	Ｂ　風又は雪による空中線の損壊を防ぐため、通常想定される風圧又は積雪量に耐えられる強度を確保する措置
	Ｃ　腐食等に十分耐えられるよう、ステンレス、真ちゅう材、溶融亜鉛メッキ材等の耐候性部材を使用する措置
	Ｄ　FRP素材等を使用した防雪カバーで覆うことで、空中線が直接雨、雪等に触れないようにする措置
	Ｅ　屋外に設置される給電線等の消耗を定期的に視認する措置
	Ｆ　寒冷地における屋外放熱器（水冷）には不凍液等による凍結対策を実施する措置
	Ｇ　津波の影響を容易に受けないよう設置場所を選定する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備  (ｱ)の規定を準用することとする。

	イ　公衆による接触の防止 屋外設備は、公衆が容易にそれに触れることができないように設置されていること（規則第１１２条第２項関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　送信空中線の適当な地上高を確保する措置
	Ｂ　常駐警備員による巡回警備を行う措置
	Ｃ　敷地内への進入を防ぐ防護壁、フェンス等を設置する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略） (ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。


	⑽　放送設備を収容する建築物 放送設備を収容し、又は設置する建築物は、次のアからウまでに適合するものであること。
	ア　建築物の強度 当該放送設備を安全に設置することができる堅固で耐久性に富むものであること（規則第１１３条第１号関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　所要の強度や耐久性を確保できるよう、放送設備を固定する天井面、壁面及び床面に補強材（フレーム、筋交い、鋼材等）を施す措置
	Ｂ　建物の構造を堅固なものとする措置（コンクリート造、鉄骨造、耐震設計等）

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。

	イ　屋内設備の動作環境の維持 当該放送設備が安定に動作する環境を維持することができること（規則第１１３条第２号関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　放送設備を設置する機器室に空調設備、換気設備等を設置し、温度、湿度等を定格環境条件の範囲内に保つ措置
	Ｂ　放送設備を収容函に納めることで、屋外環境の変化から保護する措置
	Ｃ　アスファルト防水、シート防水、塗装による塗膜防水等の防水処置を行う措置
	Ｄ　吸排気設備における塵埃除去フィルタ、塩害防止フィルタ、デミスタ、外気ダンパ等を設置する措置（第22図参照）

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備  （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。

	ウ　立入りへの対策 当該放送設備を収容し、又は設置する機器室に、公衆が容易に立ち入り、又は公衆が容易に放送設備に触れることができないよう施錠その他必要な措置が講じられていること（規則第１１３条第３号関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	(ｱ)　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	Ａ　建築物、放送設備を設置している機器室並びに金属及びセメント板パネルを使用した局舎に入る扉への施錠、警備員による入退出管理又は防犯ブザーや監視カメラ等の設置を行う措置
	Ｂ　他社ビルに放送設備を設置する場合、容易に立ち入れない部屋を借用し、鍵はビルの管理下とする措置
	Ｃ　常駐警備員による巡回警備を実施する措置
	Ｄ　敷地内への進入を防ぐ防護壁、フェンス等を設置する措置
	Ｅ　小規模な中継局の放送設備収容函に施錠する措置

	(ｲ)　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	(ｳ)　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 (ｱ)の規定を準用することとする。


	⑾　耐雷対策 放送設備は、落雷による被害を防止するための耐雷トランスの設置その他の措置が講じられていること（規則第１１４条関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。 なお、本措置は、落雷による放送機器や受電部等の損壊等による放送の業務への影響を軽減するために講じるものである。
	ア　地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	(ｱ)　送信装置等について、空中線整合器への狭帯域通過回路の設置による雷サージの低減、電力増幅器の分散、雷サージの検出による送信機出力の瞬断の設計等を行う措置
	(ｲ)　最短での接地線の敷設を行う措置
	(ｳ)　受電部から侵入する雷被害を低減するために耐雷トランス又はアレスタを設置する措置（第23図参照）
	(ｴ)　制御に使用する電気通信回線からの雷対策として、サージ吸収素子を取り付ける措置
	(ｵ)　演奏所における接地線の区分け（放送用電源と一般用電源など）により、落雷電流の回り込みを阻止する措置
	(ｶ)　避雷針等の避雷装置を設置する措置
	(ｷ)　地中深くに銅板、銅棒等の電極を埋め込むこと（深掘接地）により接地抵抗を低減させる措置
	(ｸ)　中波放送の空中線の土台部分及び空中線とのインピーダンス整合装置に、空中線系から侵入するサージ電流等を放電させるためのボールギャップ（金属）又はカーボンギャップを設置し、送信装置本体への影響を防止する措置
	(ｹ)　放送設備と局舎を等電位となるように接地する措置（第24図参照）

	イ　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 （略）
	ウ　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 アの規定を準用することとする。

	⑿　宇宙線対策 人工衛星に設置する放送設備は、宇宙線による影響を容易に受けないための放射線対策が講じられた構成部品の使用その他の措置が講じられていること（規則第１１５条関係）。 例えば、次の措置又はこれと同等と認められる措置が講じられていること。
	ア　衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備
	(ｱ)　人工衛星の放送設備に使用される半導体素子について、材料及び部品レベルで放射線対策が講じられたものを使用する措置
	(ｲ)　宇宙線によるソフトウェア誤動作（データのビット反転によるもの）を抑制するため、エラー検出、エラー訂正等の機能を備える措置
	(ｳ)　人工衛星の調達仕様書に、宇宙線対策を講じることを記載し、対策を確保する措置

	イ　移動受信用地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備 アの規定を準用することとする。



	２・３　（略）
	別添２　放送の区分と送信の標準方式について（第３条⑺イ、第６条⑷イ、第10条の３⑷イ及び第12条⑺ア(ｲ)関係）
	１　基幹放送設備を用いて行う基幹放送の品質
	⑴～⑸　（略）
	⑹　移動受信用地上基幹放送

	２　（略）

	○平成31年３月31日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式第４章第１節に定める放送を行うものに限る。）の業務の認定に係る方針
	第１条　平成31年３月31日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成23年総務省令第87号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第４章第１節に定める放送を行うものに限る。以下同じ。）の業務の認定を行うに当たっては、放送法（昭和25年法律第132号）、放送法施行規則（昭和25年電波監理委員会規則第10号。以下「施行規則」という。）、基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省...
	第２条　認定する移動受信用地上基幹放送の業務に係る周波数については、申請する放送対象地域において電波法（昭和25年法律第131号）第27条の13第１項に基づき認定された開設計画に記載された、３セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第11条第１項に規定する３セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）及び１セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第11条第１項に規定する１セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）とする。
	２　移動受信用地上基幹放送の業務の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の表の区分に従い、申請するものとする。
	第３条　移動受信用地上基幹放送の業務に関し、審査基準第10条の３の規定に適合する申請者に指定することのできる周波数が不足する場合には、特別の事情がある場合を除き、審査基準第10条の４の規定にかかわらず、次に掲げる基準への適合性その他放送の普及及び健全な発達への寄与の程度を総合的に勘案し、最も公共の福祉に適合するものを優先するものとする。
	⑴　事業計画の適正性及び確実性
	ア　事業開始までの資金調達の適正性及び確実性
	イ　事業開始後の収入の算出根拠の適正性及び確実性並びに費用算出の適正性
	ウ　放送番組の制作及び調達の確実性

	⑵　放送番組の多様性
	⑶　放送の特性を生かしたサービスの推進
	ア　影像、音響、信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番組の放送番組の形態の多様な組合せの確保のための取組やその組合せに係る創意工夫を生かした取組
	イ　受信設備に応じた放送番組の画面構成や放送番組に係る附随サービス等に係る創意工夫を生かした取組

	⑷　青少年の保護
	⑸　放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保
	⑹　国内受信者の利益の確保
	⑺　受信設備の普及に関する事項
	⑻　地域密着性の確保



	04  Q&A
	１　総　論
	２　比較審査基準

	99 奥付v4

